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商工建設常任委員会会議録

平成23年12月７日～８日

場 所 第５委員会室
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平成23年12月７日（水曜日）

午前10時０分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 平成23年度宮崎県一般会計補正

予算（第３号）

○議案第３号 平成23年度宮崎県港湾整備事業

特別会計補正予算（第２号）

○議案第４号 使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例

○議案第７号 宮崎県における事務処理の特例

に関する条例の一部を改正する

条例

○議案第13号 宮崎県屋外広告物条例の一部を

改正する条例

○議案第15号 工事請負契約の締結について

○議案第25号 公の施設の指定管理者の指定に

ついて

○議案第26号 公の施設の指定管理者の指定に

ついて

○議案第27号 公の施設の指定管理者の指定に

ついて

○議案第28号 公の施設の指定管理者の指定に

ついて

○議案第29号 公の施設の指定管理者の指定に

ついて

○議案第31号 財産の処分について

○議案第33号 都市公園条例の一部を改正する

条例

○議案第36号 平成23年度宮崎県一般会計補正

予算（第４号）

○請願第３号 宮崎地方最低賃金改正について

の請願

○報告事項

・損害賠償額を定めたことについて（別紙１）

○商工観光振興対策及び土木行政の推進に関す

る調査

○その他報告事項

・各種ファンド事業による商工業復興支援の状

況について

・工業製品等の放射線量測定の実施について

・「みやざき東アジア経済交流戦略（仮称）」

の中間素案について

・本県の雇用情勢等について

・「東京ガールズコレクションSweet Xmas Edit

ion supported by 宮崎恋旅」の開催について

・「花旅みやざき」の展開について

・宮崎県シンボルキャラクター「みやざき犬」

について

・条例報告法人以外の県出資法人等経営評価報

告書について

・子育て世帯向け期限付き入居の募集結果等に

ついて

出席委員（８人）

委 員 長 松 村 悟 郎

副 委 員 長 渡 辺 創

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員  原 正 三

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 内 村 仁 子

委 員 髙 橋 透

委 員 図 師 博 規

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

商工観光労働部

商工観光労働部長 米 原 隆 夫
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商工観光労働部次長 長 嶺 泰 弘

企業立地推進局長 森 幸 男

観光交流推進局長 安 井 伸 二

商 工 政 策 課 長 後 沢 彰 宏

金 融 対 策 室 長 菓子野 信 男

工 業 支 援 課 長 冨 髙 敏 明

商 業 支 援 課 長 金 子 洋 士

労 働 政 策 課 長 篠 田 良 廣

地域雇用対策室長 平 原 利 明

企 業 立 地 課 長 黒 木 秀 樹

観 光 推 進 課 長 向 畑 公 俊

みやざきアピール課長 小八重 英

工業技術センター所長 橋 口 貴 至

食品開発センター所長 工 藤 哲 三

県立産業技術専門校長 押 川 利 孝

県土整備部

県 土 整 備 部 長 児 玉 宏 紀

県土整備部次長
内枦保 博 秋

（ 総 括 ）

県土整備部次長
濱 田 良 和

(道路･河川･港湾担当)

県土整備部次長
大田原 宣 治

(都市計画･建築担当)

高速道対策局長 中 野 穣 治

管 理 課 長 江 藤 修 一

用 地 対 策 課 長 河 野 俊 春

技 術 企 画 課 長 満 留 康 裕

工 事 検 査 課 長 前 田 安 徳

道 路 建 設 課 長 白 賀 宏 之

道 路 保 全 課 長 谷 口 幸 雄

河 川 課 長 野 中 和 弘

ダ ム 対 策 監 森 茂 雄

砂 防 課 長 東 憲之介

港 湾 課 長 坂 元 政 嗣

空 港 ・ ポ ー ト
矢 野 透

セールス対策監

都 市 計 画 課 長 大 迫 忠 敏

建 築 住 宅 課 長 伊 藤 信 繁

施設保全対策監 上別府 智

高速道対策局次長 沼 口 晴 彦

営 繕 課 長 補 佐
川 野 圭 介

（ 総 括 ）

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 関 谷 幸 二

議事課主任主事 野 中 啓 史

○松村委員長 ただいまから商工建設常任委員

会を開会いたします。

まず、委員会の日程についてでありますが、

お手元に配付いたしました日程案のとおりでよ

ろしいでしょうか。

〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、そのように決定いた

します。執行部入室のため、暫時休憩いたしま

す。

午前10時０分休憩

午前10時２分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

５日間に及ぶ一般質問、長い期間でございま

したけれども、本当に御苦労さまでございまし

た。きょうから常任委員会ということでござい

ますので、今回の議案に対して、皆様とともに

前向きに審議をしていきたいと思います。どう

ぞよろしくお願い申し上げます。

本委員会に付託されました議案についての説

明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明がすべて終
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了した後にお願いいたします。

まず初めに、商工観光労働部からお願いいた

したいと思います。

○米原商工観光労働部長 本日は、お配りして

おります常任委員会資料の目次にありますとお

り、11月定例県議会提出議案及び商工観光労働

部をめぐる最近の動きについて御説明いたしま

す。

資料の１ページをお願いいたします。今回提

案しております議案の概要でございます。

まず、議案第36号「平成23年度宮崎県一般会

計補正予算（第４号）」は、国の第３次補正予

算の成立に伴う補正でありまして、緊急雇用創

出事業臨時特例基金への追加積み立てを行うも

のであります。当該積立金に係る補正前の額468

万7,000円に、20億9,000万円を増額いたしまし

て、積立金合計が20億9,468万7,000円となりま

す。

次に、議案第７号「宮崎県における事務処理

の特例に関する条例の一部を改正する条例」に

つきましては、いわゆる地域主権改革第１次・

第２次一括法の成立に伴い、市町村への権限移

譲に関する当該条例につきまして、中小企業団

体の組織に関する法律の改正並びに工業立地法

の改正に伴う所要の改正を行うものでありま

す。

次に、議案第31号「財産の処分」につきまし

ては、企業立地に伴い、宮崎フリーウェイ工業

団地の一部を売却するものであります。

私からの説明は以上でございます。

議案の詳細並びに報告事項につきましては、

担当課長等から御説明いたしますので、よろし

くお願いいたします。

○篠田労働政策課長 労働政策課の追加補正予

算について御説明いたします。

歳出予算説明資料（議案第36号）の労働政策

課のインデックスのところ、19ページをお開き

ください。今回の補正は、20億9,000万円の増額

補正でありまして、補正後の予算額は、83

億3,873万3,000円となります。

以下、事項について御説明いたします。

21ページをお開きください。（事項）宮崎県

緊急雇用創出事業臨時特例基金積立金でありま

す。これは、国からの緊急雇用創出事業臨時特

例交付金を受け入れまして、基金として積み立

てるものであります。補正予算の内容につきま

しては、委員会資料で御説明いたします。お手

元の商工建設常任委員会資料の２ページをお開

きください。宮崎県緊急雇用創出事業臨時特例

基金積立金であります｡

まず、１の事業目的でありますが、この事業

は、国の平成23年度補正予算第３号の成立に伴

い、追加交付される緊急雇用創出事業臨時特例

交付金をもとに基金の積み増しを行うものであ

ります｡

２の事業概要でありますが、基金の積み立て

に要する額について、増額補正をお願いするも

のであります。

３の補正額は、20億9,000万円で、今回の補正

によりまして､補正後では、20億9,468万7,000円

となります。

４の事業期間でありますが、原則といたしま

して、平成24年度まで、この基金を財源に必要

な事業を行うこととしております。

労働政策課の説明は以上であります。よろし

くお願いいたします。

○後沢商工政策課長 商工政策課でございます｡

資料の３ページをごらんください。議案第７号

「宮崎県における事務処理の特例に関する条例

の一部を改正する条例」についてであります｡
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まず、私のほうからは、中小企業団体の組織

に関する法律関係を御説明いたします。

改正理由でございますが、現在、中小企業団

体の組織に関する法律に基づき、協業組合の設

立認可や定款変更など、知事の権限に属する事

務の一部を、宮崎県における事務処理の特例に

関する条例に基づいて、一部市町村に移譲して

いるところでありますが、その事務の一部が地

域の自主性及び自立性を高めるための改革の推

進を図るための関係法律の整備に関する法律の

公布に伴い、廃止されるため、同条例を改正

し、廃止される事務に関する規定を削除するも

のでございます｡

削除される事務ですが、協業組合に係る事項

について、命令、認可または承認をしたとき

は、遅滞なくその旨を経済産業大臣に通知する

事務でありまして、条例の別表18の15の項

（24）でございます。

施行期日につきましては、改正条例公布の日

でございます。

私からは以上でございます。

○黒木企業立地課長 企業立地課関連の議案に

ついて御説明いたします。

まず、議案第７号「宮崎県における事務処理

の特例に関する条例の一部を改正する条例」で

ございます。

議案そのものは、平成23年11月定例県議会提

出議案（議案第１号～第32号）の43、44ページ

に記載しておりますけれども、お手元の常任委

員会資料のほうで御説明させていただきます。

３ページ中段以下をごらんください。２の工

場立地法関係についてでございます。

まず、①の改正理由でございますが、地域の

自主性及び自立性を高めるための改革の推進を

図るための関係法律の整備に関する法律、いわ

ゆる第２次一括法の公布に伴いまして、工場立

地法に基づく特定工場の新設等の届け出に関す

る一連の事務が、県から市に移譲されることに

なりましたが、現在、宮崎県における事務処理

の特例に関する条例におきまして、宮崎市、都

城市、日向市に事務を移譲しておりますことか

ら、この規定を削除するものでございます。

次に、②の削除される事務の内容でございま

すが、製造業等の事業者が敷地面積9,000平方

メートル以上または建築面積3,000平方メートル

以上の工場等を新設もしくは変更しようとする

場合には、工事等の着手日の90日前までに届け

出ることとされておりまして、その届け出の受

理、審査、勧告などを行う一連の事務でござい

ます。

施行期日は、③に記載しておりますとおり、

平成24年４月１日でございます。

次に、議案第31号「財産の処分」について御

説明させていただきます。

４ページをごらんください。高原町のフリー

ウェイ工業団地を農産加工場用地に供するもの

として処分するための議案でございます。

今回、売却する用地の面積は、３万1,525.96

平方メートル、処分価格は、１億1,034万860

円、売り渡し先は、有限会社四位農園・代表取

締役四位廣文でございます。

なお、参考といたしまして、四位農園の進出

計画概要を記載しておりますけれども、こと

し10月17日に地元高原町と立地調印を行いまし

て、その後、県と四位農園との間で事業用賃貸

借契約（リース契約）を締結いたしましたが、

今回、資金計画のめどが立ったこと等もござい

まして、用地購入の申し出があったことから、

売却の議案をお願いするものでございます｡

説明は以上でございます。
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○松村委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。議案について質疑はありませんか。

○丸山委員 緊急雇用対策の基金についてなん

ですが、20億余りの基金で、平成24年度、一部

は25年度まで出せるということなんですが、具

体的に雇用期待数はどれぐらいというふうに

思っていらっしゃるんでしょうか。

○平原地域雇用対策室長 先月の21日に国の予

算が決まり、内示をいただきまして、今、県庁

内の各課、各市町村のほうで事業の検討をいた

だいておる段階でございます。具体的に何人の

雇用というのはまだ出ていないんですが、これ

までと同じような事業とか人件費割合で考えま

すと、延べで申しまして1,400人程度の雇用を見

込んでいるところでございます。

○丸山委員 緊急雇用対策の事業というのは、

使いやすいんですけれども、いつも問題になる

のは、ことしもどうにか延ばしてもらったから

よかったんですが、切れると、その後の事業を

どうやって組んでいくかが非常に難しい。使い

方によってはいい使い方だけれども、事業が切

れてしまうとなかなか次が見えない。本来であ

ると、一本立ちしていってほしい。ふるさと雇

用なんかは３年間で一本立ちしていくというの

があったんですが、雇用状況が非常に悪いとい

うことで国のほうもつくっていただいたと思っ

ているんです。できればこの緊急雇用で、その

後引き続き雇用になったというのを―何らか

の形で市町村と連携しながら、また県のほうで

も真剣に考えていただければというふうに思っ

ております。

○緒嶋委員 22年度までにこの基金で使った人

を、新たに次の雇用としてこの基金を利用する

ということはできるわけですか。

○平原地域雇用対策室長 緊急雇用基金事業に

つきましては、つなぎ雇用ということで短期の

雇用を想定しておるんですが、１人当たり１年

以内の雇用ということでございますので、通常

は、去年使っていた人をことしというのはなか

なか難しいと思います。

○緒嶋委員 そういう中で22年度までの雇用で

常雇いというか、常勤的な臨時雇用から継続的

な雇用にかわる人の比率というのは全然わから

んわけですか。

○平原地域雇用対策室長 事業自体が今年度ま

での事業ということで、まだ把握をしていない

ところでございます。

○緒嶋委員 できるだけ臨時雇用から常勤的な

雇用に変わらなければ本当の成果というか、意

義はないわけですね。臨時雇用だけで終わって

はいけない。そうなりますと、宮崎県の雇用情

勢がなかなか改善されないということでもある

わけですけれども―20億が宮崎県に来た根拠

というのは何ですか。

○平原地域雇用対策室長 今回は、御存じのと

おり、国の３次補正による緊急基金の積み増し

ということでございまして、国の理屈づけとい

たしましては、東日本大震災等の失業者の雇用

対策であるということで整理されておりまし

て、今回は、全体で2,000億なんですが、被災３

県のうち、宮城県と福島県にそれぞれ250億、岩

手県に150億を配分いたしまして、残りの金額

を、簡単に言うと、その他の都道府県の雇用情

勢等を踏まえて配分するやり方でされていると

聞いております。

○緒嶋委員 20億という基金は、宮崎県がこれ

だけ欲しいというような要請をして来た基金で

はないわけですね。

○平原地域雇用対策室長 そのとおりでござい

ます｡
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○緒嶋委員 実際これを利用する時点はいつに

なるわけですか。

○平原地域雇用対策室長 先ほど申しましたよ

うに、内示を受けましてから県庁内各課、各市

町村で今、事業検討をいただいております。補

正でしたから、できるだけ早くとは思っている

んですが、24年度の当初からというふうになる

かなと思っております。

○緒嶋委員 ある程度市町村からの要請で職種

的なものとかいろいろ出てくるわけですが、そ

のメニューというのはどういうことになるわけ

ですか。どういう部分での雇用を対象にこの基

金を使うのか。

○平原地域雇用対策室長 先ほど言ったよう

に、あくまでつなぎ雇用ということでございま

すので、いろんな条件はあるんですが、特にこ

ういう職種でとかいうような縛りはございませ

んで、雇用につながればいいという考え方で

す。ただ、当然税金を使うわけですから、公益

性は踏まえた上でということでございます。

○緒嶋委員 市町村への配分の基準はどういう

形でやるわけですか。

○平原地域雇用対策室長 これまでは各市町村

から要望をいただきまして、幸い予算の範囲内

でおさまっておりますので、御要望をいただい

た額で事業を進めてきておるところでございま

すが、今回、20億ということでございますの

で、各市町村の要望がどうなるかを見て判断し

ようと思っているのですが、雇用情勢等を考え

てということになるかなと思っております。

○緒嶋委員 雇用情勢というのは、地域性を考

えてということですか。

○平原地域雇用対策室長 まだ方針として決め

てはいないんですが、各地域の有効求人倍率で

すとか有効求職者ですとか、その辺かなとは

思っているんですが、まだ具体的には出してお

りません。

○緒嶋委員 そういう基準が決まらんまま市町

村から要請を受けるということになるわけです

か。

○平原地域雇用対策室長 先ほども申しました

ように、これまで予算の範囲でやれてきたもの

ですから、とりあえず要望を出していただきま

す。というのは、一つは県事業との兼ね合いも

ございまして、どのぐらい予算化ができるか、

まだわからないものですから、そういうことで

とりあえずは出していただこうと思っておりま

す。

○緒嶋委員 県の事業とは、どういうことを県

の事業というわけですか。

○平原地域雇用対策室長 県の事業も市町村と

一緒ですので、いろんな調査をやるとか、雇用

につながるような事業を各課で検討いただいて

出していただきます。

○緒嶋委員 ちょっと意味がわからんのだけ

ど、具体的に言うとどういうことですか。

○平原地域雇用対策室長 非常に数が多いので

１つだけ事例を申し上げます。我々の地域雇用

対策室でこれまでやった事業で申しますと、民

間提案型ということで、民間提案の事業を募集

いたしまして選ぶとか。雇用につながる事業と

いうことなので、特にこういう事業じゃないと

いけないということがないものですから、非常

に説明が難しいので申しわけないんですが、そ

ういう状況です。

○緒嶋委員 あなたはわかっちょっても、私は

全然わからん。

○米原商工観光労働部長 県もこの基金を財源

としていろんな事業をやっているんですが、例

えば、教育委員会でいいますと、学校見守り隊
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ということで、子供さんたちの安全確保のため

に、県内の幾つかの警備会社に委託しまして、

学校周辺のパトロールとか、あるいは登下校時

の見守りとかしていただいているんですが、そ

のとき、警備会社のほうで新たに雇用をしてい

ただくという事業があります。こんな形で、県

の中でも各部各課のほうで雇用につながるよう

な事業をやっているというものがあります。そ

れと、市町村は市町村でもやっていただくとい

うことで、この基金は県も市町村も使っている

ということです｡

○緒嶋委員 であれば、22年度までやったよう

な手法で、その仕事は継続でも雇用者が変われ

ばいいということですか。

○平原地域雇用対策室長 基本的にはそういう

ことです。

○緒嶋委員 市町村も、今までの経験に基づい

て同じような手法の雇用を求めてくるというこ

とは考えられるわけですね。

○平原地域雇用対策室長 今回の事業について

は、国は重点分野の事業という名前で言ってお

るんですけれども、これまで草刈りですとか、

そういう作業もよかったんです。今回、東日本

大震災の関係で、東日本のほうはそういう事業

も結構多いので、単純作業もいいですよという

話ですが、それ以外の地域については、絶対だ

めとは言われていないんですけれども、できる

だけ単純作業以外の作業で、民間委託でやって

くださいということになっておりますので、そ

こ辺は少し変わってくるかと思います。

○緒嶋委員 単純作業というのは基準が何かあ

るわけですか。

○平原地域雇用対策室長 特にこれというのは

ございませんが、先ほど言いました、道路の草

刈りとかいうのはだめですと言われておりま

す。

○髙橋委員 これまでの緊急雇用事業の中で、

やり方というのはいろいろ私ども、何回となく

疑問を呈したことがあると思うんですが、県が

直接使うお金、市町村にお願いするお金、わか

りました。ただ、民間委託というのはいろいろ

やり方があると思うんですね。説明の中で派遣

事業者にお願いするということを部長はおっ

しゃいましたけれども、派遣事業者に雇用され

る方は、またそこではねられるわけですね。い

わゆる業者がマージンを取るわけです。20

億9,000万の今回の補正が労働者に直接行きます

か。まず、そこをお尋ねします。

○平原地域雇用対策室長 一つは、今、派遣の

話がございましたが、私どもでやっております

今の事業で、派遣会社のほうで雇っていただい

て、紹介予定派遣ということで、各事業主のと

ころで一定期間使っていただいて、よければそ

こに就職していただくというような事業の関係

だろうと思いますが、それについては、通常は

各企業から手数料を取るのですが、それについ

ては取らないやり方にしておりまして、人件費

については、それぞれ各派遣業者からそこで雇

われた失業者の方に出るという形でやらせてい

ただいております。

それから、先ほどの部長の話ですが、部長が

答弁いたしましたのは、直接委託先に委託して

おりますので、派遣会社にしておるわけではご

ざいません。

それから、緊急雇用基金事業については、基

本的に、２分の１以上を人件費に充てないとい

けないという要件がございます。これは社会保

険料も含んだ人件費ですが、直接雇用された失

業者の方に給料等で支払われるということに

なっております。
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○髙橋委員 雇用のための税金ですから、２分

の１以上は当然だと私は思うんです。うまく言

えないんですけれども、できるだけこの20

億9,000万の今回の補正が、雇用された失業者の

手元に行くやり方にしないといけないと思って

こういう問題を言っておるんです。先ほど、別

な人で１年間雇用が条件だということでした

ね。１年間雇用であると福利厚生も出てくるん

ですね。年金を付与せないかんとか、一時金を

与えないかんとか、社会保険をつけないかんと

か、そこまでこのお金がちゃんと行き届くかど

うかなんですよ。これまでの事業の継続だか

ら、これまでの雇用の中でそういうところも

しっかり手だてされているかどうかは把握され

ていますか。

○平原地域雇用対策室長 個別にはそういう把

握はいたしておりません。

○髙橋委員 すべてのチェックができるかどう

かは別にして、どこかでチェックをしておかな

いと、先ほどから言います、大事な20億9,000万

がしっかり失業者の手元に届くことをお願いし

たいと思います。

○平原地域雇用対策室長 当然、緊急雇用基金

は、おっしゃるような形で、雇用を維持しなが

ら次の雇用につなげようということですので、

そういう形での指導をしていきたいと思ってお

ります。

○髙橋委員 最後に、今、なかなか難しい面が

あって指定管理者になったりしているんだけれ

ども、地方自治法が変わって、民間委託する場

合には直営か指定管理者かということになりま

したね。従来でいうと、県や市町村の嘱託職員

といいますか、そういったルートで直接役所が

雇用するから、中間マージンを取ることなく真

水がそのまま行っていたわけですよ。でも今

は、指定管理者とか、業者に丸投げする形が多

くなってきていますね。そのほうが役所の事務

が省けるから。私は、ある意味効率がよくない

なと思っているんですけれども、できるだけ大

事に税金が使われていったほうがいいかなと

思ってお話ししました。ちょっとわかりにく

かったかもしれません。

○緒嶋委員 議案第31号の財産処分について、

企業を誘致していただくということは大変あり

がたいことでありますけれども、ここを造成す

るために、原価から計算した場合の価格との整

合性はどうなるわけですか。

○黒木企業立地課長 比較というのは非常に難

しいんですけれども、フリーウェイ工業団地が

できたときには、全体事業費が約35億円かかっ

ております。分譲等が進みまして、その後、県

有地化された。それ以降、今、３件目の立地と

いうことになっておりますが、県有地化をされ

た際に、不動産の鑑定評価を行いまして、平方

メートル当たり3,500円という鑑定評価が出た。

この金額で今、売却をさせていただいておりま

す。したがいまして、四位農園につきまして

も、平米当たり3,500円という定価と申します

か、それで県のほうは売却させていただくとい

うことでございます。

○髙橋委員 評価等は別にして、建設費から見

た場合にはどういう関係になるか。

○森企業立地推進局長 県有地化する前の当初

の分譲価格が、35億円の造成費から割り出しを

いたしまして1万2,000円ということでやってお

りました。先ほど課長が申したとおり、評価額

がだんだん下がってきたと。誘致の促進という

ことも含めまして、現在は3,500円まで落ちてい

るということでございます｡

○緒嶋委員 これはやむを得んというか、そう
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いう形で解決したわけだから。しかし、そうい

うことも一応我々としては知っておく必要があ

るのかなと。林業公社の問題とかいろいろ懸案

はあるわけですけれども、私は、こういうふう

にして一つ解決して、企業誘致をどんどん進め

るということは良いことだと思っております。

それと、また新たに７億8,000万の設備投資を

して四位農園が頑張っていただくということで

ありますけれども、設備投資や企業誘致的なも

のに対する支援は、県はこちらのほうにどのく

らいかしたわけですか。

○黒木企業立地課長 企業立地促進補助金のこ

とだと思いますが、これはあくまでも実績払い

でございますので、まだ額は確定いたしており

ません。ただ、計算上と申しますか、ここに書

いてございますけれども、県の補助金の対象と

なる予定の常用雇用者、今回30名でございます

が、１人当たり30万円、それから土地代は除き

ますけれども、投資割として４％の補助金を交

付することになろうかと思っております。た

だ、どれぐらいの金額が投資割の対象になるか

というのは、さっき申しましたように、あくま

でも実績でございますので、企業のほうが設備

投資をされて、実際に雇用されて、本格操業に

なった段階で企業から申請をいただく。その時

点でお支払いするということになります。

○緒嶋委員 今、雇用者の１人30万ということ

だけは確定しておるということでいいわけです

ね。

○平原地域雇用対策室長 これはあくまでも計

画でございますので、当然、増減があろうかと

思います。ですから、実績を見てみないとこれ

が確定という言い方は今のところはできませ

ん。

○内村委員 今の財産の処分についてのところ

で、従業員数が50人と出ているわけですが、新

規雇用が25人で、既に25人いらっしゃると思う

んです。今、どこも農業法人は外国の方の就業

率がすごく高いものですから、そういうところ

の把握はしていらっしゃるか。そういう指導が

できるのか、お尋ねします。

○黒木企業立地課長 まだ工場はできておりま

せんので、基本的には、これからの採用になろ

うかと思います。四位農園としては、なるだけ

高原町のほうから、いわゆる地元のほうから雇

用したいという意向を持っておられますので、

基本的にはそういう方向になるんではないかな

というふうに思っておるところでございます。

○内村委員 そういう方向でしたらいいんです

けれども、県のお金をつぎ込んで、いざ働くと

きには、今、ほとんど法人関係は外国の方が多

いものですから、そこのところをまた今後も検

討していただけるとありがたいかなと思ってお

ります。

○丸山委員 フリーウェイ工業団地についてな

んですけれども、金額を下げていただいてか

ら、かなり企業立地も進めやすくなってきてい

ると思っています。高原町もかなり手出しをし

ていますが、高原町としては、ほかの工業団地

もあり、フリーウェイ工業団地だけの基金では

なく、企業立地の補助金という形で持っている

ものです。高原町の基金といいますか、高原町

が手出しする分が、もう出せませんと仮になっ

た場合には、多く分譲すれば今の3,500円をもっ

と下げるとかいうのを多分、条例の規定上つ

くっていると思うんですが、そうなった場合に

は県の責任でしっかりと価格については提示し

ていただけるということでよろしいんでしょう

か。

○黒木企業立地課長 今、委員おっしゃったよ
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うに、高原町のほうで、今現在、たしか３億円

を超える基金をお持ちだというふうに承ってお

ります。当面はその基金の中で、フリーウェイ

だけではございませんけれども、企業誘致のほ

うに使っていかれると。これは仮の話ですので

なかなか今お答えしづらいんですけれども、仮

に基金がゼロになった場合は、そこは高原町と

県のほうでしっかり議論をしていかなきゃいけ

ないというふうに思っております。

平米当たり3,500円というのは、これは県の公

定の価格でございますので、我々としては基本

的にはこの3,500円で売っていくと。今現在、高

原町のほうで先ほどの基金を使って、実際はこ

れよりも安い金額、県は3,500円で売りますけれ

ども、高原町のほうから一部補助が出ると、企

業にとってみれば平米の単価は下がるというの

が今のやり方でございますけれども、そこ辺に

ついても、今申し上げましたように、議論をし

ていかなきゃいけないのかなというふうに思っ

ております。

○丸山委員 一回下げてしまうと、もっと下げ

ろ下げろという企業が多分出て来ると思ってい

ます。フリーウェイ工業団地は県の工業団地で

すので、その辺はしっかりと県の責任でやって

いきただきたいというのが一つと、フリーウェ

イ工業団地もでき上がってから10年たっている

ものですから、10年前の企業立地の条件と今の

条件というのはかなり変わってきていて、それ

を補うために高原町もかなり手出しをしている

というのが現状です。県のほうは御存じだと

思っているんですが、フリーウェイ工業団地の

リニューアルというのも今後やっていかない

と、新たな企業も来れない可能性があるんじゃ

ないかなというふうに思っております。そう

いったことは高原町としっかりと協議していた

だいて、高原町だけが企業が来るために手出し

が多くなるんではなくて、県の責任でフリー

ウェイ工業団地をリニューアルして、ちゃんと

売り出すんだという形をぜひとっていただきた

いというふうに思っているんですが、何か御意

見があればと思います。

○黒木企業立地課長 まず一つは、先ほども

ちょっと御説明させていただきましたけれど

も、県有地化を一つの契機としまして、価格を

大幅に引き下げた、リース制度を導入させてい

ただいた、そういう効果もあって今現在、３件

の立地につながったと。それ以外にも金額が下

がったということでお問い合わせ等がございま

すので、それらをしっかり私どもとしては

キャッチしていくと。そういうことでこれから

高原町と一緒にどうあるべきかも含めて議論を

し、一緒に企業誘致を取り組んでいきたいと、

このように思っております。

○丸山委員 第７号議案の条例の改正につい

て、例えば工場立地法関係ですが、この条例が

変更になって民間の方々が本当に喜ぶのか、市

町村の事業がふえるのか、もうちょっとわかり

やすく説明をいただくとありがたいです。

○黒木企業立地課長 現在は、県の条例に基づ

きまして、希望する市につきましては、市のほ

うで処理ができるようになっている。これが宮

崎市、都城市、日向市でございます。事業者の

ほうから見ると、身近な市なりで事務処理がで

きる。しかも、スピードも身近ですので速い、

手間もかからないということで、今回、法律改

正の中での工場立地法の改正が行われたという

ふうに理解いたしております。具体的には、こ

こにございますように、敷地面積9,000平方メー

トル以上、建築面積3,000平方メートル以上の工

場を新しくつくられるような場合、一つは、生
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産施設、いわゆる工場の面積ですとか、緑地で

すとか、そういう面積の届け出が必要でござい

ます。この届け出につきましては一定の基準が

ございまして、生産施設面積、いわゆる工場の

建物面積が敷地面積に対して30％から65％以内

であること、いわゆる建築面積が絞られている

ということです。それ以外に、敷地面積に対し

て緑地面積が20％以上必要だという基準がござ

いまして、それにちゃんと合致しているかを

チェックしていただくという事務が今回、一

律、市のほうに移譲されたと。事業者から見ま

すと、先ほど申し上げましたように、利便性が

非常に高まるのではないかというふうに思って

おります。

今回の移譲に伴いまして、市の担当者の方に

対する説明会あるいは事務引き継ぎ、研修、そ

ういうものも私ども、これからやっていこうと

いうふうに考えているところでございます。

○丸山委員 利便性が高まるというのは、県の

ほうがこれまで厳しかったというふうに聞こえ

てしまうんですが……。そうではなくて、今あ

る一定の基準があるんであれば、条例を改正し

て本当に利便性が高まるというふうに理解して

いいのか。今言われたとおり、これから市のほ

うに権限がおりていって、市のほうが理解して

いなければ、結局、県のほうに聞いてきて、逆

にまた時間がかかったりするといけないという

ふうに思っておりますので、その辺の技術的指

導はしっかり適切にやっていただきたいと思っ

ておりますので、よろしくお願いしたいと思い

ます。

○原委員 今の条例ですけれども、条例その

ものの文章はどこにあるんですか。

○黒木企業立地課長 平成23年11月定例県議会

提出議案（議案第１号～第32号）というのがご

ざいますけれども、工場立地法に関する部分は

この議案書の43～44ページに具体的な項目が掲

げられております。

○松村委員長 ほかに質疑はございませんか。

質疑がないようでございます。

次に、その他報告事項に関する説明を求めま

す。

○後沢商工政策課長 商工政策課でございます｡

まず、各種ファンド事業による商工業復興支

援の状況についてでございます｡

お手元の資料５ページをお開きください。ま

ず１つ目、口蹄疫復興中小企業応援ファンド事

業でありますが、内容につきましては、これま

でにも常任委員会において御説明しております

ので、本日は、（５）の支援状況について御報

告いたします。

平成22年度の助成開始以来、現在までに６回

の助成決定を行っており、プレミアム商品券

は、21市町村の延べ26の実行委員会に対し２

億1,669万円、地域活性化イベントは、10市町村

の延べ18の実行委員会に対して7,900万5,000

円、緊急誘客対策は、７市町村の７の実行委員

会に対し2,823万4,000円を助成決定したところ

であり、助成金の合計は３億2,392万9,000円と

なっております。執行率は85.5％となっており

ます。また、市町村ごとの助成決定状況は６

ページのとおりでございます｡なお、助成期間

は24年度までとしておりますが、県内経済の活

性化を図るため、各団体に対しましては、早期

の事業執行を呼びかけているところでございま

す｡

次に、２の口蹄疫復興対策運用型ファンド事

業についてであります。本ファンド事業の実施

主体は、宮崎県口蹄疫復興財団であり、農政水

産部が所管しておりますが、そのうち商工観光
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業に関する部分の採択状況について御報告いた

します。

支援期間は本年度から平成27年度までの５年

間となっており、本年度分につきましては、10

月に採択が行われましたが、そのうち商工観光

業関係といたしまして、みやざき観光再生事業

で１団体に対し４件、１億2,000万円、商工業等

経済復興支援事業で４団体に対し10件、4,600万

円余の事業が採択されております。

なお、商工観光業に関係する採択事業の一覧

は、７ページに記載しているとおりでございま

す｡

各種ファンド事業による商工業復興支援の状

況についての説明は以上でございます。

続きまして、条例報告法人以外の県出資法人

等の経営状況等について御報告いたします。

まず、社団法人宮崎県商工会議所連合会につ

いてでございます。

資料26ページでございます。当社団は、昭

和27年に設立された法人で、設立目的は記載の

とおりでございます｡

次に、県関与の状況の人的支援でございます

が、左側の平成22年度で御説明いたします。役

員は10名で、常勤役員は専務理事でプロパー職

員でございます。職員は７名で、県派遣職員が

２名、県ＯＢ１名、プロパー等職員が４名でご

ざいます。平成23年度から県派遣職員を１名削

減いたしたところでございます。

次に、平成22年度の財政支出等は、県補助

金6,927万円余で、その内訳は、下の主な県財政

支出の内容に記載しているとおりでございま

す。小規模事業経営支援事業3,465万円及び建設

産業等地域力連携強化事業3,462万4,000円でご

ざいます。

次に、実施事業でございますが、①に記載し

ております県等への政策提言活動以下、記載の

とおりの事業を実施しております。

次に、活動指標でございます。①の小規模事

業者への支援延べ件数は、目標値400件を上回

る574件、②の延べ参加者数というのは、経営指

導員等の資質向上のための研修会への参加でご

ざいますけれども、目標値130人を上回る136

人、③の商談件数は、商談会における商談件数

を指しておりますが、目標値80件を上回る85件

となっております。

次に、財務状況について、平成22年度決算額

を御説明いたします。27ページでございます。

まず、正味財産増減計算書でございますが、経

常収益から経常費用を差し引いた当期経常増減

額は、351万8,000円でございます。この結果、

一般正味財産期末残高は511万1,000円となって

おります。また、指定正味財産期末残高は738

万6,000円となっておりますことから、正味財産

期末残高は1,249万7,000円となっております。

次に、貸借対照表でございますが、資産合計額

は1,294万6,000円、負債合計額は44万9,000円、

正味財産は1,249万7,000円となっております。

次に、財務指標についてですが、①の借入金

は目標値どおりゼロ、②の当期収支差額は目標

を達成し、黒字となっております。

次に、直近の県監査の状況でありますが、平

成22年度の監査において、委託事業の契約書に

関して注意事項がございましたので、所要の改

善を行ったところであります｡

最後に、総合評価についてです。まず、団体

の自己評価ですが、事業は順調に推移し、財政

的にも安定しており、県派遣職員や補助金の削

減の中で、さまざまな取り組みを行っているこ

とを評価して、活動内容をＢ、財務内容をＡ、

組織運営をＢとしております。県の評価といた
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しましては、県派遣職員や補助金の削減の中、

中小企業に対する経営支援や政策提言活動、商

談会等、９商工会議所の先頭に立って多岐にわ

たる取り組みを行っていることなどを評価いた

しまして、活動内容をＢ、財務内容をＡ、組織

運営をＢとしているところでございます。

社団法人宮崎県商工会議所連合会につきまし

ては、以上でございます。

引き続き、宮崎県中小企業団体中央会につい

て御説明いたします。

当団体は、昭和30年に設立された法人で、設

立目的は記載のとおりでございます｡

次に、県関与の状況の人的支援ですが、平

成22年度で御説明いたします。役員は28名で、

常勤役員は専務理事で県ＯＢとなっておりま

す。職員は17名で、プロパー職員でございま

す。23年度は、県ＯＢ１名を増、プロパー職員

１名を減としております。

次に、平成22年度の財政支出等は、県委託

料736万6,000円、県補助金１億273万円で、その

内訳は、下の主な県財政支出の内訳に記載して

いるとおりでございます。宮崎県中小企業団体

中央会等補助金１億273万円等でございます｡

次に、実施事業でありますが、主なものは、

（１）中小企業の組織化推進以下、記載のとお

りでございます｡

次に、活動指標であります。①の組合巡回訪

問件数は、目標値1,300件に対し1,117件、②の

組合巡回指導事項別件数は、組合運営や事業実

施、税務・経理等の具体的指導件数でございま

すが、目標値2,150件に対して2,106件、③の窓

口・電話相談件数は、目標値1,100件を上回

る1,119件となっております。

次に、29ページ、財務状況について、平成22

年度決算を御説明いたします。まず、収支計算

書でございます。収入から支出を差し引いた当

期収支差額は190万8,000円、次期繰越収支差額

は532万4,000円であります。次に、貸借対照表

についてでございますが、資産合計額は１

億9,718万6,000円、負債合計額は１億909

万9,000円、正味財産は8,808万7,000円となって

おります。

次に、財務指標についてであります。①の自

主事業比率は、目標値9.0％に対して8.8％、②

の自己収入比率は、目標値26.0％を上回る28.5

％、③の県補助金等比率は、目標値59.0％に対

し58.2％となっているところでございます。

次に、直近の県監査の状況でありますが、平

成22年度の監査において、特に指摘事項等はご

ざいません。

最後に、総合評価についてでございます。ま

ず、団体の自己評価ですが、活動内容は県の産

業施策とリンクしており、財務内容も改善しつ

つあることを評価し、活動内容をＢ、財務内容

をＢ、組織運営をＢとしているところでござい

ます。県の評価といたしましては、補助対象職

員及び事業費の削減に取り組んでいること等を

評価し、活動内容をＢ、財務内容をＢ、組織運

営をＢとしているところでございます。

宮崎県中小企業団体中央会につきましては、

以上でございます。

私からは以上であります。

○冨髙工業支援課長 委員会資料の８ページを

ごらんいただきたいと思います。工業製品等の

放射線量測定の実施について御説明いたします｡

まず、１の実施の趣旨等であります。東日本

大震災によります原発事故を受けまして、県内

の製造事業者に対して、製品の輸出先や取引先

から放射線量測定を求められる事案が生じてお

ります。このたび、機器の準備、測定の体制が
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整いましたことから、取引先から測定を求めら

れた場合等における県内製造事業者の工業製品

等に対する放射線量測定をあす12月８日から実

施することといたしております。

次に、２の測定対象物、測定対象者及び申込

受付機関であります。測定対象物は、①の工業

製品と工業製品の原料、②の加工食品と加工食

品の原料といたしております。測定対象者は、

いずれも、県内に事業所を有する製造事業者と

しておりまして、申込受付機関は、①の工業製

品関係が工業技術センター、②の加工食品関係

が食品開発センターとなっております。また、

参考に、農畜水産物の対応を記載しておりま

す。農畜水産物に関しましては、現在、農政水

産部におきまして、本県産であることのいわゆ

る産地証明を行っておりますけれども、輸出先

から放射線量測定を求められている農畜水産物

や水産加工品につきまして、県内の生産者や県

内に事業所を有する製造事業者から測定の依頼

があった場合には、営農支援課で申し込みを受

け付けまして、食品開発センターにおいて測定

を行うことといたしております。

なお、米印にありますとおり、多くの測定依

頼が想定されるため、測定は１カ月につきまし

て１事業者で５検体までといたしております。

また、①と②につきましては、東日本大震災の

被災県の事業者の方も同様の取り扱いとさせて

いただくことといたしております。

次の３の測定料金につきましては、当分の

間、無料といたします。

測定機器につきましては、次の９ページに写

真を掲載しております。このような機器を導入

いたしているところでございます。

最後に、５の注意事項でございますけれど

も、測定は事前予約制といたしまして、対象物

を指定する日に持ち込んでいただき、検査後は

返却することといたしております。また、測定

結果が例にありますような規制値よりも高い場

合には、事業者へ知らせるとともに、保健所等

の関係機関へ連絡することといたしておりま

す。

説明は以上でございます。

○金子商業支援課長 商業支援課でございま

す。委員会資料の10ページをお願いいたしま

す。「みやざき東アジア経済交流戦略（仮

称）」の中間素案について御説明いたします。

なお、お手元には別冊で中間素案の本編を配付

させていただいております。

本戦略は、21年度から推進しておりますみや

ざき県産品東アジア販路拡大戦略を、情勢変化

等を踏まえ見直しますとともに、新たに観光誘

致や国際交通網等の分野を加えた総合戦略とし

て、また、民間・行政が一体となって東アジア

市場の開拓等に取り組む指針として策定するも

のであります。

なお、本戦略の策定は、県総合計画アクショ

ンプランの「観光交流・海外展開プログラム」

の重点項目、「アジア市場の開拓に向けた積極

的な取組」の一つに位置づけられております。

２にありますとおり、重点的に取り組む対象

国・地域としまして、中国や香港、台湾等、６

つのエリアを設定しております。

３にありますとおり、戦略の目指す姿を「東

アジアに開かれ、東アジアとともに成長するみ

やざき」と定め、３つの基本方針のもと推進い

たします。東アジアとのビジネスチャンスの拡

大や人・物の交流の促進を図ることにより、成

長する東アジアの活力を宮崎へ取り込むこと、

積極的に宮崎の魅力を発信し、宮崎の認知度や

ブランド価値の向上に努めて、宮崎の魅力を東
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アジアへアピールすること、オールみやざきで

各分野が連携し、官民一体となった総合的な情

報発信や販売促進活動に横断的・多面的に取り

組むことの３点でございます｡

続いて、11ページの戦略の体系をごらんくだ

さい。先ほどの目指す姿と取り組みの基本方針

に基づく３つの戦略を掲げております。

初めに、戦略１、県産品の輸出促進について

は、輸出戦略を展開する中で見えてきました①

から③までの３つの課題を踏まえ、食品加工品

や農畜産品等、５つの分野別・地域別のアプ

ローチ戦略を定めております。

次に、戦略２、観光交流の推進については、

関係機関との連携や知名度向上、集客対策等、

４つの視点に立って地域別の今後の取り組み方

向を定めております。

そして、戦略３、経済交流の基盤整備には、

国際空路や国際海路といった交通インフラやグ

ローバル人材の育成・確保への取り組みを掲げ

ております。

最後に、戦略の数値目標や推進体制を掲げて

いる、そういう体系になっているところでござ

います。

続きまして、12ページでございますが、戦略

の概要をごらんください。戦略ごとの施策の方

向性や今後の取り組み、基本データ等を整理し

ておりまして、時間の関係上、主なもののみ御

説明させていただきます。

まず、県産品の輸出促進におきましては、施

策の方向性として、人材・産地の育成やフォ

ローアップの充実強化、県内業者による輸出体

制、信頼できるパートナーの確保、海外拠点機

能の強化等を掲げますとともに、下の表のとお

り、国・地域別に重点輸出品目を定めておりま

す。

13ページに移りまして、食品加工品分野の新

たな取り組みとしましては、中国では、②の上

海市以外の沿海部や内陸部の市場開拓、香港で

は、県産品や観光等の販売・ＰＲ等に係る受発

信機能の強化を、民間活力の活用も含めて検討

します。

14ページに参りまして、農畜産品分野では、

①の県内業者を経由した輸出体制の整備や④の

オールみやざきでの荷量確保を挙げておりま

す。

水産品でございますが、②の全漁連及び中国

市場に強い長崎魚市等と連携した取引拡大を図

ります。

15ページ、木材分野でありますが、④の相手

国の関係者に対します情報提供やＰＲ機能の強

化に取り組みます。

製造業・サービス業の分野では、②の県内企

業の輸出・投資といった海外展開や、海外企業

の県内立地を支援してまいります。

続きまして、16ページでございますが、戦略

２、観光交流の推進におきましては、①の九州

各県や広域組織と連携した広域的な誘客の推

進、②の九州や南九州のスケールメリットやマ

スメディアを生かした知名度向上や集客対策、

③の対象国を絞った誘致宣伝や現地旅行会社等

と連携した旅行商品の企画・造成・販売対

策、17ページに参りまして、④の観光案内板等

の受け入れ環境の整備に取り組んでまいりま

す。

今後の取り組みにつきまして、地域別に見ま

すと、韓国では、国際定期便活用の旅行商品の

造成支援や季節に応じた本県の魅力の提案、台

湾では、国際定期便活用や南九州周遊の旅行商

品の造成支援、中国では、北京、上海等をター

ゲットにした新たな観光需要の掘り起こし、香
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港では、国際定期便を利用した乗り継ぎ便や

チャーターによる直行便を利用した旅行商品の

造成支援等にそれぞれ取り組んでまいります。

続きまして、18ページの戦略３、経済交流の

基盤整備の国際空路でありますけれども、中国

に関しましては、チャーター便の誘致等による

新規路線の検討、韓国に関しては、利用率や利

用時期の偏りの解消、台湾については、鹿児島

などとの連携、香港・タイでは、台湾での乗り

継ぎによる利用促進をそれぞれ図ります。

19ページの国際海路では、①の県内港の利用

に向けた新規・増加貨物の集荷促進に努めてま

いります。

20ページに参りまして、グローバル人材の育

成・確保では、宮崎に就職したい留学生と地元

企業のマッチング機会の提供や海外展開を担い

ます県内の人材育成支援を図ってまいります。

以上の戦略を着実に推進しますため、庁内に

東アジア経済交流戦略推進本部を設置して、関

係部局の連携を強化しますとともに、オールみ

やざき営業チームの観点に立った官民の情報共

有や一体的な取り組みを推進いたします。さら

に、十全な効果検証によるフォローアップにも

努めてまいります。あわせて、事業の進捗状況

や今後の情勢変化等を踏まえながら、本県の海

外事務所や海外駐在員のあり方についても、鋭

意検討してまいりたいと考えております。

再び10ページにお戻りいただきたいと思いま

す。５にありますとおり、戦略の推進期間は24

年度から28年度までの５年間としておりまし

て、その達成度を把握するために、ごらんの４

つの数値目標を設定しております。

今後の手続としまして、今月から来月にかけ

まして、２回目となりますが、関係機関等との

意見交換、さらにはパブリックコメントを経た

上で最終的な案を取りまとめ、当委員会に御報

告させていただきます。

東アジア戦略に関しましては、以上でござい

ます。

それから、委員会資料の30ページをお願いい

たします。社団法人宮崎県物産貿易振興セン

ターの経営評価報告について御説明いたしま

す。

当センターは、県産品の国内外への販路拡

大・需要拡大や貿易の振興の推進等により、本

県経済の発展に寄与することを目的とした公益

法人であります｡

本年４月１日現在、県から常務理事にＯＢを

１名、事務局長以下に５名の職員を派遣してい

ましたが、本年６月にその常務理事が退任し、

その後に事務局長が昇任ということで、現在は

計５名の派遣となっております。

県委託料は１億4,918万3,000円でございまし

て、その主なものは、下の表に掲げております

①、④及び⑤のアンテナショップを初め、物産

展や商談会、ネットショップ等を通じた国内に

向けた県産品の販路拡大、②と③の東アジアに

向けた輸出促進やそれを支援する海外交流駐在

員の設置事業等でございます｡

下の活動指標の欄ですが、①のアンテナ

ショップの売り上げについては、22年度は約９

億8,500万円でしたが、23年度は、大震災の影響

や宮崎ブームの落ちつき等から約７億2,200万円

に、24年度は約６億5,000万円と厳し目の見通し

を立てているところでございます。②の国内外

への商談会・見本市については、継続取引につ

ながるということで重視しておりまして、ごら

んの数値となっております。③の県内の輸出業

者数は、販路拡大戦略による計画に沿いまして

順調に推移しているところでございます。
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31ページに移りまして、財務状況であります

が、22年度の経常収益が５億4,887万8,000円、

経常費用が５億6,340万8,000円で、差し引

き1,453万円の赤字であります。これは、口蹄疫

の影響を受けた県内企業を支援するため、臨時

的に約3,000万円の予算を投じまして、県内外で

の物産展やカタログ販売等の事業を実施したこ

とが主な要因でございます。正味財産期末残高

は３億926万9,000円となっております。貸借対

照表では、預金等の資産が４億485万3,000円、

未払金等の負債が9,558万3,000円で、正味財産

は、先ほどと同じ３億926万9,000円でありま

す。

財務指標でございますが、①の自主財源比率

が24年度に10ポイントほど上がっております。

これは、ふるさと雇用再生基金を財源にした事

業の廃止により、分母に当たる総収入額が減る

ことが主な要因でございます。②の委託料収入

額でございますが、22～23年度にかけまして

は、業務委託に係ります県職員の人件費の廃止

や委託業務の見直しにより、23～24年度にかけ

ましては、ふるさと基金事業の終了等により、

それぞれ減少いたします。③の人件費比率につ

いては、23年度に数値が一時的に上がります。

これは、22年度に実施した口蹄疫関連の臨時支

出の廃止あるいは事業の見直し等によって、分

母に当たる総支出額が大きく減るということが

影響しているものでございます｡

監査指摘でございますが、通勤手当の認定誤

りがありまして、過払い分は県に返還させまし

た。

最後に、総合評価でありますが、センターの

自己評価では、現在、新公益法人への移行や中

期経営計画の策定に取り組むとともに、今後、

売り上げの確保や組織の効率的な運営に努める

としておりまして、活動内容、財務内容、組織

運営、いずれもＢ評価としております。また、

県の評価でありますが、センターの役割分担を

踏まえた適切な経営基盤づくりが必要であると

認識しておりまして、新公益法人への移行につ

いても適切な助言等を行ってまいります。県

も、センターと同じ各分野Ｂ評価をしていると

ころでございます。

続きまして、32ページをお願いいたします。

株式会社宮崎県ソフトウェアセンターの経営状

況について御説明いたします。

当センターは、本県産業の情報化の推進とそ

れを担う人材の育成を図るため、国、県、市町

村、関係業界が共同で出資し、平成６年に設立

いたしました。総出資額は９億円、うち県の出

資額が１億5,000万円、出資比率は16.7％となっ

ております。

県関与の状況のうち県職員の出向等はありま

せん。22年度の委託料が１億1,088万9,000円あ

ります。その主なものは、①から⑤にあります

ＩＴ関連人材の育成や行政情報システム関連の

事業となっております。

事業概要の欄にありますとおり、当センター

の事業は、ＩＴに係る研修事業を初め、ネット

ワーク関連や資格取得後、首都圏のＩＴ企業等

に要員を派遣する事業等から成ります総合企画

事業、ＩＴ企業へ部屋を貸し出す実践指導事業

を主に展開しているところでございます。

財務状況でございますが、損益計算書の22年

度事業収益は５億6,418万7,000円、それから事

業原価や一般管理費を差し引いた事業利益

は3,471万9,000円であります。事業外収益

の1,098万円は、施設整備に係る国庫補助金980

万円余が主なものでありまして、最終的な当期

利益は4,537万6,000円の黒字であります。次
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に、貸借対照表の資産は５億8,238万4,000円、

負債が4,705万6,000円、差し引きの正味財産が

５億3,532万8,000円です。そのうち基本金が９

億円ですので、その差の３億6,400万円余が累積

の損失ということになっているところでありま

す。しかしながら、当センターは、事業の再構

築による経営改善に着実に取り組んできており

まして、22年度まで６期連続で黒字を確保し、

今期も業績は順調でありまして、７期連続の黒

字になるものと見込んでいるところでございま

す。

商業支援課からは以上でございます。

○篠田労働政策課長 それでは、条例、報告、

法人以外の県出資法人等の経営状況等について

御報告いたします。

お手元の委員会資料の34ページをお開きくだ

さい。宮崎県職業能力開発協会についてであり

ます｡

当協会は、昭和54年に設立された法人で、設

立目的は記載のとおりであります。

次に、県関与の状況の人的支援ですが、平

成22年度で御説明いたします。役員は21名で、

常勤役員は専務理事で県ＯＢであります。職員

は８名で、うち県派遣４名であります。平成23

年度から県派遣を１名削減いたしました。次

に、財政支出額は、県委託料3,346万7,000円、

県補助金7,300万7,000円で、主な県財政支出の

内容は、宮崎県職業能力開発協会費補助金7,300

万7,000円、新規学校卒業者等雇用創出・人材育

成事業1,790万円、延岡地域職業訓練センター運

営事業645万8,000円、宮崎地域職業訓練セン

ター運営事業406万8,000円等であります｡

次に、実施事業でありますが、主なものは、

（１）の訓練振興事業、（２）の技能検定実施

事業等であります｡

次に、活動指標であります。①技能検定受検

者数は、目標値2,100名に対し2,179名、②のコ

ンピュータサービス技能評価試験受験者数は、

目標値3,010名に対し3,162名となっておりま

す。

35ページをお開きください。次に、財務状況

について、平成22年度決算額を御説明いたしま

す。まず、収支計算書であります。事業収入等

の収入から事業費等の支出を差し引いた当期収

支差額は219万円、次期繰越収支差額は991

万5,000円であります。次に、貸借対照表につい

てであります。資産合計額は２億1,761万円、負

債合計額は１億6,559万円、正味財産は5,202万

円となっております。

次に、財務指標についてであります。①の人

件費比率は、目標値50％を上回る実績値48％、

②の自己収入比率は、目標値18％を上回る実績

値18.4％となっております。

次に、直近の県監査の状況でありますが、平

成21年度の監査において指摘事項等はございま

せんでした。

最後に、総合評価について御説明いたしま

す。まず、協会の自己評価ですが、活動内容に

ついては、協会の自主事業により技能検定受検

者の増加に取り組み、目標値を上回る成果が上

がったこと、また財務内容については、22年度

は徹底した経費削減の取り組みなどで成果が上

がったこと、また組織運営については、今後の

大幅な補助金の削減に対応するため、事務事業

や組織体制の見直しが必要となり、検討してい

ることを評価し、活動内容をＡ、財務内容を

Ａ、組織運営をＢとしております。県の評価と

いたしましては、活動面については、協会の自

主事業の実施等により、技能検定の受検者数の

目標値達成やコンピュータサービス技能評価試
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験受験者数も目標値を達成しており、また財務

面については、経費削減に努めていること等を

評価し、活動内容をＡ、財務内容をＡ、組織運

営をＢとしました。

説明は以上であります。

○平原地域雇用対策室長 本県の雇用情勢等に

ついて御説明いたします。

委員会資料の21ページをお願いいたします。

まず、１の（１）の有効求人倍率の推移でござ

いますが、全国の有効求人倍率は、ことしに入

りまして0.6倍台となりまして、直近の10月

が0.67倍ということで、昨年の10月を0.11ポイ

ント上回りまして、19カ月連続で前年同時期を

上回っております。ただ、リーマンショック前

の平成18年、19年のころは１倍を超えておりま

したので、依然として厳しい状況が続いている

ということでございます。また、本県は、10月

が0.60倍で昨年10月を0.11ポイント上回っ

て、20カ月連続で前年同時期を上回っておりま

すが、ここ３カ月、0.60倍ということで足踏み

状態が続いておりますし、全国平均より低い水

準で推移しておりまして、より厳しい状況が続

いているという状況でございます。次に、

（２）の県内の地域別の有効求人倍率につきま

しては、表のとおり、高いほうの小林の0.81倍

から、低いほうが高鍋の0.49倍ということに

なっておりまして、すべての地域で前年同時期

を上回っている状況でございます。また、

（３）の九州各県の有効求人倍率でございます

が、高いほうでは大分県が0.68倍、低いほうで

は沖縄県が0.28倍ということでございまして、

九州の平均は0.57倍となっております。

次に、２の完全失業率の推移でございます。

完全失業率につきましては、総務省の労働力調

査で全国の月別のデータが公表されております

が、これによりますと、ことしは４％台で推移

しておりまして、直近の10月は4.5％ということ

で、前年同時期より0.6ポイント改善しておりま

すが、３カ月ぶりに前月より上昇いたしまし

た。都道府県別のデータにつきましては、月別

のものはございませんで、四半期ごとのモデル

推計値が公表されておりますが、これによりま

すと、本県の７月から９月期の完全失業率は5.1

％ということで、前年同時期より0.2ポイント改

善いたしておりますが、前期より0.9ポイント上

昇いたしたところであります｡

最後に、３の来年３月の新規学校卒業予定者

の就職内定状況についてであります。まず、高

等学校の10月末現在の就職内定率は66.2％とい

うことで、前年同時期と比べる4.6ポイント、

前々年比でも11.8ポイント上回っております。

大学につきましては、37.7％ということで、前

年同時期と比べると１ポイント、前々年比で

も2.6ポイント下回っております。なお、資料に

はございませんが、短大、高専を含めた内定率

につきましては、41.6％ということで、前年同

時期より1.5ポイント上回っております。

説明は以上でございます。

○向畑観光推進課長 観光推進課から２点御報

告申し上げます。

資料の22ページをお開きください。「東京

ガールズコレクション」の宮崎での開催につい

てでございます。

本県では、本県独自の恋や愛にちなんだ神話

等を活用いたしまして、主に女性をターゲット

に、本県への誘客を図る「宮崎恋旅プロジェク

ト」につきまして、平成21年度から取り組んで

いるところでございます。今回、多くの女性か

ら支持を受けております東京ガールズコレク

ションが実施しますイベントを招聘いたしまし
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たところ、宮崎で開催することとなったところ

でございまして、宮崎恋旅のより一層の浸透を

図ることとしております。

２のイベント概要でございます。これは、東

京ガールズコレクションのほうで作成されたも

のを使わせていただいております。日程が今

月23日、開演が14時からということになってお

ります。会場はフェニックス・シーガイア・リ

ゾートでございます。観客動員予定が5,000名と

いうことでございまして、後援は私ども宮崎

県、そして特別協力が財団法人みやざき観光コ

ンベンション協会でございます。今回のステー

ジでは、ファッションショーとアーティストラ

イブ、パートナーステージということで、特に

宮崎とゆかりのある方が出席していらっしゃい

ます。モデルとしては今宿さんとか紗栄子さん

とか、そしてＭＣで神戸蘭子さん、こういった

方々の御出演が決定したところでございます。

雑誌やテレビ等で幅広く活躍されております本

県出身の方が数多く参加していただいておりま

すので、マスコミ等を通じまして宮崎の恋旅の

ＰＲが全国に発信できるものだというふうに考

えております。

続きまして、23ページをお開きください。

「花旅みやざき」の展開についてでございま

す。

まず、１の目的ですが、これまで本県で開催

いたしておりましたみやざきフラワーフェスタ

の取り組みの結果、県下全域に「花とみどりの

まちづくり」が根づきました。各地に花の名所

が誕生いたしております。これらの成果を生か

し、年間を通して観光客がいつでも好きな季節

に県内のさまざまな場所に足を運び、花を楽し

みながら、観光地や地域の文化に触れる旅を推

進するという目的でございます。主催につきま

しては、花とみどりのみやざきづくり推進協議

会でございます。

概要でございますが、（１）にございますよ

うに、年間を通した取り組みを展開していくと

いうふうに考えております。（２）の花旅みや

ざきのガイドブックです。今回大きな目玉とな

りますのが、これまでフラワーフェスタの場合

は春の期間のみでございましたけれども、南郷

町のジャカランダ等、今までにない新しい観光

スポットが宮崎でも生まれておりまして、集客

も多くございます。そういったものをもう一つ

ちゃんとした旅行商品として取り上げていきた

いと。この冬の時期も日南海岸にはポインセチ

ア等ございますので、そういったものをガイド

ブック等で掲載し、旅行商品としてしっかり

売っていきたいということでございます。これ

につきましては、今まで市町村の方々の取り組

みが大分進んでおりますから、そういったもの

をさらに深めていきたい、かように考えており

ます。

花旅みやざきのスターティングイベントでご

ざいますが、来年３月23日から３月25日をス

ターティングイベントと考えております。場所

については、今のところ宮崎市内で調整中でご

ざいます。イベントの内容につきましては、

「インフィオラータ in みやざき」ということ

で、花びらでスケール感のある絵を作成いたし

まして、また一般の方々も参加をすることに

よって盛り上げていただきたいというふうに考

えております。同じ時期に夜間映像イベント、

宮崎らしさを表現する３Ｄ映像を制作いたしま

して投影をしていきたいと思います。今まで

やってきた中で確実に根づいたなというのが、

「花とみどりのみやざきづくりコンクール」で

ございます。学校とか公共施設、一般の住宅に
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おいて、花を用いた潤いのある生活環境の創造

ということを目的にやってきておりました。い

ろんなイベント等でも、一般の方々が自分のと

ころの庭をガーデニングという形で装飾され、

またそういったところを見に来られる方もふえ

ておりますので、こういったところをもう少し

全県下に広めていきたいと。宮崎市とか大きい

ところでの開催が若干多くございますので、も

う少し広く県民の方々へ周知していきたいと

思っております。今後、私ども、「花旅みやざ

き」が本県観光を支える新しいブランドになっ

て、市町村とともに観光客の誘客に努めてまい

りたい、かように考えているところでございま

す。以上でございます。

○小八重みやざきアピール課長 みやざきア

ピール課からは、宮崎県シンボルキャラクター

「みやざき犬」について御説明いたします。

常任委員会資料の24ページをごらんくださ

い。知事の政策提案でございます「オールみや

ざき営業チーム」の取り組みの一環として、シ

ンボルキャラクターにつきましては、当委員会

でも御報告申し上げたところでございますが、

先ごろ、キャラクターが完成いたしまして、お

披露目を行ったところでございます。本日は、

これまでの経緯なども含めまして、改めて御説

明いたします。

２のキャラクターの設定でございます。

（１）にありますように、名称は「みやざき

犬」でございます。キャラクターの設定といた

しましては、（２）にございますように、宮崎

の特産品等のかぶり物をかぶって本県をアピー

ルする３匹の新種の犬でございまして、それぞ

れの名前は「ひぃ」「むぅ」「かぁ」となって

おります。図形といいますか、イラストにつき

ましては、（３）に示しておりますが、両脇の

「ひぃ」くんと「かぁ」くんの２匹が雄で、中

央の「むぅ」ちゃんが雌だろうという設定に

なっております。それぞれの観察メモに記載し

てあります特徴がございます。今後は、この

キャラクターごとの持ち味を生かしながら、本

県の魅力をアピールしたいと考えておりまし

て、かぶり物についても、それにふさわしいも

のを今後検討していく必要があるものと考えて

おります。

資料の25ページをごらんください。シンボル

キャラクターの決定経過について御説明いたし

ます。前回の委員会終了後の９月17日から２週

間にわたりまして実施いたしましたＭＫＢ総選

挙により、得票の多かった10作品を選出いたし

ました。

次に、これら10作品を対象に、10月12日に、

知事やデザイナーなどの専門家を含みます８名

で構成する最終選考委員会で協議を行いまし

て、満場一致で最優秀賞１点を決定いたしたと

ころでございます。その結果、千葉県在住の20

代の女性の作品が最優秀賞に決定いたしまし

た。

次に、10月19日から11月１日までの２週間の

間、最優秀賞に決定したキャラクターの愛称の

募集を行いました。応募総数1,302点の中から、

選考委員の意見等もいただいた上で、最終的に

は知事が愛称を決定したところでございます。

３匹の共通の総称である「みやざき犬」と１匹

ずつの呼称である「ひぃ」「むぅ」「かぁ」に

つきましては、それぞれ複数の応募がございま

したが、「みやざき犬」と「ひぃ」「むぅ」

「かぁ」ということで、どちらにも応募のあっ

た方が３名いらっしゃいまして、その中から抽

せんで、宮崎市内の小学校１年生の男の子に商

品である図書カードをプレゼントするというこ
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とにいたしたところでございます。

そして、最終選考会後、プロのデザイナーに

よるイラストの補整でございますとか、着ぐる

みの製作等を行いまして、11月11日に、県庁の

前庭で、イラスト、名称及び着ぐるみのお披露

目を行ったところでございます。そして、翌12

日には、高千穂通りで開かれました「みやざき

てげうま国際夜市」において誕生祭を実施いた

しました。お披露目と誕生祭には、最優秀賞を

獲得した女性のほか、島根県の観光キャラク

ターでもあります「しまねっこ」を初め、県内

外から数多くのいわゆる「ゆるキャラ」も参加

していただきまして、「みやざき犬」のお披露

目を盛り上げていただいたところでございま

す。

最後に、シンボルキャラクターの今後の活用

方法についてでございます。このキャラクター

は、今、御説明しましたように、選考の過程か

ら多くの皆様に御参加いただいた、いわば県民

共通のシンボルでございますので、広く県民の

皆様に御活用いただくことを目指しております

が、当面は、４にございますように、県が制作

するイベントポスターやチラシ等の印刷物に刷

り込むなどして、まずは多くの皆様に知ってい

ただくよう活用したいと考えております。ま

た、県内外で開催されますさまざまなイベント

等に着ぐるみを派遣することを通じまして、

キャラクターそのものの認知度を高めますとと

もに、宮崎の魅力の発信を行ってまいりたいと

思っております。さらに、キャラクターグッズ

や県産品のパッケージなど、さまざまな形で活

用していただき、周知を図ってまいりたいと考

えております。現在、キャラクターのイラスト

を使用したいという話も来ておりますので、他

県の例も参考にしながら使用手続を詰めている

ところでございます。「みやざき犬」は生まれ

たばかりのキャラクターではありますが、既に

県内外の複数のイベントで活躍しておりまし

て、本県のＰＲに一役買っているというふうに

考えております。中には、県のシンボルキャラ

クターが何で犬なのかといったお問い合わせも

ございますが、犬は賢い動物でございまして、

太古の昔から我々人類のパートナーということ

で、我々とともに歴史を刻んできた動物でござ

います。私たちも、「みやざき犬」にはオール

みやざき営業チームのメンバー、あるいはよき

パートナーとして活躍してもらえるように取り

組んでまいりたいと考えております。多くの皆

様に愛されるキャラクターとして、大いに御活

用いただければと期待しているところでござい

ます。

報告は以上でございます。

○松村委員長 執行部の説明が終了しました。

その他の報告事項について質疑はございません

か。

○図師委員 みやざき東アジア経済交流戦略に

ついてお伺いしたいと思います。今後、戦略的

に東アジア・東南アジアに輸出をかける、また

向こうからの誘客を図るというのは―この事

業に対する期待は大きいものがあると思います

し、関係業者からも先細りする国内市場よりも

東南アジアへという声はたくさん聞いておりま

す。お聞きしたかったのは、今、輸出をかけて

いる業者が県内に60社ぐらいありますね。それ

の輸出先はどこが多いのか。資料では台湾、香

港あたりが多いと書いてあるんですが、具体的

にどういう業種がどの国に輸出しているのかが

わかれば教えてください。

○金子商業支援課長 国別の輸出先をというこ

とでございますけれども、現在、63社が輸出に
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取り組んでおるところでございます。お尋ねは

すべての商品について、国別に分類したものご

とにということでございましょうか。

○図師委員 例えば、製造業、食品加工業なり

が、主に台湾に向けて今、何社輸出しています

とか、統計的なものというか、分類がわかって

いれば教えてほしいんです。

○金子商業支援課長 まず、畜産加工品が４社

ほどございます。水産加工品が３社、青果物が

５社、焼酎関係が10社、加工品関係が32社、工

芸が５社、木材が４社の63社という内訳になっ

てございます。それをさらに国別に整理したも

のというのは、現段階で手持ちはございませ

ん。申しわけございません。

○図師委員 畜産加工なり水産、青果物等々、

各品目ごとのは出していただいておるところな

んですが、香港が一番取扱高は多くて、次に台

湾というふうな資料がありました。何が言いた

いかというと、今後の相手国として、どこに拠

点を置いていくかというのも計画の中に織り込

まれておるんですが、中国も大消費地でありま

す。ただ、中国も上海を拠点にというところが

あるみたいですし、今後は北京も視野に入れて

いくと。また、定期便なりチャーター便も乗り

入れを今後検討していくというようなお話も聞

いたところですけれども、上海に２度ほど市場

調査に行かせていただいて、私たちが回った外

資系のスーパーなり市場に関しては、宮崎はか

なり出おくれ感があるわけです。市場規模が大

きいですから、今からでも間に合う部分もあろ

うかと思いますが、日本製品なり日本商品がま

だ届いていない地域、北京という話が出たと

き、あそこまで入っていければいいなと思った

んです。上海を拠点にして、スーパーの常設棚

を設けて23品目ぐらい置かれている実績等も見

てとれるんですが、それだけではなくて、また

そこから拡大していくというような具体的な戦

略は持ち合わせていらっしゃるんですか。

○金子商業支援課長 今、御質問にありました

とおり、上海に常設棚を平成20年12月に設置い

たしまして、26品目ほど置いてございました。

それでテスト販売をやったわけでございますけ

れども、品質とか味とかは非常に評判がいいん

ですが、日本での価格に比べますと３倍、４倍

というような、どうしてもそこが一つのネック

になるというようなところと、現地ニーズとい

いますと、例えば、焼酎でもきちんとしたパッ

ケージ、贈答文化、贈答需要というのはかなり

あるということで、これでは中途半端だとか、

あるいは焼酎の度数が倍ぐらいないとだめだと

か、いろいろなお声はいただいているところで

ございます。本当に生の声を聞けて、置いた価

値はあったかなというふうに思っております。

上海は、日本だけじゃなく、当然、世界じゅ

うからねらってきておりますので、そういった

中で宮崎県産をどう伸ばしていくかというのは

なかなか難しい課題がございます。ただ、それ

で得られたデータは非常に大事だと思っていま

すし、おっしゃったように、先日も北京、天津

方面での商談会を国の補助金を使ってやった事

業がございます。沿海部では、香港の向かい側

の広州、そこらあたりも中国一の大きな国際見

本市等がありますが、そこらはまだ一回も出て

おりません。そういった沿海部、さらには内陸

部もありますが、いかんせん、日本の20数倍の

国土を有します。100万都市もごろごろしている

というようなところもあります。非常にマー

ケットとしては大きいので、宮崎県の身の丈に

合ったところも一つは見つけていかないといけ

ないかなというふうに思っております。
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今、原発による輸入規制が非常に厳しくなっ

ておりまして、この前、一部緩和してもらった

んですが、まだフル商品を出せないという状況

もあります。それも早く門戸が開かれることを

期待しておるところでございます。

○図師委員 上海での取り組みに期待するとこ

ろですが、おっしゃるように、今は針の先に火

がついたぐらいの取り組みだと私は思います。

ただ、それから大きくなる可能性があるから期

待するところなんですが、私たちが回った市場

は、北海道が大々的に乗り込んできておって、

日本製品というネームバリューよりも北海道製

品というネームバリューのほうが上海では一般

的ですよというぐらい、北海道産品があふれか

えっていました。今、日本政府に輸出許可申請

をされている畜産品類も、もう日本語表示であ

ふれかえっているわけですよ。なかなか表から

入っていけないところを、大手の総合商社と連

携しながらそういう製品を並べていっていると

いう話も聞きまして、県独自で販路開拓をして

いくのもよくわかるんですが、こちらの資料に

もありましたが、貿易の実務や商慣習、海外市

場、各国の規制など、輸出に関する知識を持っ

た人が不足していると。それは県の問題ではな

くて、そこにきずなをつくっていくという作業

から入られるんでしょうけれども、そういうノ

ウハウは大手の商社は持っているわけです。で

すから、一日も早くといいますか、宮崎を広め

ていくためにも商社との連携というのも一つ視

野に入れていただきたい。

また、商社の方と話す中では、輸送に関して

は、こちらから輸出をかけるのであれば、コン

テナは空では帰さないんですよと。こっちから

輸出すれば向こうからも入れるというような何

かツールがないと、ただ輸出、輸出だけでは話

はなかなか前に進みませんみたいなことも言わ

れていましたので、そういうウイン・ウインに

なるような今後の東南アジア戦略というのを考

えていただきたいなと思います。

○金子商業支援課長 全く御指摘のとおりかと

思っております。小さなロットでかき集めて

送ったところでコンテナが埋まらないというよ

うな状況もありまして、太い商流なり物流を

持ったところに一緒に乗っけてもらうというの

が一つと、私どもの加工品、農政のほうの農畜

産品、オールみやざきの荷というんでしょう

か、そういったものも合体していかないとなか

なか厳しいかなと思いますし、現地のパート

ナーが持っていらっしゃる物流ルートも当然活

用すると。

おっしゃるように、商社というのはそういっ

た面で専門の知識、ツールを持っていらっしゃ

います。ただ、いろいろと依頼するとまたその

マージンというんでしょうか、そういった分で

結局実入りが少なくなるという一面もあります

けれども、リスクの面とかを含めて総合的に判

断して、そういう商社等が持っているルートを

活用したほうがいいということになれば、それ

は当然、業者の意向を確認しつつ活用してまい

りたいと思います。

○緒嶋委員 みやざき東アジア経済交流戦略は

すばらしいと私も思います。しかし、人的なつ

ながり、信頼できるパートナー、そういうもの

を含めた場合には、海外に駐在員的なものをふ

やしていかないと。この前、韓国からも県の職

員は撤退したわけでしょう。物産貿易振興セン

ターでは、海外駐在交流員の設置事業は予算を

減らしておるわけですね。言うこととすること

の整合性があるのかなと。目標はいいんです

よ。お互いの信頼関係をつくるためには、県の
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職員、駐在員等もある程度人的なつながりの交

流の中でお互いの関係を深めていかにゃ、作文

としてはすばらしいけれども、本当にこれだけ

達成できるのかなというような思いもします。

それと、外国人の宿泊者数ですが、28年に９

万人となっておりますけれども、外国人の宿泊

者数は、平成19年には９万4,000人だったわけで

すね。28年に９万人という目標は、過去の実績

にも達せんと。逆に言えばそれでいいのかなと

いう気もするわけですが、このあたりはどう考

えておりますか。

○金子商業支援課長 まず１点目は私のほうか

らお答えをさせていただきます。委員がおっ

しゃいました現地事務所の機能ということでご

ざいますが、御紹介があったように、ソウル事

務所につきましては、一定期間が過ぎたという

こともありまして、見直しをしたところでござ

いました。あと、民民のベースでさまざまな人

脈ができ、ノウハウを蓄積したという判断も

あったところでございました。今、現地は、上

海事務所と、それから駐在員という形で台湾に

１人置いている状況でございます。今、各県も

そうですが、ねらっておるのが、香港という市

場で、ＡＳＥＡＮとか中国本土へのいわゆる

ショーウィンドーというような地勢的位置にあ

りまして、そこにいろんな事務所をつくってき

ているという動き等もございます。ただ、こう

いう財政状況の中で非常に費用もかかることで

ございますので、当然、状況をにらみつつやっ

ていきますが、例えば、先般、木材業者の方と

お話をさせていただいたんですが、現地の旬な

情報を即座に欲しいと。それをつないでもらっ

たら、私どもが今度は営業に行くんだと。そう

いうアンテナ機能も欲しいというようなお話等

もありました。それは香港あたりも同じであり

まして、現地の旬な情報が欲しい、また、需要

があったときにはすぐに飛んでいって営業もか

けたいんだという同じようなお話等もいただい

ています。そこらを踏まえまして、総合的に判

断して、アンテナ機能の充実ということは頑

張ってまいりたいと思います。

○向畑観光推進課長 御指摘の海外からの宿泊

者数なんですけれども、韓国、台湾、中国、香

港の４カ国の最近の観光動向を見ております

と、直行便等がない部分、厳しい状況がござい

ます。ことしになりまして大震災や原子力の影

響等を見ておりますと、なかなか戻りが厳しい

のかなというのもございまして、私ども、４カ

国でのトータルでいきますと９万人というのを

目標値にしているところでございます。これか

ら先もっと頑張っていかなくちゃいけないとい

うのは十分に理解しているところなんですが、

韓国にしても、台湾にしても、どうしても日本

だけではなく海外との厳しい競争をやっており

ますので、その中でのちょっと高目の数字に

なったのかなというふうには私ども判断したと

ころでございました。

○緒嶋委員 私はその９万人が過去の実績より

も低いので、高目というよりも、戦略としてや

るならそれ以上の目標でやらにゃ、戦略として

の大義名分が立つのかなという気もします。

それと、18ページの経済交流の基盤整備の中

の施策の方向性の中で、新規航路の開拓という

ことも言われておるわけですが、具体的にこの

取り組みというのは進められておるわけです

か。

○金子商業支援課長 先般、副知事がヘッドに

なりまして北京のほうに訪問されまして、そこ

でチャーター便に関する意見交換をされてきた

ところでございまして、特に北京とのチャー
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ター便の開設について、今後、取り組みを強化

していくというふうな状況にございます。

○緒嶋委員 具体的に開拓と書いてあれば、こ

れは来年からの一つの戦略でしょう。それなら

ばそれなりの準備をしなければ、来年になって

新規航路をといってもなかなかいかんし、宿泊

客も中国から21年は1,700人しか来ていないわけ

ですね。空路が開拓されれば当然ふえるだろう

と思うんです。そうなれば、目標としては外国

人の宿泊客も９万人よりも多くなるように努力

すると掲げたほうがいいんじゃないのか。過去

の実績では19年に９万4,000人もあるのに、28年

には９万人にしかなりませんというのは、数値

的に整合性があるのかなという気がしてならん

わけです。

○向畑観光推進課長 申しわけございませ

ん。17ページの資料にあります９万4,000人とい

いますのは、韓国、台湾、中国、香港以外の国

から来られた方もここに入っております。

○緒嶋委員 みやざき東アジア経済交流戦略と

書いてあるから、当然、この守備範囲の数がこ

うなるのかなと。だから、数字の置き方は整合

性を持ってやらんと、これを見ただけでは、東

アジアから何名だというのがわからんわけです

ね。外国人の中では韓国、台湾、中国、香港か

ら９万4,000人来ているわけですから、９万人と

いうのはまだふえていいんじゃないかという気

がするわけです。どうもここの数字がわから

ん。これは全体というのが入っておるわけです

か。数字のトータルの出し方が、その他がどれ

だけと書いてあればいいけど、計算すればわか

るわけですけれども、どうも出し方が……。香

港からも平成10年には８万ぐらい来ておるわけ

ですからね。

○米原商工観光労働部長 この数字につきまし

ては、観光だけではなくてビジネスも含めた数

字でございますけれども、今、御指摘がありま

したように、目標値が低いんじゃないかという

ことでございますので、ちょっと検討させてい

ただきたいと思っております。ただ、今の状況

から見たときに、かなりきついものがあるもの

ですから、これでも我々としては、当面の話と

してはちょっと頑張らんといかんかなという数

字に設定したつもりであります。

それから、国際空路の話ですが、これは県民

政策部が中心にやっておりますが、さっき、商

業支援課長が申し上げましたように、中国につ

いては中国国際航空というのがありまして、８

月に副知事がこちらのほうに訪問しまして、い

きなり定期便というのはあれなものですから、

チャーター等についてどうだろうかというよう

なことのお願い等に行っております。このよう

に新しい航空路につきましても、いきなりとい

うのは難しいものですから、プログラムチャー

ターとか、そういったもので実績を重ねて、定

期でいけるなという形で、今までもソウルにし

ろ、台北にしろ、実現してきておりますから、

そういった形の地道なお願い、あるいはチャー

ター等で実際に乗っていくという実績を踏まえ

た先にということで、それについてはいろいろ

これからも努力をしてまいりたいというふうに

思っております。

○緒嶋委員 それと、台湾の空路も今度は鹿児

島が週３便とかということになると、宮崎便そ

のものの存続が危ういんじゃないかなと。今の

中華航空は、こちらから行った場合でも、ある

程度遅く着いて、１日目は泊まるだけです。向

こうから帰るときは、向こうの宿泊地を朝４時

ごろ起きないと間に合わないというように使い

勝手が悪いんですね。週３便の鹿児島便ができ
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ると、宮崎便の利用客はますますもって少なく

なるんじゃないか、鹿児島に乗っ取られるん

じゃないかなという気がするけど、その心配は

ないですか。

○向畑観光推進課長 私どもも同様な懸念は

持っていたところでございます。先般、知事を

筆頭とするトップセールスにも、そういったこ

ともございましたものですから、チャイナエア

とか台湾の旅行エージェントの話を伺いまし

た。台湾の旅行エージェントの発想としては、

ちょっと長い旅、２泊３日にしても４泊５日に

しても、発地と着地を別々にした旅行商品がつ

くりやすいというのが一つございます。現時点

におきましても、宮崎に入ってこられたお客様

は宮崎でお泊まりになられて、鹿児島に行かれ

て、宮崎から出ていかれる。そうなってくる

と、例えば宮崎での宿泊にしても、鹿児島での

宿泊にしても、帰るときのロスが出てきます。

特に南九州での２つの空港があることによっ

て、バリエーションに富み、そして時間設定も

しやすい。最近の旅行形態は個人旅行者がふえ

ていますので、そういった方たちの組み合わせ

もしやすいというふうなお話も伺っておりま

す。特にこの件は、鹿児島県と以前からお話を

させていただいていたんですけど、やはり広域

観光という着眼を持ちまして、熊本県も含めて

３県でルートを設定することによって、桜島か

ら指宿を回って帰っていけるというような幅の

広がりができてくるんじゃないかと考えている

ところです。

○緒嶋委員 今言われたように、広域観光のメ

リットが生かせるようになればそれでいいんだ

けど、果たして本当にそれが生かせるのかどう

かという懸念がありますので、そういう点は十

分考慮しながら考えていただきたいということ

を要望しておきます。

○松村委員長 委員の皆様にお諮りしますけれ

ども、午前中の質疑はここまでとしたいんです

けれども、よろしいでしょうか。

〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、ここで暫時休憩いた

します。

午後０時２分休憩

午後１時０分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

午前中に引き続き、商工観光労働部関係、質

疑をお願いします。その他の報告事項に関して

質疑はございませんか。

○原委員 3 0ページ、物産貿易振興セン

ター、２回ほどふるさと雇用再生特別基金、な

くなるからというような言葉があったように聞

こえましたが、緊急雇用については一部25年ま

でということで、県議会も決議をして、延ばし

ていただいて、今回の提案になっていますけれ

ども、このふるさと雇用再生特別基金について

は、国の延長とかの動きは全然なしですか。

○平原地域雇用対策室長 今お話にありました

ように、緊急雇用については20.9億の積み増し

ができるようになったんですが、ふるさとのほ

うについては、これまでそういう動きはござい

ません。これまでも緊急と一緒に要望しておる

ところなんですが、東日本大震災の関係で、先

ほど言いました緊急の割り当て分と別途、1,510

億でしたか、東北の３県に配分するというよう

なこともございますし、非常に財政的に厳しい

ということで、今のところ、ふるさとは積み増

し等の動きはございません。

○原委員 わかりました。

10ページ、みやざき東アジア経済交流戦略に
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ついてですが、まず、この素案ですけれども、

確かに、県庁でおつくりになっただけあってよ

くできていると思っていますが、これは県庁内

部で、オリジナルでおつくりになったのか、あ

るいはどこかの外部のコンサルでおつくりに

なったのか、そこを教えてください。

○金子商業支援課長 これは、庁内関係各課も

含めて、委託をせずに直営でつくりました。そ

の間、関係団体・機関との意見交換もやった上

で反映させたものでございます｡

○原委員 主管、執筆はどちらですか。

○金子商業支援課長 表紙に書いてありますと

おり、原稿は当然、関係課からもいただいて、

全体調整は私どもの課でやったところでござい

ます。

○原委員 えてして何々計画というのは、コ

ンサルがいて、極端なことを言うと、長崎県を

宮崎県に変えればいいみたいな、そういうのが

よくできて、同じようなことをやっているとい

うことになってしまっているから、我々はオリ

ジナルでないと宮崎県の独自性を出せませんの

で、冒頭にちょっと意地悪な質問をさせていた

だきました。

輸出ですが、木材と宿泊客については、企業

数等、数値目標が出ていますが、現在の輸出額

は宮崎県からは大体どれぐらいこの対象地域に

あって、それの28年度の目標、いろんな品目が

あると思うんですが、それはここの中には出て

こないんでしょうか。

○金子商業支援課長 私どもは、輸出の会社の

数とか輸出額については、貿易実態調査という

のを毎年やっておりまして、これはアンケート

調査ですから、一応把握はしておるんですが、

全データをつかんでいるかというと、そうじゃ

ない部分もございます。一応つかめた範囲で

今、63社というのを載せております。数値目標

を設定する際、今やっています県産品の戦略を

つくるときも、現状においては一つでも多く輸

出に取り組む会社をふやすことのほうが、金額

をふやすことよりも大事じゃないかという判断

がありまして、ずっと数で捕捉をしてございま

す。県の総合計画においても輸出企業数という

のを指標に設定しておるところでございます。

その額につきましては、あくまでも63社でとい

うことで申し上げますと、９億9,000万円ほどに

なってございます。

○原委員 この前も、宮崎県をできるだけ経

済的によくするということで、県際収支の質問

をして、その後、産業再生・エネルギー対策特

別委員会の場で、県際収支に関する統計を、統

計課から来ていただいて報告を受けたところで

した。国内の県際ということですけど。宮崎県

の場合は国際というのは余りないだろうという

ことだったんですが、ここで国際戦略をやるわ

けですから、大きく言えば県際、いわゆる輸

出・輸入が幾らかという中ですから、できたら

今の輸出額が幾ら、輸出入でもいいんですけ

ど、これをどこまでふやすんだというトータル

の経済としての数値があるとなと、希望として

申し上げておきたいと思います。

あわせて、先ほど図師委員から商社の話が出

ました。現地との関連、ネットワークといいま

しょうか。私が思うのは、今の日本から、例え

ば中国で言えば企業が２万数社行っているんだ

そうですね。製造業で働く人たちもここ10年ぐ

らいで百何十万減っている。ということは、海

外に行った人もいるんだろうし、それだけ日本

人が、２万社ですから、10人行っても20万人で

すか、相当な数の日本人が今、海外で働いてい

る状況だと思うんです。恐らくそれ以上の相当
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な数字だと思います。

焼酎の例ですけれども、ついこの前、霧島酒

造がいよいよ全国一の生産量になるという話

で、おもしろいエピソードがありまして、ゼネ

コンにいた人の30年前の話ですけど、飯場に地

方から働き手が来ている。鹿児島と宮崎の人た

ちが飯場に来ている。この人たちはふるさとか

ら送ってもらった焼酎を飲んでいる。ところが

苦い、臭い。都会の人だとか東北の人たちにば

かにされていたと。これがいつの間にか時間を

経て、今や焼酎が銀座にあってもおかしくない

し、北海道にもありますね。これを広めたの

が、そういうこっちから出ていった人であっ

た。北海道に広まったのは、自衛隊の人たちが

持っていって飲むうちに、健康ブームとか、つ

くり方が低温醸造になって苦み、臭みがなく

なったというのもありましょうけれども―そ

ういうことを言われていますから、宮崎県ゆか

りの企業でも、今、中国に出ているところは

いっぱいありますね。都城の霧島工業クラブ関

係でも結構行っていますけど、そういうところ

を一つの手先という言い方はおかしいけど、タ

イアップして、向こうに進出している企業等、

あるいは県人会は今、上海にあると聞いていま

すが、こういうところをうまく利用して、いわ

ゆる口コミみたいなことで行くのも―商社も

一つの手だと思います。こちらは仕事としてや

るでしょう。そういうネットワークで広げてい

くというのも大きな戦略上の力になるんじゃな

いかなと。一つの例として苦い、臭い、小ばか

にされた焼酎の話を出しましたけど、じゃない

かなと思います。それが13ページに書いてあ

る、いわゆる民間活力の活用といったときに、

その辺も視野に入れると結構根強いものがある

し、広がりがあるんじゃないかなと思うわけで

すが、何か感想があったら。

○金子商業支援課長 全く御指摘のとおりかと

思っております。私ども、民間団体と意見交換

をする際もそういう声が出されまして、宮崎が

持っている県人会のルート、ゆかりの企業の

ルート、ゆかりの方のルート、いろんなことを

フル活用してやるべきだということでございま

した。

それと、上海だけでも多分10万人ぐらい日本

人がいらっしゃるということですし、この前水

害の出ているタイあたりも４万人以上在留邦人

の方がいらっしゃるということもありますの

で、そういった日本人のいわゆるツールと、香

港につきましては、御案内のとおり、宮崎牛の

指定店、マカオも含めますと11店舗ほどある

と。あれも宮崎の情報発信の一つの機能を持っ

ているのかなというふうに思います。さまざま

御提言があったことも踏まえながら、最終的な

戦略の中ではもう少し具体的な方策等も書き込

んでいければと思っております。

○原委員 世界にはびこる中国人という説が

あって、どこに行っても何とかチャイナタウン

はいっぱいあるわけですね。逆に日本人がジャ

パニーズタウンをつくるぐらいの気持ちで、上

海に行けば宮崎県人会がある、北京に行けば北

京の宮崎県人会がある、香港には香港の宮崎県

人会があるということで、長いスパンになるで

しょうけれども、長い目で見るとそういうこと

をつくっていくことも一つの営業戦略ではない

のかなというふうに感じましたので、総合政策

課との関係もありましょうけれども、ひとつ議

論をしていただくとありがたいなというふうに

思っています。

緒嶋委員から出ましたけど、国際航路の関係

ですけど、鹿児島が３便になったという話で、
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さっき話を聞きましたら、総務委員会でも相当

この議論があっているようでした。宮崎県はと

られてしまうんじゃないかと。昼飯を食べなが

ら話をしたのが、我々は向こうから来ていただ

くことばかり考えていますけど、台湾は台湾で

我々に来てもらいたいわけですから、そうなっ

たときはどうしても、大都市につながる、福

岡、広島、大阪、東京につながる新幹線のある

鹿児島というのは、向こうから見るとかなり魅

力的なんじゃないかなというような話をしたと

きに、そうなると宮崎というのは鹿児島との取

り合い―インとアウトの関係もさっきお話に

なりましたけれども、もし将来、客が減って

どっちかとなったときには、宮崎は、競争力上

弱くなるんじゃないかなというような話もした

ところでしたが、そのためには相当強力な活動

とかやっておかないといけないなというような

一つの危機意識といいますか、見通しを持った

ところでした。そのあたりはどうなんでしょう

か。先ほども話がありましたけど、もう一回。

○向畑観光推進課長 先ほどもお話をさせてい

ただいたんですが、どうしても新幹線の効果と

いうのは大きいと思います。新幹線を使った旅

行商品をつくっているエージェントもいらっ

しゃいます。一方、新幹線の料金を加味します

と、台湾とか韓国等での宮崎に持ってくる旅行

商品と比べると数万円の差が出てくるというと

ころで、昨今の流れからいきますと、大震災と

原子力の問題等で日本を敬遠するという動きが

ございます中で、今、どうしても料金を下げて

いるような状況でございます。下げている中で

新幹線料金をオンした形では、最近の動きです

けれども、なかなか厳しいのかなと。一方、広

域観光、特に九州の場合は、北九州の流れと南

九州の流れは大きく違ってきているのかなと。

熊本の阿蘇から高千穂、そして桜島、霧島等々

を考えますと、南九州の広域観光を私ども推進

することによって、新幹線で来られたお客様も

含めて、ある程度取り込むことができるんじゃ

ないかなというふうに思っております。先般開

かれました観光議員連盟総会のときにもお話を

いたしましたけれども、やはり広域観光がこれ

から先、私どもが強力に取り組まなくちゃいけ

ない最重要課題なのかなと思っているところで

ございます。

○原委員 頑張ってください。

話は変わって、６ページですけど、各種ファ

ンド事業による商工業復興支援の状況（23年10

月末現在）、各市町村の執行率というのがあり

ますけど、場所によってはこの10月末現在で100

％のところもありますが、39.6％と非常に進ん

でいないところがあるんですけど、これは景気

対策だから、できるだけ早くやらないかんし、

また、この数字を見るとやり切れるのかなとい

う気もしますが、どういう状況なのか教えてく

ださい。

○後沢商工政策課長 今、御指摘のとおり、執

行率にばらつきがあるところです。まさに今

おっしゃったように、景気対策というか、経済

対策という意味でも、我々としてもなるだけ早

くこの事業を活用していただいて、お金を回し

ていただきたいと思っておりますので、事ある

ごとに、まだ申請していない市町村など関係団

体については、なるべく早目にやってくれとい

うことでお願いをしております。いずれの市町

村も、現段階で、年度はまだはっきり言えない

というところも結構あるんですけれども、なる

べく早くこれを活用して事業をするという意向

についてはお聞きしているところです。

○丸山委員 関連で、７ページの応援ファンド



- 31 -

の事業でお伺いしたいんですが、上のほうはコ

ンベンション協会なんですが、下のほうは提案

公募型助成事業というふうに書いてあるんです

が、これの要件といいますか、一回申請したら

同じところは使えないという仕組みにしている

のか。また、５年間ですので、残りは４年間だ

というふうに思っているんですが、こういう事

業をやって本当によかったから、こういう事業

を、各市町村、また各商工会議所とか、そうい

うところでもっとやってほしいというようなＰ

Ｒはやっていらっしゃるんでしょうか。

○後沢商工政策課長 このファンド事業自体は

農政水産部のほうで所管されていますので、そ

の判断基準なんかは私のほうから断定的なこと

を申し上げる立場ではないんですけれども、一

度申請して採択された事業が二度と採択されな

いということはないであろうというふうに私と

しては理解しております。例えば、この資料で

いうと、中央会でやられている事業ですけれど

も、発展型食品産業振興事業といったものは、

事業内容としては継続的な取り組みが前提にな

るものでもありますので、こういったものは、

当然審査は経るんでしょうけれども、継続的な

取り組みを御支援いただけるというふうに理解

しております。

○丸山委員 これは後から農政水産部等にも聞

いてみたいと思います。

先ほどから質疑のあるみやざき東アジア経済

交流戦略のことについてなんですが、対象地域

は中国ほか、ＡＳＥＡＮまで書いてあるんです

が、できればインドという地域もあっていいん

じゃないかなと思ったんです。インドは東アジ

アから外れているからということかもしれませ

んけれども、インドも今後、人口の伸びとか経

済発展するというのはよく言われているんです

が、その辺の考え方はできなかったんでしょう

か。

○金子商業支援課長 確かに、インドも検討の

中には入っておりました。将来的に中国の人口

を追い越すかもしれないというふうにも見込ま

れておりますし、人口も中国みたいな少子高齢

化ともちょっと違うというようなことで、購買

層に非常に厚みがあるというふうなことを言わ

れているんですが、いかんせん、地理的な遠さ

とかもありますし、それと、インドをいきなり

攻めていくというよりも、シンガポールからイ

ンドに行く流れというんでしょうか、インド系

の方がシンガポールには３割ほど住んでいらっ

しゃるというようなことで、まず、そこらの市

場でしっかり認知をつくって、それからインド

のほうに向かっていくというふうな作戦のほう

がいいんじゃないかというようなことで、現段

階では東南アジアまでしか載せませんでした。

○丸山委員 私も九州内の議員とか、また他県

の議員とも話をするとき、やはり皆さん考えて

いるのは、東アジアというふうに戦略を練って

いるときに、先々を見るのであればインドまで

しっかり見据えていかないといけないというふ

うに思っていますので、シンガポールというこ

とでありましたけれども、先々を見据えて戦略

的にしていかないと、九州は特にだと思うんで

すが、恐らくほとんどの県がこの東アジアに向

けて戦略を打っていっている。逆に宮崎はおく

れぎみじゃないかなというふうに思っておりま

す。これで本当に大丈夫かと心配な面もありま

すので、もっと積極的にやっていただきたいと

いうのが１点であります｡

宮崎の物を売るというときに、12ページに農

産物の品目が書いてありますけれども、宮崎の

売りというのをしっかりやっていかないとなか
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なか伸びていかないというふうに思っているん

です。何が売りなのかというのは農政水産部が

しっかりやっていくのかもしれませんけれど

も、ＰＲがうまいのは商工サイドだというふう

に思っているんですが、宮崎の農産物の売りと

いうのを、この戦略の中でどのように考えてい

らっしゃるのか、お伺いしたいと思っているん

です。

○金子商業支援課長 宮崎で売りという場合、

まずは農畜産品というのが武器になろうかと

思っていますし、今、一番力を入れていますの

が宮崎牛でございまして、この前も知事がプロ

モーションに行ったところでございます。宮崎

牛というのが一つの看板商品ということになろ

うかと思っております。それから、完熟キンカ

ンとか、マンゴーとか、そういった高付加価値

の部分については、今後、強みということで伸

ばしていきたいということでございます。それ

から加工品でございますが、やはり宮崎といえ

ば加工品の代表格は焼酎でございます。それか

ら漬け物類、これが結構海外で評判がよくて、

既に定番化しているものもございます。あと調

味料ですとか、ユズ系のものも伸びているよう

な商材がございます。いずれにしても、宮崎の

特徴を出せる商品というんでしょうか、そこの

イメージリーダーをしっかりとつくっていっ

て、その後に次の商品が攻めていくというふう

なストーリーでいきたいと思っております。

○丸山委員 一品一品もそうなんですが、焼酎

であれば鹿児島との差は何なのかというのも

あったりすると思うんです。そのときにどう

いった売り方をしていくのかという宮崎の特殊

性をしっかり売り出さないと、負けてしまう可

能性もあるというふうに思っております。例え

ば、宮崎のほうでは神話伝説があるから、これ

を生かしていこうと。来年の古事記1300年を踏

まえてやろうという話もあったりしますので、

そういう宮崎らしさというのをもう少し表に出

しながら、向こうで物産品を買っていただくこ

とによって、観光に足を延ばしてみようかと

か、そういう戦略もしていただかないと、ただ

物を売るだけじゃなくて、全体的な宮崎のＰＲ

というのをしていただけるようなことを、ぜひ

お願いしたいというふうに思っております。

また、牛肉に関しても、なかなか政府が認め

てくれない、交渉中というふうに書いてありま

す。これが一番大きな売りということでありま

すけれども、なかなか厳しい状況で、特に中国

等には、本来は売りたいんだけれども、実質は

裏の世界では流れているんじゃないかという話

もよく聞く話ですけれども、今後、どうやって

牛肉を売っていくかというのが大きな課題だと

思っておりますが、現状はどういうふうに認識

されているか。国がどれぐらい交渉されてい

て、今後売れるという見込みがあると思ってい

いのかというのをお伺いしたいと思います。

○金子商業支援課長 牛肉の輸出に関してでご

ざいますが、かつて日本ではＢＳＥが平成13年

に起こっています。それから口蹄疫が22年に起

こっているというような状況で、非常に今、厳

しい規制が入っておりまして、今のところ可能

なのは香港、マカオ、シンガポール、タイ、近

いところではその４カ国というような状況で、

宮崎もかなり対米輸出を初め牛肉に力を入れて

おったんですが、出鼻をくじかれたというよう

な状況がございます。この前、知事も訪問しま

したとおり、宮崎牛を一つの看板ということで

売り出していく。指定店も11店舗あるというこ

ともあります。それから、近々、香港からもま

た宮崎の訪問団も入る予定になっていまして、
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そこの場でもセールスをしたいというふうに

思っております。以上でございます。

○丸山委員 12ページに清涼飲料水が書いてあ

りますが、よく耳にするのは、水を輸出しよう

という企業がうわさではかなり多いんですが、

県としては、飲料水の輸出をどんどんしてもい

いというスタンスでいるのか、どういうふうに

考えていらっしゃるのかというのをお伺いした

いと思います。

○金子商業支援課長 飲料水につきましても、

かつて中国での商談会とかに持ち込んだことも

ございまして、企業によってはペットボトルに

入ったもので売り込んでいきたいというふうな

希望を持っているところがありますので、そこ

らは基本的には応援をさせていただいていると

ころでございます。

○丸山委員 よく言われるのは、中国等は日本

の企業を使いながら水を輸入したいという意向

がすごく強いということで、企業立地と絡めて

いいことなのかもしれませんが、非常に怖い面

もはらんでいそうな気もします。地元のほうで

は反対運動じゃないんですけれども、それに近

いような動きも若干あったりするものですか

ら。確かに企業誘致とか、また、日本の水は安

全ですよというのが売りになるのかもしれませ

んが、どこ辺をどう見きわめていくのかと。水

を売るのであれば山のほうにちゃんと還元でき

るようなシステム、ペットボトル１本当たり幾

ら税収があるというのも、今後は考えていった

ほうがいいんじゃないかなという思いもあるも

のですから、この中では難しい話かと思うんで

すが、強い話になって大変恐縮なんですが、水

に関しての売り方を、今後伸びていく可能性が

高いと思っていますが、県としての輸出品の考

え方をまとめていただければありがたいのかな

というふうに思っております。

シンボルキャラクターのみやざき犬のことに

ついてお伺いしたいんですが、我々が、「ひこ

にゃん」を調査させていただいたとき、非常に

地道な活動をしていって、ずっと続けてこられ

てあれだけのゆるキャラのブームをつくってい

ただいたということです。今、いろんなイベン

トに出ているということなんですが、「ひこ

にゃん」の場合には、彦根城の近くで週に５日

間ぐらいこの時間に出ますよということで、

びっくりするぐらいお客さんがそこに見に来て

いるという現状を見たんですが、宮崎県でも地

道な活動をしていきながら、定番化をどこかで

するというようなことも必要ではないのかなと

いうのが一つと、「ひこにゃん」は、人間が着

ているんじゃないというコンセプトで、見せな

いように、子供たちには神秘性といいますか、

そういうのをやっているんですが、そういうコ

ンセプトといいますか、人が入っている姿を見

せないとか、細かくやっていたものですから、

そういうこともやらないと、１年ぐらいで廃れ

ていってしまうんじゃないかなという思いがあ

るんですが、今後うまくやっていってほしいと

いう思いも込めてお伺いしたいと思います。

○小八重みやざきアピール課長 先日調査に行

かれたということで、「ひこにゃん」の研究も

されたようでございますが、私どもも彦根のほ

うに参りまして、「ひこにゃん」の出現の仕方

とか、あるいは熊本にも参りまして、「くまモ

ン」の出現の仕方とかいろんなことを学んでま

いりました。どういう出し方が一番いいのか。

例えば、知事がバスで来る日がありますね、そ

のときにはその同じバスに乗っているだとか、

あるいはそこら辺で朝市をやっているときに

は、そこにふっとあらわれるとか、そういうこ
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ともいろいろ研究をしてまいりたいと思いま

す。

それと、２点目でございますが、丸山委員の

おっしゃったように、私たちはあそこの中には

人が入っているとは思っておりません。あくま

でも「ひぃ」「むぅ」「かぁ」というキャラク

ターが動いているというふうに私たちも思い込

みながらしておりますので、それはまさに「く

まモン」もそうですが、「ひこにゃん」も同じ

コンセプトで動いているということでございま

すので、子供たちの夢を崩すことのないよう

に、そこら辺は徹底してやっていきたいと思っ

ております。

○丸山委員 せっかくつくったキャラクターで

ありますので、１年後、２年後、そういうのが

あったのかなというふうに言われないように、

逆に伸びて、定番化したイメージができるよう

になっていただきたいというふうに思っている

んですが、これまでも「ザッキー」くんとか、

宮崎でも大きなイベントがあるとそういうのを

つくってぽんと出るんですが、来年ぐらいには

「ザッキー」くんというのを覚えていないぐら

いになってしまうような気がするものですか

ら、そうならないようにお願いしたいと思って

いるんです。

○小八重みやざきアピール課長 「ザッキー」

は教育委員会の一つのイベントのキャラクター

でございましたが、あくまでも今回のみやざき

犬というのは、オールみやざき営業チーム、要

するに宮崎県のキャラクターということでござ

いまして、一過性のものにしようという気は毛

頭ございませんし、そういったものを活用にし

ていただくには、皆様方にいろいろなところで

使っていただく。例えば、皆様方が名刺にお刷

りになっても結構ですし、年賀状に張っていた

だいても結構です。これから先は、例えば、県

が出す封筒には必ずそれを入れるとか、そう

いった形でできるだけ露出を高めていって育て

ていきたいと思っておりますので、御指摘のよ

うな危惧は確かに我々もないわけではありませ

んが、それは一生懸命、皆様方と一緒に前に押

し立てていきたいと思っておりますので、御協

力のほどよろしくお願いいたします。

○丸山委員 オールみやざき営業チームという

のも立ち上げてもらったんですが、行政の場合

には２年か３年でこういう名称がいつの間にか

消えてしまっているというのが多いものですか

ら、しっかりと生き延びてほしいなと思ってお

ります。

○原委員 その「ひこにゃん」ですね、私は

何回か行ったんですけど、お城の近くの上がホ

テルになっている土産物屋に入ったときに、Ｂ

ＧＭというか、「ひこにゃん、ひこにゃん、ひ

こにゃんにゃん」とずっと流れていたんです。

あれがかなり頭に入って、帰ってからも長い

間、口ずさんだこともあったんですが、ただ、

市役所ではその話が出なかったので、市役所で

トータル的につくったのじゃないのかなと思っ

たんですけれども、そういうのもありかなと

思ったんです。ＢＧＭを流して一緒にやってい

るという、それが一つと、１年で消えてもらっ

ちゃ困るという話ですが、確かにそのとおりだ

と思います。この犬の寿命予想は大体どれぐら

いをお考えなんですか。

○小八重みやざきアピール課長 テーマ曲に関

しては、私も確認をしているわけではないんで

すが、県庁の若手の職員が、みやざき犬を応援

するような歌をつくってみようかということも

考えているようでございます。どういうものが

できるかというのはまだわかりませんけれど
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も、そういった自然発生的に職員の中から出て

くるもの、あるいは市民の方から出てくるよう

なもの、そういうものがあればまた幼稚園に

行って教えるとか、いろんなこともできると思

いますので、そういう自然発生的なものが出て

くるというのは私たちの望むところでございま

す。

それと、寿命でございますが、先日、ギネス

に載っておりました犬が26歳とちょっとで亡く

なったということでございますので、少なくと

もこれを超すぐらいはいってもらえたらという

ふうに思っております。

○内村委員 今出ているみやざき犬ですが、こ

れは「ひぃ」「むぅ」「かぁ」３匹一緒じゃな

いと動かないんですか。それとも、キャラク

ターがばらばらに動いてもいいのか。そして、

各市町村が何かイベントをするときに貸し出し

があるのかどうかを伺います。

○小八重みやざきアピール課長 今、御指摘で

ございますが、本当は「ひぃ」「むぅ」

「かぁ」３頭で動くのが一番インパクトもあり

ますし、それぞれの特徴がありますのでいいわ

けですけれども、今まで県内・県外において３

匹で動いた例というのは非常に少のうございま

す。その際には、職員が行って、あと２匹いる

んですよとか、あと１匹いるんですよというよ

うな説明はするんですが、やっぱり３匹で動く

のが理想だと思いますが、現実的には、引き合

いが多くてできていないということでございま

す。市町村のイベント等にというお話でござい

ますが、そのときには可能であれば、みやざき

犬を行かせますが、どうしてもというときに

は、機会が許せば市町村の方に犬の調教の仕方

を教えて、市町村のほうのイベントに出演させ

るということもございますので、お話があれば

また承りたいと思っております。

○内村委員 なるだけたくさんで県内・県外を

回ったほうがアピール効果も高いんじゃないか

なと思うんです。皆さんがわざわざ各市町村に

出ていかれるのも、県の職員の方も大変でしょ

うから、服装をたくさんつくって、これを研修

して、わあっと広めると宣伝効果があるんじゃ

ないかなと思います。

○小八重みやざきアピール課長 今のは後押し

をしていただける意見だと思いますが、できた

らあともう１セット、もう２セットつくりたい

ということで、今、私どもの中から 何とか捻

出できないかということで考えております。ま

た、市町村の方が同じようなものをつくられ

て、市町村でやりたいということがあれば―

民間の方がつくって自分の会社のものをかぶせ

るというのはどうかと思うんですけれども、公

的な立場でやっていただけるということであれ

ば、いろいろ御相談に応じながら、それぞれの

犬の個性に合ったかぶり物をしていただくとい

うようなことは可能ではないかと思っておりま

す。

○内村委員 規制を外してなるだけ大いに宣伝

をできるようにしていただきたいと思います。

もう一点、21ページに小林の有効求人倍率

が0.81ということですごく高いんですが、何か

企業が来たのか。安愚楽牧場で大変落ち込んで

いらっしゃるんじゃないかなと思うときに、す

ごい数字が出たものですから、お尋ねします。

○平原地域雇用対策室長 有効求人倍率の地域

別につきましては、従来、大体こういうような

感じのバランスで出てきまして、私たちもなぜ

かなということで、先月も、小林ハローワーク

の所長さんにお会いする機会がございまして、

なぜいいんですかという話を聞いてみたんです
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が、なかなかこれだからこうという決め手とな

るような理由はないんですが、そのとき聞いた

話では、小林の場合は医療福祉系の求人の入れ

かわりが結構多いんですよとか、地域的に鹿児

島とか他県からの求人が来ることも、ほかのハ

ローワークよりは多いんじゃないかというよう

な話を聞いたところでございます。

○内村委員 医療福祉関係の入れかわりとなる

と、出た人もおるわけだから、数的にはどんな

ものかということは全然聞いていらっしゃいま

せんか。

○平原地域雇用対策室長 入れかわりでどれだ

けというのは聞いていないところですが、昨年

度の新規求人の数で見ますと、医療福祉は小林

市が１年間で1,273人です。それ以外では日向

が935人ということで、そのときは日向が一番少

なかったんですけれども、そこの差は出ている

かなというふうに思っております。

○内村委員 わかりました。

もう一つお願いします。商談会の件なんです

が、26ページの出資法人のところで、実施事業

の「宮崎うまいものアピール商談会」というこ

とで出ているんですが、ここに行かれた方が、

なかなか厳しかったと言われたんですが、これ

が商談につながって、その後、その先につな

がっているものが前の年度なんかでわかりまし

たら、教えてくださいますか。

○後沢商工政策課長 この商談会は、昨年度

末、３月22日に宮崎観光ホテルのほうで開催さ

れたものですが、私どもが聞いているところで

は、85件商談がされたうちで、商談として成立

したのは８件というふうに聞いております。

○内村委員 85件のうち８件商談があったとい

うことで、なかった分についてはどういうこと

でまとまらなかったとか、何かそういうのは聞

いていらっしゃいませんか。

○後沢商工政策課長 つまびらかなことは私ど

もも確認をし切っていないんですけれども、恐

らく価格面とかそういったところも問題だった

と思いますし、県外企業の方が大手の企業の

方々なので、どこで販売されるつもりで来られ

たかというのは品目によって違うと思います

が、流通上の課題とか、いろいろネックがあっ

たんだというふうに推測しております。

○内村委員 これは余談ですけれども、さっ

き、原委員から出ました都城の霧島の焼酎で

すが、北海道の利尻・礼文に行ったときに、ホ

テルのメニューに黒霧島が載っているんです

よ。それでびっくりして聞いてみたら、都城か

ら出た自衛隊さんが日本全国を回るとき、必ず

霧島の注文があるんだそうです。そういう手も

これからの参考にありかなと思って、一言お話

しさせていただきます。

○髙橋委員 ２点お尋ねしたいと思います。ま

ず、東京ガールズコレクション、松村委員長が

議場でも、よくぞ誘致いただいたということで

褒めていらっしゃいましたが、私は前回、後ろ

向きなことを言ったのかと思いますが、改めて

宮崎県庁の敢行力に敬意を表したいと思います

が、松村委員長が議場でおっしゃったように、

チケットがすぐ完売したということで、5,000人

必ずお見えになると思うんですが、できたら県

外の人たちにより多く来てほしいんだけど、そ

ういう売れ筋なんかは把握されているんです

か。

○向畑観光推進課長 県外への販売につきまし

ては、全国のファミリーマートさんのほうで売

られております。その数字につきまして、集計

のお願いを差し上げているところでございまし

て、今、重ねてお願いをしているところでござ
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います。

○髙橋委員 わかりました。答弁もなかったよ

うなんですけれども、毎年誘致できるといいん

だけど、地方で開催されるなら宮崎というよう

なことになるといいなと期待もしているんです

けど、それをするためには、部長も答弁された

ようですけど、今度の23日が大成功にせないか

んなということで、一つは仕掛けですね。例え

ば、入れない方々がひょっとしたら見えるん

じゃないかと思うんです。モニターがあったり

とか、恐らくいろいろと知恵を出して考えてい

らっしゃると思うんです。説明されたからくど

くど言いませんが、ちょっと思い出したんです

けど、近くにイルミネーションがあったように

記憶するんですけど、今やっていないんですか

ね。フローランテでしたか、あそこに私、一回

行ったことがあるんです。すごい規模でイルミ

ネーションをやっていて、ちょうど時期も重

なって、終わるのが６時だから真っ暗じゃない

ですか。だから、あれとコラボするといいのか

なと思いました。そういうような仕掛けをすれ

ば印象に残って、「地方じゃ、宮崎でまたやろ

う」ということでスタッフの方が考えられると

いいなと思ってお話ししました。

○向畑観光推進課長 私どももせっかくの機会

でございますので、できれば中心市街地のほう

にも送客といいますか、流れていただけるよう

な仕組みをつくっていただけませんでしょうか

ということで、観光コンベンション協会を通じ

て御提案を差し上げているところでございま

す。

○髙橋委員 日南のブースも大々的に出してく

ださい。お願いします。

２点目ですけど、先ほど話題になりましたシ

ンボルキャラクターの件で、２の（２）でかぶ

り物は、今後状況を見てふやす予定ということ

で、かぶり物というのは頭から足先までの全体

を言うんですね。

○小八重みやざきアピール課長 基本的には、

頭全体が取りかえられるということでございま

す。

○髙橋委員 かぶり物というのは頭のことです

か。

○小八重みやざきアピール課長 かぶり物とい

うのは、一番左が日向夏をかぶっています。で

すから、この日向夏をマンゴーにかえるとか、

そういったことは可能でございます。

○髙橋委員 首から下は定着ですか。

○小八重みやざきアピール課長 首から下は着

ぐるみで、頭の外にかぶっているものが、いわ

ゆるかぶり物ということで御理解をいただけれ

ばよろしいかと思います。

○髙橋委員 首から下は年じゅうこれなのかな

と今、理解をしたんです。ついでに言います

と、「ひぃ」「むぅ」「かぁ」で、私は見たと

きに３兄弟だなと思いました。ただ、説明を見

たら、真ん中の「むぅ」ちゃんは雌だというこ

とだから、だったらスカートを着せるといいの

になと思いました。「むぅ」ちゃんが雌だと思

えませんが。それは一つの提案ですよ。だか

ら、かぶり物は下のほうも変えられるといいな

と思いました。

○小八重みやざきアピール課長 かぶり物もそ

うですが、下のほうも、これから先、いろんな

要望が出てくれば変わることはあり得ると思い

ます。例えば、真ん中の「むぅ」ちゃん、委員

の皆様方のはカラーでございましょうか、青い

線のシャツを着ていますけれども、これが例え

ば観光推進課でやっている恋旅がありましたら

ピンクの服を着せるとか、そういうこともでき
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ると思いますので、いろんなやり方について、

これからいろいろ意見を伺っていきたいと思っ

ております。

○髙橋委員 整形は可能なんですか。なぜかと

いうと、先ほど、私、見た目でこれは３兄弟だ

なと思ったんですね。生まれたばかりだから、

成長するので顔は変わっていいかなと思って。

例えば、「むぅ」ちゃんは女性だったら二重ま

ぶたのまつげの長い、そういうことに成長して

もいいんじゃないかなと。別にコメントは要り

ませんよ。意見として思ったものですから、申

し上げたんです。

○小八重みやざきアピール課長 そういうふう

にいろんな議論をしていただくのが一番いいこ

とでございまして、基本的にはこれが原形でご

ざいますが、この形を崩さないような形で多少

の、冬場にはマスクをするとか、そういう程度

のことはできるかもしれませんが、今のとこ

ろ、キャラというのはこれで落ちつかせたいと

いうふうに思っておりますので、当面はこのか

わいい顔でいきたいと思っております。

○髙橋委員 最後にしますけど、これだけの段

取りをつけて宮崎県のイメージキャラクターと

して誕生しました。これからが大事だというこ

とで先ほどから議論が出ていますけれども、お

おむねこのキャラクターで来年度予算をつけら

れると思うんですが、どのくらいいただきたい

んでしょうか。

○小八重みやざきアピール課長 来年のことは

まだはっきりいたしませんが、参考までに申し

上げますと、すべて手縫いでつくっていただい

ておりますので、１体が37～38万かかります。

３体ということになりますと約120万ということ

でございますので、来年も１セットぐらいは欲

しいなというようなことで今、考えておりまし

て、議会が終わりましたら、いよいよ財政課と

の話し合いになろうかと思っております。

○髙橋委員 彦根の「ひこにゃん」のことで、

私も調査に一緒に行きましたから覚えているん

ですけれども、あそこは「ひこにゃん」に年

間2,000万ぐらいつけているんですね。そこまで

云々はいろいろあるんでしょうけど、しかし、

グッズが初年度は17億円とか、最近でも８億円

とか売れて、元はすぐ取るんですね。経済波及

効果もすごいし。だから、先ほどもガールズコ

レクションで言いましたけど、やっぱり仕掛け

だと思うんです。それはお金です。ぜひ頑張っ

てこれを全国版にしてください。お願いしま

す。

○松村委員長 ほかに質疑はありませんか。

○丸山委員 出資法人等のことでお伺いしたい

んですが、27ページに、県の評価として、23年

度より県職員の現職出向を削減しているほか、

補助金に関しても削減が進んできているという

ふうに書いてあるんですが、一つ確認させてい

ただきたいのが、ことしから県派遣の人件費は

県が直接支出することになったものですから、

それがかなり入ってきていて減額という見方が

表に出るだけではないのかというのが一つと、

もし、それを除いた場合に、どれぐらい連合会

のほうで削減されているというふうに理解すれ

ばよろしいでしょうか。

○後沢商工政策課長 まず、補助金の減額につ

いては、委員御指摘の県派遣職員の人件費の削

減のところを除いても、いわゆる事業費だと

か、商工団体でいいますと指導員とかの人件費

ということになりますが、そういった部分につ

いても削減が進んでおります。

人件費を除いた削減ですが、一番わかりやす

いのが、お手元の資料の主な財政支出の内容の
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ところの②と③を比較していただくと一番わか

るんですけれども、②の事業の後継事業が③の

事業ということになっておりますが、②のほう

が昨年度予算で3,500万弱だったところが、今年

度の③の事業では1,300万をちょっと切る金額に

減額されているということで、事業費のほうも

削減されているという状態でございます。

○丸山委員 ほかのところも聞こうと思うんで

すが、余り聞くと時間がありませんので聞きま

せんが、全体枠からするときに、20億ぐら

い、45団体ですべて削減していきたいというこ

となんですが、壇上からも言いましたけれど

も、社会福祉事業団の８億円の自立化補助金を

除けば、全体的には事業費は余り縮減されてい

ないんじゃないかというふうに思っているもの

ですから、出資法人以外の、今回、外郭団体を

含めての公社等改革について、本当に達成でき

るのかなという思いがあるものですから、商工

観光労働部で所管している各団体の、さらなる

行政改革といいますか、効率よい事務の執行を

ぜひお願いしたいというふうに思っておりま

す。

その中で、あと１点だけお伺いしたいんです

が、ソフトウェアセンターのことについてなん

ですが、赤字が３億近くあったということで報

告も受けたんですが、32ページでは県の委託料

が１億ぐらいあるんですが、21年度対比からす

ると、補助金というのはふえているんでしょう

か。減っているんでしょうか。21年度が基本

ベースになって、先ほど言いましたとおり、全

体で20億円削減するという目標があるんです

が、ソフトウェアセンターは一応、６期黒字に

なっているということなんですが、県の委託料

がどういう形で推移しているのかをお伺いした

いと思います。

○金子商業支援課長 委託料でございます

が、21年度の決算ベースで申しますと、7,100万

でございまして、22年度は、先ほど話題になっ

ていますふるさと基金関係の事業が影響しまし

て、１億1,000万ほどでございます。23年度の予

算額で申しますと、8,700万ほどでございます。

○丸山委員 22年度は、ふるさと基金があった

ため１億1,000万ぐらいで、利益が4,500万出て

いるということなんですが、差し引いていくと

本当に利益が出ていく体質なのか。職員が60名

から77名にふえているものですから、本当に大

丈夫なのかなという思いがあるのと、もう一

つ、県のほうでやっている主な事業は、平成６

年に立ち上げて、ＩＴ関係の環境はかなり変

わっているものですから、本当にこの事業が好

ましい事業なのかなという思いがあるので、そ

れも含めて、人数が60から77名にふえていると

いうのは、今後、この経営状況は大丈夫なのか

なと心配しているんですが、どうなんでしょう

か。

○金子商業支援課長 設立当初は、ＩＴ人材の

確保というのを一番大きな目標でやってきてお

りまして、ずっと運営してきたわけですが、特

に赤字の大きな原因となったのが、プロバイ

ダー事業というんでしょうか、まだ民間のイン

フラが整っていないときにそれに取り組みまし

て、あれが7,000万ぐらいの累積赤字をつくって

しまったんですが、平成16年に経営改善計画と

いうのを立てまして、それから事業のリストラ

をやったんです。冒頭でも御説明したんです

が、ＩＴの資格を取らせまして、それを県外の

ＩＴ企業に派遣します要員派遣事業が、今、全

体の収益の柱に育ちつつあります。

それから、つい最近でありますけれども、あ

そこの部屋を改修しまして、三井系の専門性の
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高いコールセンターを誘致してきまして、そこ

でまた社員も働いているというような状況で、

もちろん県とか国のいろんな委託事業も受けつ

つあるんですが、それと並行して要員派遣事業

とか、自社でのコールセンターの事業、そう

いったものを受託しまして、今期も目標額はク

リアしているというような状況で、累積は、

おっしゃるとおり、３億超ございますけれど

も、きちんとした経営の素地というんでしょう

か、ようやく今、順調に回っているのかなとい

うふうに思っております。

○丸山委員 職員が77名とふえていますけど、

急にふえている気がするものですから―経営

内容は大丈夫というふうに見てよろしいでしょ

うか。

○金子商業支援課長 今、御説明しましたの

は、収益の柱の事業に充てている人材でござい

ますので、当然それが益を多く出しております

ので、それに見合う人材ということで確保して

いるところでございます。

○丸山委員 累積赤字があるということで非常

に気にしていますので、経営がうまくいくよう

にしていただいて、株式会社ということで一本

立ちするのであれば、将来的には県の出資額の

引き揚げ等も考えるべき時代も来てほしいなと

思っておりますので、その辺も含めて今後、適

切な指導をお願いしたいと思います。

○原委員 18ページ、東アジア戦略の経済交

流の基盤整備の港湾の話ですが、国際海路の充

実となっています。この後、県土整備部に聞い

たほうが早いのかもしれないけれども、今、海

外との航路、ＣＩＱが整った港というのがどこ

とどこにあって、新規航路の開拓はどこを目指

していらっしゃるんでしょうか。そのあたりを

教えてください。

○金子商業支援課長 恐れ入りますが、戦略本

冊のほうをごらんいただければと思います

が、28ページに細島港、油津港、現在の路線が

書いてございます。それから、新規航路という

ことで、これまでの取り組みと主な成果という

欄に、中国航路開設に向けということで、いろ

いろと訪問活動なり、細島寄港の意向調査、鹿

児島と大分の港に入っているそうでありまし

て、細島もぜひ活用をという形で営業をかけて

いるという状況でございます。

○原委員 例えば、コンテナを輸出する場合

に、日本の場合は一回神戸とかどこかで集めて

行っているんですか。それとも、直接行く場合

があるんですか。

○金子商業支援課長 油津、細島と書いていま

すが、いずれも、神戸に一回横持ちしまして、

ここから出ているというのもございます。

○渡辺副委員長 数点お伺いしたいと思いま

す。まず、工業支援課なんですが、放射線量の

測定の実施ということで御説明がありました

が、要望はかなりあるということで臨まれると

いうことだと思うんですが、現時点で加工食品

と工業製品の測定の依頼というのは、それぞれ

どの程度県に具体的な話として来ているもので

すか。

○冨髙工業支援課長 ただいまの段階で両セン

ターに問い合わせが23件ぐらいございまして、

そのうち測定依頼が18件、18件のうち２件が輸

出関係というような相談は来ております。

○渡辺副委員長 これをあすから始めて、県と

して想定しているある程度の期間の中でどの程

度の利用見込み―今、相談が来ているぐらい

の数なのか、それともこれの10倍とか、極端に

言えば100倍とか、そういう世界でふえていくも

のと見ているのか、その点、いかがでしょう
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か。

○冨髙工業支援課長 その予測は我々もあけて

みないとわからないという部分は確かにござい

ます。ただ予測とすれば、いわゆる工業製品、

かたいもの系といいますか、そういったものは

そう多くはないだろうと。やっぱり食品加工関

係が多いだろうというような予測はしておりま

すが、具体的な件数はまだ見込めない。ただ、

１日に食品関係で検査できる件数は、恐らく５

件ぐらいだろうというふうに思っているところ

でございます。

○渡辺副委員長 確かに、食品というのがその

要望が強くなってくるんだろうなと想像するん

ですが、宮崎は、被災地というか、福島からは

ある程度の距離があるいう意味では、他県と比

べれば数は少ないのかもしれない。ただ、外に

出す以上、安心をアピールするという意味で

は、まさに数がふえていくと思うんですけれど

も、全国的に見て、都道府県で同様の取り組み

をやっているのは、わかっている範囲でケース

はどのぐらいあるのかということと、この機材

ですね、片仮名がいっぱい並んでいる機械は、

全然想像がつかないんですが、どのぐらいする

ものなんですか。

○冨髙工業支援課長 各県の取り組みにつきま

しては、九州各県で見ますと、同じような取り

組みを佐賀県、長崎県、それと11月から大分県

が始めております。ただし、対象物が若干違

う。食品をやっていなかったり、工業製品だけ

ということに特定したりする、そういう差はあ

りますけれども、その３県が今、取り組んでい

るという状況でございます。

それと、機器の価格でございますが、写真の

上のほうの機材、持ち運べるものでございます

が、これが約50万、その下のは約300万程度のも

のでございます｡

○渡辺副委員長 この件では最後にしますけれ

ども、きょうも議論がありましたように、特に

農産品も含めて、食品を一生懸命出していくと

いう意味では、今の時点でも大丈夫だと思いま

すが、安全性をさらに確認をした商品を出して

いくというのは県の戦略とも合致しているとこ

ろかと思いますので、価格等いろいろあるで

しょうが、なるべく要望により多くこたえられ

るような形がとれるといいかなというふうに思

いますので、その辺も御検討をいただきながら

というか、状況を見て、さらに強化が必要であ

れば取り組むことが大事かなという気がいたし

ます。意見にとどめます。

もう少しお伺いしますが、東京ガールズコレ

クション、クリスマスということですけれど

も、先ほど御質問があった、どの程度の人が県

内、県外というのはまだわからないというお話

でしたが、日常にやりとりをされている中で、

この日にちにこの時間帯で県外から来れば、恐

らく宿泊をするだろうと予想はできるんですけ

れども、例えば有名なコンサートがあったりす

ると、よくその年のホテルが埋まったりとかと

いうのがあると思うんですけれども、宮崎のホ

テル関係者の方々から何か状況は聞いていらっ

しゃいますか。

○向畑観光推進課長 私どもの情報としては、

ＪＴＢさんがつくられている商品が200名、シー

ガイアさんが宿泊プランとしておつくりになっ

ているのは150名、それ以外にも結構な数をつ

くっていらっしゃるというふうに伺っておりま

す。

○渡辺副委員長 このイベントに何人入るんで

すか。5,000人ですか。

○向畑観光推進課長 今回のチケットにつきま
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しては、インターネットとかファミリーマート

で販売になっておりますので、まず、そちらを

優先されたというふうに聞いておりまして、旅

行商品のほうでつかんでいる数字が今の数字で

ございます。

○渡辺副委員長 たしか委員長の御質問のとき

に、沖縄、名古屋が首都圏以外で開催例がある

というお話だったかと思うんですが、例えば沖

縄のときには沖縄の人がたくさん集まったとい

うよりにも、外の方がほぼメーンだったという

ふうな理解でよろしいんでしょうか。

○向畑観光推進課長 私どもがお話を聞いてお

りますと、沖縄と名古屋であったということな

んですけれども、そういった詳細についてはわ

かっておりません。インターネット等で販売し

ていらっしゃいますので、どれそれに起因した

宿泊がどれだけふえたというのは詳細にはわか

らないということでお伺いしております。

○渡辺副委員長 今後こういうイベントをやっ

ていくということを考えていったときに、主催

者のいろんな事情もあるかとは思うんですが、

例えば、ファミリーマートで発券をするという

ことにしても、ある程度の協力が得られれば、

つまり、発券箇所がどこなのかというデータを

とれば、ある程度のデータはとれるのかなとい

う気もしますので、今後のイベントを県として

協賛というか、一緒にやっていくという意味で

は、そういうデータの収集も重要かなと思いま

すので、お願いいたします。

みやざき犬に戻りますが、委員会視察でも行

かせていただいて、丸山委員もおっしゃってい

ましたけれども、定例化というか、定番化とい

うか、いつ、どこに行ったら見られると。イベ

ントのときによく出てくるというのもありかと

は思うんですけれども、例えば月曜日の５時か

らは宮崎空港に行けばいるとか、定例化・定番

化を図るというのは大事かと思いますので、現

時点でそういうお考えがあるかということが一

つと、もう一つは、キャラクターグッズとか、

彦根で聞いた話だと、基本的には使用料みたい

なものも取らないで、もちろん、ある程度の反

社会的な行為には関係しないとか、いろいろあ

るでしょうけれども、最低限のところはパスし

た上で、民間で勝手につくってもらっていいと

いう姿勢をとらないと伸びないというふうに思

うんですけど、その辺の考えはいかがでしょう

か。

○小八重みやざきアピール課長 １点目でござ

いますが、先ほども申し上げましたように、来

年、もう１セットつくりたいというふうに考え

ております。これが実現しましたら、ある程度

運用に余裕が出てまいりますので、定期的にど

こかに出没するというようなことは十分に考え

られることでございます。

それともう一点のほうでございますが、今、

商標登録の準備を進めておりまして、手続は進

んでおりますが、それが終わりましたならば、

基本的に無料で、届け出さえしていただければ

どなたにでもお使いいただけるようにしたいと

思っております。それが一番底辺を広げるいい

方法だと思っております。これは「くまモン」

が同じやり方をやっておりますので、これと同

じようなやり方をしたいということで今、研究

を進めているところでございます。

○渡辺副委員長 その方向がやっぱり大事なの

かなという気がします。スタートダッシュとい

うか、始めたときに一気呵成にやって、情報源

の洪水じゃないですけれども、わっと来るよう

な形にするのが定着度としては一番高いのかな

という気がします。
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その上でお伺いしたいんですが、不勉強で申

しわけありません。宮崎県内の宿泊というの

は、アバウトな数でいいんですが、年間どれぐ

らいあるんですか。県内のホテルとかの１年間

の宿泊数はどれぐらいですか。どのぐらいコス

トがかかるかあれなんですけれども、この間、

熊本に行って、「くまモン」の名刺がホテルの

フロント横に置いてありました。思いつきなん

ですけれども、例えば、県とか公的なところが

印刷費ぐらいお金を出したとしても、ホテルに

行くと、ベッドの上とか机の上に、「いらっ

しゃいませ」とか、掃除はだれがしましたと

か、そういうのが置いてあるじゃないですか。

あんな形で、もし、こういうものがホテルの部

屋にそれぞれ置いてあるというようなことがあ

れば、宮崎に来て宿泊した方は必ず目にする。

まさにそういういろいろな策を練っていだい

て、とにかく目にするという形をとっていただ

きたいと思います。

○向畑観光推進課長 宿泊者数ですが、観光庁

が出している宮崎県内の従業員が10名以上のホ

テル・旅館の宿泊者数が248万余になっておりま

す。

○小八重みやざきアピール課長 私も熊本の方

から、「くまモン」の形をしている名刺をいた

だきまして、名刺入れの中にきちっとしまって

あるぐらい印象が深いものでございます。でき

たらそういったものをつくりたいと思います

し、例えば、いろんなイベントのときに、紙で

つくったサンバイザーですとか、あるいは名刺

の台紙ですとか、こういったものについては県

のほうでも、どこかつくっていただけるところ

が、あるいは県がみずからつくるとかいうよう

な形で、いろいろ露出が可能なグッズについて

は積極的に研究をし、つくっていきたいという

ふうに考えております。

○渡辺副委員長 最後にしますが、デスティ

ネーションキャンペーン、この間、大阪に行っ

たんですが、駅でいろんな形のアピールのグッ

ズが実際に張ってあって、熱心に取り組まれて

いることがこうやって反映されているんだな

と、議会にかかわる立場として非常にうれしく

思いました。「極情の旅」のポスターもすばら

しいと思います。あれは、なかなか目にしない

という気がしますので、また目にできるといい

なと思います。意見として終わります。

○松村委員長 質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 その他の報告事項、質疑はござ

いませんので、次、その他に移ります。その他

で何かございませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 その他もございませんので、そ

れでは、以上をもって商工観光労働部を終了い

たします。執行部の皆様、本当に御苦労さまで

ございました。

暫時休憩いたします。

午後２時12分休憩

午後２時19分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

本委員会に付託されました議案等についての

説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明がすべて終

了した後によろしくお願い申し上げます。

○児玉県土整備部長 商工建設常任委員会の皆

様方には、かねてから県土整備行政の推進につ

きまして、格段の御指導、御協力をいただいて

おりまして、厚くお礼申し上げます。

説明に入らせていただきます前に、２点、御
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報告を申し上げます。

まず、国の第３次補正予算についてでござい

ます。国の平成23年度第３次補正予算の成立に

伴いまして、先日、国土交通省の公共事業費の

配分が公表されました。今回の国の補正予算に

は、東日本大震災の被災地の復興を推進する事

業のほか、東日本大震災を教訓としまして、災

害に強い社会基盤整備を初めとする国民生活の

安全・安心の確保に取り組むための予算が計上

されておりますが、本県関連分といたしまし

て、直轄事業で約80億円、補助・交付金事業で

約18億円の予算が配分されたところでありま

す。今回の配分は、国に対する県のこれまでの

要望等が考慮されたものと考えておりますが、

今後とも、本県の社会資本整備を計画的に進め

るための予算確保と整備のおくれている地方へ

の配慮について、引き続き国に要望してまいり

たいと考えております。

次に、道路の開通についてであります。平

成17年度から整備を進めておりました国道325

号、高千穂町の河内バイパスにつきましては、

今月20日に開通の運びとなりました。委員会を

初め、県議会の皆様のこれまでの御支援に対し

まして、厚くお礼申し上げます。

それでは、今回の委員会で御審議いただきま

す県土整備部所管の議案等につきまして、その

概要を御説明いたします。

お手元に商工建設常任委員会資料を配付いた

しておりますが、それをごらんいただきたいと

思います。

まず、資料の表紙をめくっていただきまし

て、目次をごらんいただきたいと思います。御

審議いただきます議案を２ページにわたって記

載しております。さらに１枚めくっていただき

ますと、報告事項とその他の報告事項を記載し

ております。それぞれ担当課ごとに記載してい

るところでございます。

まず、議案についてでございますが、先ほど

御報告いたしました、国の補正予算に伴う公共

事業等に係る予算議案のほか、工事請負契約の

締結が１件、条例の一部改正が４件、公の施設

の指定管理者の指定関係が５件であります｡

次に、報告事項につきましては、道路や県営

住宅の管理に関して、損害賠償額を定めたこと

についてでございます｡

最後に、その他の報告事項としまして、子育

て世帯向け期限つき入居の募集結果についてで

あります｡

以上が当委員会で御審議いただきます議案等

でございますが、詳細につきましては、それぞ

れ担当課から説明させますので、よろしくお願

いしたいと思います。

なお、本日は、営繕課長が忌引のため委員会

を欠席しております。代理としまして、総括課

長補佐の川野が出席いたしておりますので、よ

ろしくお願いいたします。以上でございます。

○江藤管理課長 管理課でございます。

まず、議会提出資料につきまして、御説明い

たします。各課が本日の委員会で説明に使用い

たします資料は、１つ目がお手元の平成23年11

月定例県議会提出議案（議案第１号～第32

号）、２つ目が平成23年11月定例県議会提出議

案（議案第33号）、３つ目が平成23年11月定例

県議会提出議案（議案第36号）、４つ目が平

成23年度11月補正歳出予算説明資料、５つ目が

平成23年度11月補正歳出予算説明資料（議案

第36号）、６つ目が平成23年11月定例県議会提

出報告書でありますが、今申し上げました１つ

目と２つ目、３つ目の議案の関係、それと６つ

目の報告書につきましては、県土整備部関係分
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を抜粋しまして、お手元の商工建設常任委員会

資料にまとめておりますので、この委員会資料

で説明させていただきます。

それでは、委員会資料の１ページをお開きく

ださい。県土整備部の11月補正予算の概要につ

いて御説明いたします。

この表は、今回の補正額及び補正後の額など

を一覧にした県土整備部の予算総括表でありま

す。今回の補正は２回に分かれておりまして、

平成23年度11月補正額Ｄと11月追加補正額Ｅで

あります。まず、11月の初回分で２億円の増額

をお願いしております。これは、河川課の河川

受託事業の増額であります。次に、11月追加補

正額Ｅ欄につきましては、国の３次補正予算に

伴う公共事業の増額であります。33億3,855

万6,000円の増額を願いしております。一般会計

と特別会計を合わせた今回の補正総額は、35

億3,855万6,000円の増額で、補正後の予算は844

億6,142万9,000円、前年度同期比で99.4％と

なっております。

次に、２ページをお開きください。国の３次

補正予算に伴う公共事業の追加補正の内訳につ

いて御説明いたします。

まず、２の補助公共事業であります。道路事

業が３億6,784万円、河川事業が２億730万円、

砂防事業が４億2,110万円、港湾事業が３億565

万9,000円、合わせまして13億189万9,000円の増

額であります。

次に、３ページをごらんください。３の地方

道路交付金事業であります。道路事業で５

億2,153万1,000円の増額であります。

次に、４の直轄事業負担金であります。国が

直轄で行います道路や河川、高速道等の事業費

の増額に伴い、合計で15億1,512万6,000円の増

額であります。

次に、４ページをお開きください。一般会計

の繰越明許費補正であります。

太線で枠囲みしております11月議会申請の欄

が、今回お願いしております繰越明許費であり

ます。今回は、初回補正分と国の３次補正予算

に伴う追加補正予算であります。まず、初回補

正分でありますが、追加分として12事業の23

億9,410万円、変更分として、９月議会で御承認

いただきました事業につきまして、61億8,403万

円の増額であり、合わせまして85億7,813万円と

なります。繰り越しの主な理由は、関係機関と

の調整や用地交渉及び工法検討に日時を要した

こと等によるものであります。次に、追加補正

分が17億6,113万2,000円の増額であります。繰

り越しの理由は、国の予算内示の関係により、

工期が不足することによるものであります。こ

の結果、平成24年度へ繰り越します一般会計の

繰越明許費は、９月議会までの承認額に11月議

会申請額を合わせまして、22事業の184億1,627

万4,000円となります。

５ページから７ページにかけましては、繰り

越しの事業ごとの内訳を掲げております。

次に、８ページをお開きください。一般会計

の債務負担行為の追加であります。これは、河

川課の河川受託事業費と港湾課のサンビーチ一

ツ葉、都市計画課の各公園及び建築住宅課の県

営住宅の指定管理による管理運営委託に伴うも

のであります。

次に、９ページをごらんください。港湾整備

事業特別会計の債務負担行為の追加でありま

す。これは、港湾課の宮崎港マリーナ施設の指

定管理による管理運営委託に伴うものでありま

す。

県土整備部の11月補正予算の概要について御

説明いたしました。
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管理課は以上でございます。

○白賀道路建設課長 道路建設課でございま

す。当課の補正予算につきまして、御説明いた

します。

国の補正予算に伴う追加補正予算でありま

す。お手元の平成23年度11月補正歳出予算説明

資料（議案第36号）の47ページをお開きくださ

い。追加補正予算額は、６億5,230万円の増額を

お願いしております。補正後の予算額は242

億3,690万2,000円となります。

以下、内容について御説明いたします。

49ページをお開きください。まず、（事項）

直轄道路事業負担金であります。これは、国

道10号延岡道路など、道路改築に伴う県の負担

金で、４億2,240万円の増額であります。

次に、（事項）地方道路交付金事業費であり

ます。これは、緊急輸送道路における老朽橋対

策やのり面対策など、防災に資する道路整備を

行うもので、２億2,990万円の増額をお願いする

ものであります。

補正予算につきましては、以上であります。

次に、議案第15号「工事請負契約の締結」に

ついて御説明いたします。

委員会資料の10ページをお開きください。主

要地方道宮崎西環状線社会資本整備総合交付金

事業、松橋工区で進めております跡江川橋橋梁

上部工の工事請負契約の締結についてでありま

す。下に位置図を示しておりますが、まず、工

事の概要につきまして、次の11ページで御説明

いたします。上の平面図をごらんください。図

面右側で市道下川原有田線に接続しますが、こ

の道路は、大淀川右岸側の堤防兼用道路であり

まして、このさらに右側が、北方向になります

けれども、現在施工しております新相生橋にな

ります。跡江川橋は、橋長227メートルで、一番

下の横断図を見ていただきますと、幅員22メー

ターの４車線道路でございます。

10ページに戻っていただきまして、１としま

して跡江川橋の概要を、２に跡江川橋上部工工

事の概要を記載しております。

３の工事請負契約の概要をごらんください。

まず、入札に係る流れでございますけれども、

７月27日に３者ＪＶによる総合評価で入札を行

う旨公告しまして、９月27日に開札し、落札業

者を決定したところであります｡（１）契約金額

は10億3,422万9,000円、（２）契約の相手方は

ピーエス三菱・内山・岡﨑特定建設工事共同企

業体、工期としましては、平成25年３月20日ま

でとしております。

道路建設課は以上でございます。

○谷口道路保全課長 道路保全課でございま

す。当課の補正予算について御説明いたしま

す。

お手元の平成23年度11月補正歳出予算説明資

料の51ページをお開きください。追加補正予算

額は、国の３次補正に伴うもので、６億5,947

万1,000円の増額をお願いしております。補正後

の予算額は132億4,980万1,000円となります。

以下、内容について御説明いたします。

53ページをお開きください。まず、（事項）

公共道路維持事業費であります。これは、災害

時の救急救命活動を支える緊急輸送道路とも

なっている一般国道の防災対策や橋梁の耐震補

強を行う事業で、３億6,784万円の増額でござい

ます。

次に、（事項）地方道路交付金事業費であり

ます。これは、緊急輸送道路や災害時に集落が

孤立化するおそれのある県道の防災対策や橋梁

の耐震補強を行う事業で、２億9,163万1,000円

の増額であります。
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道路保全課につきましては、以上でありま

す。

○野中河川課長 河川課であります。当課の補

正予算について御説明いたします。

まず、11月初回分の補正要求であります。

お手元の平成23年度11月補正歳出予算説明資

料の67ページをお開きください。当課の補正予

算額は２億円の増額をお願いしております。補

正後の予算額は193億4,102万円となります。

内容について御説明いたします。

69ページをお開きください。河川改良費の

（事項）河川受託事業費であります。これは、

河川事業の実施に伴い、市町村などから委託を

受けて橋梁のかけかえ工事などを実施する事業

で、今回、都城市から丸谷川の災害関連事業の

実施に伴い、橋梁工事の委託を受けたことによ

り、２億円の増額であります。

次に、国の補正予算に伴う追加補正予算につ

いてであります。

お手元の平成23年度11月補正歳出予算説明資

料（議案第36号）の55ページをお開きくださ

い。追加補正予算額は、９億3,687万7,000円の

増額をお願いしております。補正後の予算額

は202億7,789万7,000円となります。

以下、内容について御説明いたします。

57ページをお開きください。まず、河川改良

費の（事項）公共河川事業であります。これ

は、国の３次補正に伴いまして、広域河川改修

事業や水防災事業などで事業を実施中の一ツ瀬

川ほか４河川におきまして、河川堤防の耐震

化・液状化対策や水門等の耐震化・自動閉鎖化

を行う事業で、２億730万円の増額であります。

次に、（事項）直轄河川工事負担金でありま

すが、これは、国が大淀川や小丸川、五ヶ瀬川

で堤防・水門の耐震対策、水門ゲートの高速化

などを行う事業に対する県の負担金で、７

億2,957万7,000円の増額であります。

河川課につきましては、以上であります。

○東砂防課長 砂防課でございます。当課の補

正予算について御説明いたします。

引き続き、お手元の平成23年度11月補正歳出

予算説明資料（議案第36号）の59ページをお開

きください。追加補正予算額は、４億2,110万円

の増額をお願いしております。補正後の予算額

は48億565万7,000円となります。

内容について御説明いたします。

61ページをお開きください。（事項）公共砂

防事業費であります。これは、災害が発生した

ときに避難路や緊急輸送路となる道路を土砂災

害から保全するため、砂防堰堤の整備や地すべ

り対策工事を行う事業で、４億2,110万円の増額

であります。

砂防課につきましては、以上であります。

○坂元港湾課長 港湾課でございます。当課の

補正予算について御説明いたします。

お手元の平成23年度11月補正歳出予算説明資

料（議案第36号）の63ページをお開きくださ

い。追加補正予算額は、一般会計で４億8,825

万8,000円の増額をお願いしております。補正後

の予算額は、一般会計と港湾整備事業特別会計

を合わせまして82億1,075万円となります。

以下、内容について御説明いたします。

65ページをお開きください。まず、（事項）

空港整備直轄事業負担金であります。これは、

宮崎空港において、直轄事業により、津波によ

る浸水被害を防止することを目的として、非常

用発電設備室のドアを密閉性の高いドアに改良

する事業などで、1,060万9,000円の増額であり

ます。

次に、（事項）直轄港湾事業負担金でありま
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すが、これは、細島港において、直轄事業によ

り南沖防波堤及び日向沖にＧＰＳ波浪計の整備

を行う事業で、１億7,199万円の増額でありま

す。

次に、（事項）公共港湾建設事業費でありま

すが、これは、細島港において、北沖防波堤の

整備を行う事業で、３億565万9,000円の増額で

あります。

次に、議案第25号「公の施設の指定管理者の

指定」について御説明いたします。

委員会資料の12ページをお開きください。宮

崎県港湾管理条例、公の施設に関する条例及び

都市公園条例に基づき、宮崎港マリーナ施設、

宮崎県サンビーチ一ツ葉及び県立阿波岐原森林

公園の指定管理者を指定することについて、地

方自治法第244条の２第６項の規定により、県議

会の議決を求めるものであります。

１の指定管理者候補者についてであります

が、一般財団法人みやざき公園協会、フェニッ

クスリゾート株式会社及び株式会社宮崎マリー

ナから成るマリンパークスであります。

２の指定期間についてであります。平成24年

４月１日から５年間を予定しております。

次に、３の指定管理者候補者の選定について

でありますが、（１）の公募の状況につきまし

ては、平成23年７月８日から募集を行い、４団

体から応募があったところであります。13ペー

ジをごらんください。（３）の審査結果につき

ましては、指定管理者候補者選定委員会におけ

る審査の結果、最も高い得点を得たマリンパー

クスを選定したところであります｡

なお、すぐれた提案としまして、施設利用者

拡大のための年間を通じたイベント企画や、地

域住民や利用者の声を聞き取りやすくするため

の、地域住民や利用者団体等で構成される公園

運営協議会の設置、利用者の利便性向上のため

の年中無休化などの提案があります。

最後に、４の指定管理料についてであります

が、候補者からの提案額については、年平均額

が１億3,900万円、５年間で６億9,500万円、ま

た、指定管理料の額については、年平均額が１

億4,393万2,000円、５年間で７億1,966万円と

なっております。

候補者からの提案額に対して、指定管理料の

額が増額となる理由につきまして御説明いたし

ます。参考以下の図をごらんください。これま

で、指定管理者が行う自主事業の経費について

は、指定管理料に含まれておらず、自動販売機

の収入や参加費等が財源となっております。県

有施設における自動販売機につきましては、平

成24年度の当初予算編成方針に基づき、今後

は、県が公募による行政財産の貸し付けにより

設置を行いますので、自動販売機の収入は県の

収入となります。このため、今回、候補者が行

う自主事業の費用を確保することとし、候補者

が見込んでいる自動販売機収入額を提案額に加

え指定管理料としております。

港湾課については以上であります。

○大迫都市計画課長 都市計画課であります。

当課からは、３件の条例の改正と３件の指定管

理者の指定、合わせて６件の議案について御説

明いたします。

お手元の委員資料の14ページをお開きくださ

い。まず、議案第７号「宮崎県における事務処

理の特例に関する条例の一部を改正する条例」

についてであります。

１の改正の趣旨でありますが、（１）にあり

ますように、流通業務市街地の整備に関する法

律や都市再開発法に基づく知事の権限の一部に

ついて、条例に基づいて延岡市等に移譲するた
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め、関係規定の追加を行うものであります。ま

た、あわせて、（２）にありますように、「地

域の自主性及び自立性を高めるための改革の推

進を図るための関係法律の整備に関する法

律」、いわゆる第２次一括法の施行により、土

地区画整理法や都市計画法等の法律が改正さ

れ、これまで条例に基づいて移譲していた事務

の一部が法に基づき市に権限移譲されることに

伴い、所要の改正を行うものであります。

２の改正の内容でありますが、（１）の条例

に基づき新たに移譲するものといたしまして、

①の「流通業務市街地の整備に関する法律」に

関する所有権などの権利の設定等の承認に関す

る事務など４事務を延岡市に、また、②の「都

市再開発法」に関する市街地再開発事業の事業

計画の認可など77事務を延岡市と日向市にそれ

ぞれ移譲することとし、関係規定の追加を行う

ものであります。また、（２）の法改正に伴い

規定の改正を行うものといたしまして、①の

「土地区画整理法」から、15ページの⑤「高齢

者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する

法律」までの５つの法律に関する計29事務が、

法に基づいて権限移譲されることに伴い、関係

規定の改正や削除を行うものであります。

３の施行期日は、平成24年４月１日でありま

す。

次に、16ページをお開きください。議案第13

号「宮崎県屋外広告物条例の一部を改正する条

例」についてであります。

１の改正の趣旨でありますが、民法等の一部

を改正する法律により、未成年の後見人として

法人を選任することが可能となり、同法の附則

により屋外広告物法が改正されたことに伴い、

所要の改正を行うものであります。

２の改正の内容でありますが、屋外広告業の

登録に関しまして、申請者が未成年であり、そ

の法定代理人が法人である場合の（１）の登録

申請書の記載事項や（２）の登録拒否の要件な

どの規定を新たに追加するものであります。

３の施行期日でありますが、条例の公布の日

から７月以内に規則で定めることとしておりま

す。

次に、17ページをごらんください。議案第33

号「都市公園条例の一部を改正する条例」につ

いてであります。

１の改正の趣旨でありますが、都市公園内に

設置する自動販売機につきまして、公募により

設置許可を行うことに伴い、使用料の金額など

所要の規定を追加するものであります。

２の改正の内容でありますが、表にあります

ように、自動販売機の設置許可による使用料

を、１台１年につき、立地条件等を勘案して知

事が定める額として定めるものであります。な

お、公募につきましては、別途、詳細な規程を

定めて実施することとしておりますが、その規

程の中で、知事が定める額について、下の米印

にありますように、有効な応募申し込みのう

ち、提示のあった最高の金額に消費税を加えた

額として定めることとしております。

３の施行期日は、平成24年４月１日でありま

す。

次に、18ページをお開きください。議案第26

号から28号までの「公の施設の指定管理者の指

定」について御説明いたします。

これらの議案は、公の施設に関する条例第10

条の２第３項及び都市公園条例第15条の３第３

項により都市公園等の指定管理者を指定するこ

とについて、地方自治法第244条の２第６項の規

定により、県議会の議決を求めるものでありま

す。
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まず、県立平和台公園及び宮崎県総合文化公

園についてであります。

１の指定管理者候補者は、株式会社馬原造園

建設で、指定期間は、平成24年４月１日からの

３年間であります。

３の指定管理者候補者の選定についてであり

ますが、（１）の公募の状況につきましては、

平成23年７月８日から募集を行い、２団体から

応募があったところであります。19ページをご

らんください。（３）の審査結果につきまして

は、指定管理者候補者選定委員会における審査

の結果、株式会社馬原造園建設が最も高い得点

を得ています。また、（４）の選定理由にあり

ますように、視覚障がい者も楽しめる「香りの

花壇コーナー」の増設や「パークマスター制

度」の充実などのすぐれた提案がございまし

た。

４の指定管理料についてでありますが、先ほ

ど港湾課が説明しましたとおり、候補者の提案

額に自動販売機収入見込み額を加えた額を指定

管理料の額としており、平均年額は8,305万円、

３年間で２億4,915万円となっております。

20ページをお開きください。次に、県立青島

亜熱帯植物園及び宮崎県総合運動公園について

であります。

１の指定管理者候補者は、一般財団法人みや

ざき公園協会で、指定期間は、平成24年４月１

日からの３年間であります。

３の指定管理者候補者の選定についてであり

ますが、（１）の公募の状況につきましては、

２団体から応募があったところです。21ページ

をごらんください。（３）の審査結果につきま

しては、指定管理者候補者選定委員会における

審査の結果、一般財団法人みやざき公園協会が

最も高い得点を得ています。また、（４）の選

定理由にありますように、関係機関や地元との

協働や、ボランティア団体の育成に努めるとと

もに、「ブーゲンコレクション展」の充実な

ど、地域の活性化に資するすぐれた提案がござ

いました。

４の指定管理料についてでありますが、議案

第26号と同様に、候補者の提案額に自動販売機

収入見込み額を加えた平均年額は１億1,071

万6,000円、３年間で３億3,215万円となってお

ります。

22ページをお開きください。最後に、特別史

跡西都原古墳群についてであります。

１の指定管理者候補者は、一般財団法人みや

ざき公園協会で、指定期間は、平成24年４月１

日からの３年間であります。

３の指定管理者候補者の選定についてであり

ますが、（１）の公募の状況につきましては、

３団体から応募があったところであります。23

ページをごらんください。（３）の審査結果に

つきましては、指定管理者候補者選定委員会に

おける審査の結果、一般財団法人みやざき公園

協会が最も高い得点を得ています。また、

（４）の選定理由にありますように、関係機関

や市民との協働に努めるとともに、西都原周辺

の歴史資源・自然環境資源と結びつける「西都

原フィールドミュージアム構想」などのすぐれ

た提案がございました。

４の指定管理料についてでありますが、当公

園は自動販売機が設置されておりませんので、

候補者の提案額である平均年額2,495万円、３年

間で7,485万円が指定管理料の額となっておりま

す。

都市計画課の説明は以上であります。

○伊藤建築住宅課長 建築住宅課でございま

す。委員会資料の24ページをお開きください。
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議案第４号「使用料及び手数料徴収条例の一部

を改正する条例」についてであります。

１の改正の理由は、「高齢者の居住の安定確

保に関する法律の一部を改正する法律」の施行

に伴い、従前の高齢者円滑入居賃貸住宅の登録

制度は廃止となり、新たに、サービス付き高齢

者向け住宅の登録制度が創設されましたことか

ら、その登録申請手数料を徴収するために、所

要の改正を行うものであります。

25ページをごらんいただきたいと思います。

まずは、サービス付き高齢者向け住宅登録制度

の概要について御説明いたします。

１の目的、高齢者が住みなれた地域で、必要

な介護や医療を受けながら安心して暮らすこと

ができるよう、一定のバリアフリー構造等を有

し、高齢者の生活を支援するサービス付き高齢

向け住宅の供給促進を図ることを目的とするも

のであります。

２のサービス付き高齢者向け住宅の登録の手

続につきましては、県と宮崎市で行いますが、

主な登録基準としましては、①の住宅の規模・

設備面では、各居住部分の床面積は原則とし

て25平米以上で、各居住部分には、台所、水洗

便所等を備えることや、手すりの設置などのバ

リアフリー構造が義務づけされております。②

の生活支援サービスの提供としましては、少な

くとも安否確認と生活相談サービスを提供する

ことが必須とされており、入浴等の介護、食事

提供等のサービスは、任意となっております。

③の契約内容については、専用部分が明示され

た契約であること、入居者の同意を得ずに契約

解除を行わない居住の安定が図られた契約であ

ることなど、登録基準に適合することが要件と

なっております。（２）の入居の要件について

は、60歳以上の者または要介護、要支援認定を

受けている者及び配偶者等となっております。

（３）の行政による指導監督につきましては、

報告徴収、立入検査などができるようになって

おります。

次に、３の登録のメリットといたしまして

は、国の整備費の補助、税制の優遇、住宅金融

支援機構による融資があります。

なお、登録された住宅につきましては、サー

ビスの内容などの情報を登録窓口やホームペー

ジから閲覧できるようになっております。

24ページにお戻りください。２の改正の内容

ですけれども、①の登録申請手数料に改めるも

ので、中段の枠内に示してありますように、事

業の戸数に応じまして、それぞれ記載の金額と

するものであります。手数料の算定に当たりま

しては、国が示しました登録業務に係る所要時

間を参考に算定しており、九州各県とも、ほぼ

同額の設定となっております。次に、②は、従

前の高齢者円滑入居賃貸住宅の登録制度の廃止

に伴いまして、指定登録機関の規定を削除する

ものです。

３の施行期日は、改正後の条例の公布の日か

ら施行することとしております。

なお、議会提出議案書の15ページから17ペー

ジにかけましての新旧対照表についての説明

は、省略させていただきます。

県としましては、今後、高齢化が一層進んで

いく中、高齢者の居住の安定確保のために、民

間事業者の御理解と御協力をいただきながら、

この住宅の供給促進に取り組んでまいりたいと

いうふうに考えております。

次に、委員会資料の26ページをお開きくださ

い。議案第29号「公の施設の指定管理者の指

定」についてであります。

宮崎県営住宅の設置及び管理に関する条例



- 52 -

第75条第３項の規定により、宮崎ほか７土木事

務所管内の県営住宅の指定管理者を指定するこ

とにつきまして、地方自治法第244条の２第６項

の規定により、議決を求めるものであります。

まず、１の指定管理者候補者については、社

団法人宮崎県宅地建物取引業協会であります。

次に、２の指定期間は、平成24年４月１日か

ら３年間としております。

次に、３の指定管理者候補者の選定について

でありますが、（１）の公募の状況、（２）の

指定管理者候補者の選定につきましては、記載

のとおりであります。次に、27ページをごらん

ください。（３）の審査結果につきましては、

応募者２者のうち、社団法人宮崎県宅地建物取

引業協会が第１位の得点でありました。（４）

の選定理由でありますが、選定委員会の審査の

結果、総合的に最も高い得点を得たこと、これ

までの実績や事業計画の内容等から、効率的か

つ効果的に事業を確実に実施する管理能力を有

していると認められること、県営住宅の問題点

に対する認識と解決方法の提案がなされている

と判断されたものであります。

最後に、４の指定管理料についてであります

が、年額で１億8,300万円、３年間の指定期間で

５億4,900万円となっております。

建築住宅課は以上であります。

○中野高速道対策局長 高速道対策局でござい

ます。当局の補正予算につきまして、御説明さ

せていただきます。

平成23年度11月補正歳出予算説明資料（議案

第36号）の67ページをお開きください。追加の

補正予算額でございますが、１億8,055万円の増

額をお願いしております。補正後の予算額は30

億5,388万6,000円となります。

以下、内容について御説明いたします。

資料の69ページをお開きください。道路橋梁

総務費の（事項）直轄高速自動車国道事業負担

金でございます。これは、ミッシングリンクの

早期解消を図るための、国の補正予算によりま

す東九州自動車道の大分県境―北川間の整備促

進に伴う県の負担金の増額でございます。

高速道対策局につきましては、以上でござい

ます。

○松村委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。まずは議案について質疑はありませんか。

○緒嶋委員 高速道路関係の補正予算がついた

わけでありますが、将来の開通見込みというの

が、この補正がついたことで変動があるのかど

うか、開通時期が早まるのかどうか、そのあた

りをどういうふうに理解すればいいわけです

か。

○中野高速道対策局長 今回の国の３次補正予

算の本県への高速道関係の配分につきまして

は、今ほど御説明申し上げました東九州道の大

分県境―北川間の10億7,000万円に加えまして、

並行する直轄国道10号延岡道路の北川―延岡

ジャンクション間の19億8,000万円を合わせまし

て35億円余りが計上されているということでご

ざいます。今回の追加配分による効果というこ

とでございますけれども、直轄から伺っており

ますのは、まず事業の進捗全体のスピードアッ

プをこの予算で図るということがございます。

特に、供用年度の近いものについて、区間での

工事を前倒しして事業の着実な進捗を図るとい

うことが、今回の補正予算のねらいということ

で伺っております。具体的には、東九州道でい

きますと、県境―北浦間は平成24年度供用目標

となっております。また、北川―須美江間は現

在、平成25年度供用目標ということで言ってい

ただいております。10号の延岡道路の北川―延
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岡ジャンクション間、これも平成24年度の供用

目標ですが、これらの区間におけるトンネル内

の舗装工事等を前倒ししてやるということで

伺っておるところでございます。今回の補正の

措置だけでは、例えば、供用年度の前倒しが議

論されております北川―須美江間、25年度と

なっておりますが、これの前倒しが図れるとい

うようなことは今のところは聞いておりません

が、現在、予定されているものを先食いしてい

くということでございますので、来年度の予算

とあわせてそういったものが出てくる可能性が

あるということでございます。今回の補正予算

だけで供用の前倒しということには至らないと

いうふうに聞いております。

○緒嶋委員 来年度の予算次第では開通時期と

いうか、予定されておるものの開通が早まると

いう可能性はあるわけですか。来年の予算がわ

からんから明確には言えないけど、可能性とし

ては……。

○中野高速道対策局長 おっしゃるとおりでご

ざいまして、まさに来年度予算の状況によりま

して、今回、補正で前倒しした分で効果が生じ

てくるということは十分あり得るというふうに

考えております。

○丸山委員 10ページの工事請負契約の締結に

ついてお伺いしたいんですが、９月の定例県議

会で上がってきたときには、相生橋の場合には

８ＪＶだったんですが、今回の応募はどれぐら

いあったんでしょうか。

○白賀道路建設課長 今回は９ＪＶから応募が

ございました。

○丸山委員 ちなみに、落札率というのはどれ

ぐらいというふうに考えたらいいでしょうか。

○白賀道路建設課長 今、計算はしていないん

ですけれども、総合評価で実施しましたけれど

も、率自体は計算して後ほど……。

○松村委員長 道路建設課長、後ほど答弁をお

願いします。

○丸山委員 前回の議案の中でも言ったんです

が、できるだけ地元の下請なりを使っていただ

きたいということで、たしか、緒嶋委員のほう

からもあったんですが、下請を使うに当たって

今後、総合評価で実施してもらうようなことを

お願いしていたと思うんです。すぐにはできな

かったと思いますが、今後はそういう方向もあ

り得るということで考えてよろしいでしょう

か。地元を使うことによって総合評価が高くな

ると……。

○満留技術企画課長 総合評価落札方式におけ

る地元企業の活用についてでありますけれど

も、現在、私ども、各発注機関のほうに、そう

いう制度を導入したときにどういう課題がある

かということについて意見を聞いているところ

です。また今後、関係団体の方々にも御意見を

伺った上で、地産地消という観点もありますの

で、そのあたりを考慮しながら検討してまいり

たいと考えております。

○丸山委員 広い意味の地産地消というのも本

会議でもあったと思いますので、お願いしたい

と思います。

次、指定管理についてお伺いしたいんです

が、港湾課、都市計画課含めて公園協会が結構

多いなというイメージがあるんですが、これに

関して、公園協会自体は民間という感じでとら

えているのか。イメージ的には幅広く公に資す

るというイメージもあるんですが、どうとらえ

ていらっしゃるかというのをまずお伺いしたい

と思います。

○大迫都市計画課長 指定管理者におきまして

は､一般の企業、ＮＰＯ法人、組合、そういった
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ものすべて応募できるということになっており

ますので、一般の企業として取り扱っておりま

す。

○丸山委員 以前に公園協会のあり方につい

て、県のＯＢがいらっしゃるということでした

が、把握されているだけで構わないんですけれ

ども、職員を含めて、どれぐらい県の関与があ

るというふうに思ったらいいでしょうか。

○大迫都市計画課長 委員の御質問は、公園協

会に県の職員のＯＢが担当も含めて何人いるか

という御質問だと思いますけど、今、手元に資

料がありませんので、正確なところはまた後で

回答を申し上げます。

○丸山委員 12ページのマリンパークスのこと

でお伺いしたいんですが、フェニックスリゾー

トが入っているんですが、一部の事案の中で、

フェニックスリゾートが結婚式の表示の問題

で、偽造じゃないけど、ちょっと違うのが出て

いたというのがあったと思うんですが、そのよ

うなことは今回の審査の中で何らか加味される

ことがあったのか。例えば、建設業の場合には

指名停止とかもあったりするものですから、そ

ういう取り扱いになるのかどうなのかというの

をお伺いしたいと思います。

○矢野空港・ポートセールス対策監 今回のマ

リンパークスの中におけるフェニックスリゾー

トなんですが、３者それぞれの特徴を生かした

提案ということで選ばれておりまして、その提

案の中に、フェニックスリゾートに関しまして

は、いろんな企画力、国際的な芝の管理、そう

いったノウハウの面で出ております。偽造につ

いての評価というのは今回の提案評価の中では

いたしておりません。

○丸山委員 わかりました。

今回の場合には２つの施設を１つにまとめた

ということで、競争も激しかったというふうに

思っているんですが、主な選定理由が書いてあ

るんですが、ほかと違い、ここがよかったとい

うのを細かく点数で評価していると思うんです

が、選定に当たっての評価基準は、どのような

形でつくられているのかというのをお伺いした

いと思います。

○矢野空港・ポートセールス対策監 まず、採

点するときですけど、選定基準というのを大き

く５項目設けております。それは、住民の平等

な利用の確保、臨海公園・県立阿波岐原森林公

園の効用を最大限に発揮する事業計画、３番目

として経費の縮減、４番目として事業計画を着

実に実施するための管理運営能力、５番目とし

て地域への貢献など、この５項目の選定基準の

中をさらに細かく審査項目を設けておりまし

て、それぞれの委員の方がそれぞれの細かい項

目を配点していく、そのトータル点数で評価し

ていくというふうにしております。

○丸山委員 公園ということで、いろんな樹木

の管理をするには、技術力とか、これまで適切

に管理されていたかというのも評価の対象では

ないかと思います。それはこれまでも２つの施

設がやっていたと思うんですが、それぞれよ

かった点、悪かった点あったと思います。その

辺の評価もされたというふうに考えてよろしい

んでしょうか。

○大迫都市計画課長 選定委員会そのものを２

回開いております。第１回では、今、委員が申

されました選考の基準、選考の項目、評価する

項目、配点、そういったものについて御審議い

ただいて、そこで皆さんのコンセンサスを得て

おるというふうに考えております。また、選定

委員の方々には、実際に私どもと現地を検分し

ていただいて、現地の状況、そして現在の指定
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管理者がどういうことをしておるということを

御説明しております。それに基づきまして、募

集が終わりましたら第２回の選定委員会を開き

まして、きょう、議案として提出しております

指定管理者候補者を選定しております。その評

価の中におきまして、今、管理しておる団体に

ついての評価につきましては、事業計画を着実

に実施しておるかどうか、そういった管理運営

能力があったかどうかという部分で、評価の中

に加わってきているものと考えております。以

上です。

○丸山委員 ５項目があって、さらに細分化し

ていると思うんですが、それについてそれぞれ

どんな点数をつけられたのかというのがわかれ

ば、どういう評価をされたのかというのを見て

みたいものですから、もし可能であれば、後か

らでも資料提供をお願いしたいというふうに

思っております。

○大迫都市計画課長 当然、委員会の資料とい

たしまして、評価を数値化して合計を出して、

５名の委員の方の合計値で最も得点の高かった

方を選定しておりますので、そういった委員会

内部の資料はございます。第２回の委員会その

ものにつきましては非公開ということでやって

おりまして、現在、一般の方からも資料の情報

開示というのはいただいておりますが、非公開

ということですので……。

○濱田県土整備部次長 今、丸山委員の要請

は、選定委員会で各委員が採点したその採点表

は出せないかということでございますが、確認

をしなきゃいけないと思っていますけれども、

私個人の考えとしては、だれがどういう点数を

つけたかという委員名を伏せた形では出せるん

じゃないかと思っております。これは確認をと

らせていただきたいと思います。確認した上で

出せるということであれば、出させていただき

たいと思います。

○大迫都市計画課長 今、確認をとりまして、

委員名を伏せれば出せるということです。

○丸山委員 ぜひ、このマリーナだけじゃな

く、ほかの公園も含めて見させていただきたい

と思っております。

○松村委員長 あしたの委員会までには出せま

すか。

○大迫都市計画課長 はい、準備いたします。

○丸山委員 あと、自動販売機の収入というの

は、300万ぐらいが多いんじゃないかなと思って

いるんですが、これはどういうふうにしている

のかよくわからない。利用者がふえれば自動販

売機の収入がふえる可能性もあるんですが、そ

れが一つと、西都原には置いていないからとい

うことなんですが、西都原も置いてもいいん

じゃないかなと個人的に思うんですが、それが

入っていないというのは……。その仕組みを教

えていただきたいと思います。

○大迫都市計画課長 まず、自動販売機の収入

をこれまで指定管理者がどういう使い方をして

おったかということですけども、これまでは、

販売機による販売手数料の収入につきまして

は、公園利用者に還元するための自主事業の費

用に充てておりまして、これにより公園の利用

促進に大いに貢献していたというふうに考えて

おります。ただ、今回の第３期につきまして

は、平成24年度の当初予算編成方針から、県の

歳入増を図るために県全体の取り組みとして公

募するということになりましたので、公園内に

設置してあります自動販売機についても公募す

るということにしたものでございます。今まで

は、先ほど申しましたように、自主事業の財源

として指定管理者がその収益を使っておったと



- 56 -

いうことで、今回の公募につきましては、公募

期間が７月から９月までの２カ月間を設定して

おったんですが、先ほど申しました当初予算の

編成方針というのが10月に出まして、募集が終

わった後でこの方針が決まったということで、

自主事業のために自販機の収入を乗せたという

ことでございます。

もう一つ、西都原公園に自動販売機を設置で

きないのかという件でございますけれども、指

定管理者のほうもそういう提案を持っておりま

した。ところが、あそこには西都市の観光協会

とか地元の自治会もございまして、特に自治会

長さんが、あそこは史跡であるし、古代に思い

を馳せる景観が欲しいということで、公園内に

自販機は置かないでくれという要望がございま

して、それで置いていないということでござい

ます。

○濱田県土整備部次長 委員会資料の13ページ

で御説明をさせていただきたいと思います。下

のほうに「参考」とございます。ここに「従

前」と「今回」という例が示してございまし

て、従前は、指定管理者に支払う額としまして

は、いわゆる県が管理代行をお願いしている部

分について指定管理料を支払っておりまして、

指定管理者はそれ以外に自主事業というのを

やっておりました。それは、それに参加する

方々からの参加費と自動販売機からの収入をそ

の財源として充てておりました。今回も、第３

期の指定管理者募集に当たりましては、従前と

同じように、自主事業についての財源は自動販

売機の収入を充てるという前提で提案をしてい

ただいております。ところがその後、今、都市

計画課長が申しましたように、自動販売機につ

いては公募するということで、これは県の収入

になるということで、指定管理者候補者が見込

んでおりました自主事業の財源である自動販売

機の収入がなくなったということでございま

す。ただし、自主事業は評価しており、実施し

ていただく必要がありますので、それに見合う

財源を指定管理料に上乗せして、その分を県か

ら支払うということでございます。

○丸山委員 ようやくわかったんですが、受け

る側からすると、自主事業は自動販売機収入の

年間300万円ぐらいをプラスしているんですが、

本来は500万円ぐらいの自主事業収益を上げるつ

もりだったところも、ほかの提案としてはある

というふうに思っていいのか。200万円ぐらいで

自主事業をやろうと思っていたが、300万円追加

になるから運営がやりやすくなるということも

考えていいんでしょうか。

○大迫都市計画課長 先ほど濱田次長が申しま

したように、自動販売機の収入は、応募した提

案者が、それぞれ自主事業の財源として自販機

収入をこれだけ見込むということで提案がなさ

れておりますので、その自主事業の提案をき

ちっと履行していただくためには、その提案の

あった額について今回加えたということで、提

案額になっておると。

○原委員 今の指定管理者ですけど、まずお

尋ねしたいのが、どうやって委員の選定をやっ

ておられるのか。あるいは自主的に手を挙げら

れて来られているのかということ。

それと、委員が決まったときの公表。事前か

事後かということ。

それと、点数が、小数点以下のものとそうで

ないものがあるんですね。小数点ということは

かなり細かく点数をつけておられるようですけ

ど、その違い。

それと、都市計画課は３つとも同じメンバー

でやっておられます。建築住宅課だけが別な選
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定委員名になっているわけですけど、どういう

ことでこうなるのか。それは①の委員の選定の

ハウツーと同じことだと思うんだけど、わかり

やすく教えてください。

○大迫都市計画課長 委員会資料の18ページを

ごらんください。（２）指定管理者候補者の選

定の②に委員会のメンバーを記載しておりま

す。その選定の理由でございます。まず委員に

は、この公の施設というのは公園ですので、公

園緑地、都市計画に関する学識経験者というこ

とで平岡委員長を選定いたしております。ま

た、地域交流、男女参画という視点から四方委

員を、公園利用者側の代表といたしまして齊藤

委員を、管理者の財務、経営を審査していただ

くという部分で陣委員を選定いたしておりま

す。また、これらの施設の管理運営についての

判断をしていただくということで大田原次長に

委員になっていただいております。

○伊藤建築住宅課長 建築住宅課ですけれど

も、資料の26ページを見ていただきたいと思い

ます。県営住宅の指定管理につきましては、５

名の委員のほうにお願いしておりまして、県営

住宅、これは公営住宅ですので、住宅のセーフ

ティネット、要するに住宅にお困りの方々とい

うことで、福祉の面が強うございますので、そ

ういう観点から、まず三宮委員は、大学で実際

に福祉の関係でタッチされているということ

で、学識経験者と福祉の面から。それから西委

員は、福祉の協議会ということで福祉の面から

見ていただくということ。大塚委員は、公認会

計士でございますので、経営の面からその団体

の評価をしていただくということでお願いをし

ております。俵委員は、利用者の代表というこ

とで、現在、県営住宅の中に住んでいらっしゃ

います自治会の会長さんのほうにお願いをして

おります。内枦保委員は、管理運営を見ていた

だくということで、県土整備部の次長のほうに

お願いしております。各委員がそれぞれの分野

で採点をしていただくということでこの５名に

しております。５名の選定に当たりましては、

行政の内部の決裁で受けております。

選定の理由としましては、先ほどもありまし

たけれども、県営住宅の場合には５つ大きな項

目がありまして、県営住宅の管理をする上で

は、住民の平等な利用の確保、県営住宅の効果

を最大限に発揮する事業計画、管理に係る経費

の縮減、事業計画を確実に実施するための管理

能力、地域への貢献度、この５つの大きな項目

で評価をお願いしているところであります。以

上です。

○矢野空港・ポートセールス対策監 資料の12

ページをごらんください。ここに５名の指定管

理者候補者選定委員会メンバーを書いておりま

す。まず委員長の根岸先生ですけど、根岸先生

には、最近では新みやざき創造戦略評価委員等

に就任されたり、また、宮崎県事業仕分け委員

会やＮＰＯ提案公募型事業の審査員などを歴任

しているところでございます。専門分野が経済

政策学・地域産業政策学であり、全般的な運

営・活性化等について、幅広い観点から審査を

してもらうことでお願いしております。川島先

生は、公認会計士でございまして、その公認会

計士としての豊富な経験から、経営状況を的確

に判断していただきたいということでお願いし

ております。野崎委員は、利用者代表というこ

とでお願いしておりまして、現にサンマリーナ

宮崎にヨットを所有しておりまして、そういっ

た点からも安全管理や入出港手続等の運営面に

おいても精通しているということでお願いして

おります。福永委員は、アイロード代表取締役
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でございまして、地域間交流誌「みちくさ」の

編集長であり、地域のまちづくりや物づくりを

題材に情報発信をいろいろされておりまして、

地域交流の視点で審査のほうをお願いしている

ところでございます。それから濱田県土整備部

次長ですけど、施設の管理者として的確な判断

をしていただきたいということでお願いしてい

るところでございます。以上です。

○原委員 行政の内部の決裁で決定している

ということですが、最初のリストアップ、この

人がいいというのはどうやって選ばれたんです

か。やっぱり行政の内部でお決めになっている

んですか。

○大迫都市計画課長 委員の最初の選定につき

ましては、私どもが提案をしております。

○原委員 決まった後の委員の名前の公表で

すが、管理者候補者の皆さんが応募される前か

後か。

○大迫都市計画課長 委員の公表につきまして

は、７月８日に募集を開始いたしておりまし

て、そのときに募集要項と一緒に委員の方も公

表しております。

○原委員 それはとりあえず置いておきまし

て、点数が小数点と小数点なしがあるんですけ

ど、この違いはどういうことですか。かなりシ

ビアな評価をされているということなのかもし

れないけど、わずか1.6点という違いのものもあ

るんですね。

○大迫都市計画課長 都市公園の選定といたし

ましては、住民の平等な利用の確保と、公の施

設を最大限に発揮するかという５項目で評価を

いたしております。各評価項目につきまして按

分するということで小数点が出ておるというこ

とでございます。

○原委員 私はどうということはないんです

が、先ほど、公園協会が多いのではないかとい

う丸山委員の発言もあったわけですけど、一種

の入札みたいなものですから、やっぱりここは

ちゃんと公明正大で、周りから疑義というか、

疑問というか、そういうのがないような形にす

るのが一番いいと思いましたので、事前か事後

かということを聞いたんです。事前というのは

どうなんだろうという気が少ししないでもな

い。今聞きまして、後かと思ったんですけど。

商工観光労働部でも国民宿舎のときにその議論

をしたことがあるんですよ。事前だと、どうし

ても顔なじみだったり知っていたりするわけで

すから。評価というのは主観、客観でしょう。

これを数字に変えていくわけだけど、数字とな

ればいかにもシビアに見えるけれども、そこは

本人たちの主観、客観ですからね。今どうとい

うことは言えませんけど、そこがどうなのかな

という気がしたんで、これが前がいいのか後が

いいのかというのは、今後、疑義が出ない形に

するためには一回検討したほうがいいんじゃな

いかなと思いますので、一応そこまでに申し上

げて、質問を終わります。

○伊藤建築住宅課長 建築住宅課の採点につき

ましては、第２回の委員会で選定基準と配点を

決めておりまして、各委員100点が満点で、合計

で500点ということですので、結果的には整数に

なっております。以上です。

○髙橋委員 先ほどの指定管理料の自動販売機

の関係でまずお尋ねしますが、その前に確認し

ますけど、今回、都市公園条例の改正で自動販

売機の御提案があるわけで、１台１年につきと

いうことだから、公募は１年１年やっていくと

いうことでいいんでしょうか。

○大迫都市計画課長 自動販売機の公募につき

ましては、総務部のほうで統一事項を決めてお
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りまして、設置期間は３年を超えない範囲で定

めるということになっておりますので、都市計

画課が所管します公園につきましては、３年と

したいと考えております。

○髙橋委員 条例についてまず確認なんです

が、17ページの単位の１台１年につきというの

はどういうふうに解釈するんですか。

○大迫都市計画課長 公募をするときの金額の

設定の仕方を明確にしておかないといけないと

いうことで、１台１年での金額ということで公

募はするんですけれども、最大３年ということ

ですから、施設によっては変わる可能性がある

ということで１台１年ということで表記はいた

しております。

○髙橋委員 そこで指定管理のところに行くわ

けですけど、今までは自主事業で指定管理者に

売り上げたほど入っていたわけですね。今度は

県の収入だからということで、見込みでお願い

をしたということは、超えた分があっても、そ

れは指定管理者には行かないということです

ね。それの逆もありますね。売れなくても指定

管理者の手元に入るということですね。施設に

よっては500万近くだったり300万だったりある

みたいですが、いろんな根拠を示して見込み額

というのは定められたと思います。ただ、自動

販売機メーカーがかわる可能性がありますね。

これは聞いた話ですが、大手はもうからんでも

いいというところがあるらしいんです。高い入

札金を払っても、とにかく設置すればいいと。

そういうのもあって、そこで指定管理者が不利

益をこうむらないか。それと、ちょっと思い出

したのは、今回の歳入でも出ていたんですけ

ど、木材利用センターでしたか、宿泊者が多く

て、その分を歳入で受けるんだけど、それを今

回の補正で別なルートで指定管理者に差し上げ

ているんです。公の施設でいろんな自主事業で

知恵を出して工夫して、参加者をふやして自動

販売機の売り上げも上げた。でも、それが頭打

ちになるから、やる気といいますか、そこら

辺、ひっかかってこないのかなというのをお尋

ねします。

○大迫都市計画課長 委員会資料の19ページを

ごらんください。従前は、自動販売機の収入と

いうのが、自主事業の財源として指定管理者に

入っておったということでございます。今回

は、この分について、県が公募して取ってしま

うということになりますので、自動販売機の収

入がなくなってしまうということから、委員が

言われました見込み額というものは―今回の

応募者は、自販機の収入が今までどおり自分の

収入になるから、それを財源としてこの自主事

業をしますという提案をしてきております。提

案のあった自主事業をするための必要額を今

回、県のほうから上乗せしてやるということに

しておりまして、それが多い少ないというのは

―選定した団体がもともと応募のときに、こ

ういう自主事業をするからこれだけの財源が要

るという提案の額そのものになります。そうい

うことからしますと、指定管理者が提案以上に

費用的に不利益をこうむるということはないと

考えております。ただ、県のほうにつきまして

は、公募するという形をとりますので、一般的

には県の収入がふえるというふうに考えており

ます。

○髙橋委員 理解しようと思うんですが、例え

ば、港湾課の分は、指定期間は５年間じゃない

ですか。自動販売機の設置期間というのは最高

でも３年という上限があるとおっしゃいました

ね。途中で自動販売機のメーカーがかわってし

まう可能性はあるわけで、それは自動販売機が
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決まらないとわからないことなんでしょうけ

ど。しかし、５年間指定を受けて、自動販売機

は変わった。売り上げは自動販売機にもよると

思うんですけど―そこら辺の細かいところで

心配があるなと思って申し上げました。今度の

制度は指定料としてあらかじめ払っておくわけ

でしょう。事業がよくて参加者がふえて、予想

以上に自動販売機の売り上げが伸びたら、県は

助かりますよ。ただ、指定管理者の人たちは、

うちに入る金じゃなかったのかなというふうに

思いますね。そこらはうまく工夫できないか。

○大迫都市計画課長 都市公園につきまして

は、従前の取り扱いが、今までも３年の指定期

間でしたので、自動販売機の収入というのは、

幾らというのはわからないわけですけれども、

実績で収益があった分については、利用者の利

便性あるいはサービスの向上に資するような事

業を組んで、利用者に還元してくださいという

協定になっております。そういったことで、私

どもは収支の確認もしていっていますので、こ

れまでの自販機の収入は、増減はありますけれ

ども、利用者に対するサービスの向上に確実に

還元されているというふうに考えております。

○矢野空港・ポートセールス対策監 宮崎港マ

リーナ、臨海公園、阿波岐原森林公園のほうで

すけど、確かに、今回の指定期間が５年という

ことで、自動販売機の設置期間３年間を超える

ところではありますけど、今、都市計画課長も

お話ししましたが、提案するときの見込み額を

担保しているということで、提案者の不利益に

なることはないと考えております。

その見込み額に対して県が上乗せするもので

すから、県の収入がプラスになるかマイナスに

なるかというのは、それはまた実際にやってみ

ないとわからないというところがあります。余

りにもその開差が大きいときは、また３年後と

かに検討する必要があるかもしれないというと

ころです。

○髙橋委員 指定管理者制度というのは３年と

か５年とか期間を決めています。途中で見直し

といいますか、例えば、指定管理者側からの意

見とか要望とかあったときに、それを聞く余地

があるかどうかというのはどうなんでしょう。

○矢野空港・ポートセールス対策監 ５年間と

いう契約ではありますけど、毎年度、事業計画

に基づいて見直しというのは可能となっており

ます。

○髙橋委員 自動販売機の設置期間は最大３年

とおっしゃっていますね。それが例えば５年も

あり得るとか。指定管理者の期間が５年とかあ

るじゃないですか。そういうところも柔軟にな

れたらいいのかなという意見です。

○渡辺副委員長 関連で１問だけ。指定管理の

長期的なあり方として、今回は県側の方針にタ

イムラグがあったからこういう措置をとりまし

たということですが、例えば３年後、５年後に

改めて指定管理者の公募をするときというの

は、自動販売機に関して言えば、県としては収

入がふえているからいいことなんでしょうけれ

ども、この方針が変わらない限り、次の指定管

理の公募の際には、自動販売機の分というのは

自主事業の財源としては省かれた事業提案がな

されてくるというふうになると思うんです。そ

の際に、全体の予算の中での比率がどのぐらい

になるかわかりませんけど、指定管理に出す目

的というか、理由には、単にその場所を管理し

てもらうだけじゃなくて、自主事業をやっても

らって魅力のある公園にしたりとか施設にする

ということが大きなねらいの一つだと思うんで

すね。そのときに、県の財源がちょっとでもプ
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ラスになるという意味ではいいんですが、自主

事業の財源を圧迫しているという意味では、自

主事業のところで魅力ある提案をやりづらい、

その活動がしづらい。参加費とのバランスがど

のくらいかわからないので何とも言えませんけ

れども、そうなる可能性もあるということだと

思うんです。それについては、指定管理のあり

方として、今後、次の３年後、５年後を見据え

て考えていくときには、どういうお考えをお持

ちなのかというのを伺いたいと思います。

○大迫都市計画課長 副委員長がおっしゃると

おりだと思います。都市公園の中では、基本的

に営利企業というのが禁止されておりますの

で、利用促進のための自主事業の財源をどんど

ん捻出していくというのはなかなか難しい状況

にございます。こういうことも含めますと、利

用者へのサービス低下を招くおそれがあります

ので、次期公募の手法については、総務部等関

係機関と協議をして、やはり自主事業をやって

いただいて、サービスの低下を招かないような

形で考えたいというふうに考えております。

もう一点、先ほど、丸山委員のほうから、公

園協会のＯＢの方は何名ぐらいかという御質問

がございまして、公園協会の正職員は14名おる

んですけれども、ＯＢはゼロでございます。期

限つきの契約職員が２名、理事１名、計３名と

いうことでございます。契約職員はＯＢが２名

と申しましたけれども、全体では75名。理事は

全体で４名、１名がＯＢということです。

○松村委員長 ほかに質疑はございませんか。

○丸山委員 勉強不足で申しわけないんです

が、24～25ページに書いてあるサービス付き高

齢者向け住宅というのはどういう施設というふ

うにイメージすればいいのか。グループホーム

とかそういうイメージでいいのか。

○伊藤建築住宅課長 サービス付き高齢者向け

住宅というイメージなんですけれども、ちょっ

と背景がありまして、今後の高齢化社会を見る

と、高齢の単身者、高齢者夫婦のみの方々とい

うのが今後10年間で２万世帯ぐらいふえるとい

う傾向にあっています。そのために、要介護の

方々が今、介護施設等に申し込んでいるんです

けれども、要介護１とか２とか、ある程度介護

度が低い方々が申し込んでいるということで、

結果的にそういう介護施設が足りないというふ

うな状況になります。今回のサービス付き高齢

者向け住宅というのは、原則としては賃貸住宅

であります。介護施設ではありません。ただ

し、賃貸住宅なんですけれども、例えば、その

中におきましては、食事の提供とか、清掃と

か、介護とかいうことで、介護事業者がサービ

スメニューとして入れることができるというこ

とで、どちらかといいますと、通常の賃貸住宅

と介護施設の間を埋めるような、そういうふう

な中間的な位置づけになります。以上でありま

す。

○丸山委員 ちなみに、宮崎にも実際今あると

いうことでよろしいんでしょうか。

○伊藤建築住宅課長 この制度は、国のほう

が、高齢者の居住の安定確保に関する法律の一

部を改正しておりまして、この施行日が10月20

日でありますので、現在はありません。これか

らの展開になると思います。

○丸山委員 あと気になるのが、24ページに、

これまでは１件につき700円だったのが、かなり

金額が上がるのと、それが不足することによっ

て、１戸当たり100万円の補助があるということ

なんですけど、利用するほうにメリットがある

のか、県にメリットがあるのか、どういうふう

に考えればいいのかを教えていただきたい。
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○伊藤建築住宅課長 まず、手数料の考え方で

すけれども、従前の高齢者円滑入居賃貸住宅

は、高齢者が入りたいというのに対して、民間

賃貸住宅はなかなかそれを受け入れられないと

いう実態がありますので、高齢者が入ってもい

いという住宅を登録するのに700円を取っており

ました。今回は中身が全く違いまして、サービ

ス付きの高齢者向けの住宅を登録するわけです

けれども、これにつきましては、中身として

は、建物がバリアフリーなのか、どういうサー

ビスがあるかということを厳密に審査して登録

します。中身の審査が要るということで、事業

者の戸数によって今回は申請手数料を変えてお

ります。ただ、見ていただければわかりますよ

うに、10戸以内であれば２万5,000円、戸当たり

でいうと2,500円になります。100戸の場合は６

万1,000円ですけれども、100戸で割りますと610

円ということですので、それほど前と変わった

金額にはならないというふうに思っておりま

す。

○丸山委員 この事業はイメージ的には福祉分

野というイメージが強いんですけれども、県土

整備部が受けているというのが、ちょっとイ

メージがわかないのと、介護保険との差とか、

それをもう一回、改めて教えてください。

○伊藤建築住宅課長 今回の高齢者住まい法の

改正というのは、国土交通省と厚生労働省の共

管で改正をなされたもので、ハード的な建物の

供給については国土交通省の所管、どういうふ

うなサービスを提供するかということについて

は厚生労働省の所管で、両方の所管でこのサー

ビス付き高齢者向け住宅を供給・促進していく

というのが今回の改正の大きなテーマになって

おります。

○丸山委員 事業的に今からやりたいというよ

うな問い合わせとか既に来ているんでしょう

か。

○伊藤建築住宅課長 県では４件、中核市の宮

崎市で現在、２件受けております。具体的に申

しますと、県では４件で、小さい物件でありま

すと15件、大きな件数でありますと142件という

ことで、※合計260件ほどの事前相談を受けてい

る状況であります。

○原委員 今のサービス付き高齢者向け住宅

ですけど、国交省の補助ですね。11月でした

か、私の地元の隣の都城に隣接したところにで

きたんです。まだ人は入っていないんです。こ

ういう名前だったなと記憶していまして、60歳

以上の方が入れる。さっきはないとおっしゃい

ましたが、まだ入居を始めていないので、ない

という評価なのか。私も確認しないといけない

んだけど、制度適用がないということですか。

補助基準が違うなと思っておるんだけど、そこ

はちょっと認識が大きく違うなと思って、これ

からは国交省もこういう高齢者向けの住宅をつ

くるんだなと、新たな展開だなと思ってかなり

印象に残っていて、その認識の違いというのは

そういうことでしょうか。11月初めの段階でお

披露目があっただけで、予約が１件、２件の状

況でしたから。そういうことかな。

○伊藤建築住宅課長 高齢者向けの住宅という

のはいろいろな種類がありまして、例えば、軽

費老人ホームにもＡ型とかＢ型とか、ケアハウ

スとかいろんな種類がありますけれども、それ

はサービス付き高齢者向け住宅ということでの

竣工になります。

○原委員 あいまいな情報なので、今おっ

しゃった軽費とかその世界じゃないんですよ。

私も調べて確認してみます。

※63ページに訂正発言あり
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○伊藤建築住宅課長 先ほど260件と言いました

けれども、相談件数は４件で、合計しますと260

戸です。訂正いたします。

○松村委員長 質疑の途中ですけど、委員にお

諮りします。午後４時を回ったところでござい

ます。日程では午後４時までという形で最初に

お諮りしておりましたけれども、まだ質疑もあ

り、報告事項も残っておりますが、本日はここ

までとして、続きはあした午前10時からという

ことでお諮りしたいんですけれども、いかがで

しょうか。

〔｢続行｣と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 暫時休憩いたします。

午後４時４分休憩

午後４時５分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

引き続き質疑を求めます。

○内村委員 今、高齢者向け住宅事業の登録申

請手数料について議論がありましたけれども、

建築住宅課で今、申請時の指導はできるとおっ

しゃったんですが、それがどこまで建築住宅課

として携わっていけるのかをお尋ねします。書

類上でバリアフリーになっていれば、それを検

討するのか、それとも、建築確認じゃないんで

すけど、住宅ができたときにその検査までこの

課でできるのか、それをお伺いしたいと思いま

す。

○伊藤建築住宅課長 サービス付き高齢者向け

住宅というのは、まず図面で審査します。建築

住宅課でやる場合には、特にハード面ですが、

バリアフリーの構造は図面で処理できますし、

各居室の面積は25平米が基準でありますけれど

も、それ以外に台所とか水洗便所とか、こうい

うのを申請して図面を書いていただきます。建

築物をつくる場合には、各土木事務所で確認申

請というのを出しまして、各土木事務所の建築

主事が検査をいたします。そのときには完了検

査も行いますので、そこで実態的には確認する

というふうになると思います。

○内村委員 今、大きい会社になりますと、図

面を書いて建築確認も自社で全部できると思う

んですが、そういうときに不合理というのが出

てくるんじゃないかなと思うんです。前に都城

市で１件あったんですが、マンションをつくる

ときに、図面も会社でつくって、建築確認も完

工検査も全部やって、すれすれのところがあっ

て問題になっているところがある。それはこれ

では考えられないんですか。そういうことはな

いんですか。今は大きい会社は建築確認から完

了まで全部やれていると思うんです。

○伊藤建築住宅課長 設計事務所を抱えている

建設会社はありますし、設計部門がない場合に

は、設定分については分離して設計事務所に依

頼しまして、あとは建設をやるというような２

つの方法があります。

御指摘の問題になった中身というのが、今回

のサービス付き高齢者向け住宅の登録に影響す

るような内容だったのかどうかというのはわか

らないんですけれども、これにつきましては、

さっき言いましたように、高齢者向け住宅の確

認といいますか、内容の審査については本課で

やりますので、本課と出先と十分に連絡をしな

がら、審査を進めていきたいというふうに考え

ております。

○内村委員 今、業種の転換ということでこれ

に参入される企業が大分あると思うんです。こ

の前も一般質問で出したんですけれども、こう

いうものがどんどんできるけど、サービス付き

高齢者住宅でありながら、スタッフとかいろん
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な条件がそろわないうちにオープンになってき

ているような感じがあるものですから、そこの

ところの精査を、図面で最初審査されるときに

でき上がりまでちゃんとしていただくといいな

と思います。

○伊藤建築住宅課長 わかりました。そういう

ことで指導を徹底したいというふうに思ってい

ます。

○図師委員 サービス付き高齢者向け住宅とい

うのは、今まで国交省がやっていた高齢者専用

の賃貸住宅が形を変えたというか、そっちのほ

うの予算が底を尽きたといいますか、事業とし

て行き詰まり感があってこのような新たな登録

制度を設けた。民間の活力を生かした高齢者

サービスのほうに転換していく方向性が出され

たんだなと私は理解しているんです。今、原

委員が言われたのは、多分、前の国交省の財源

でつくった箱物で、中身が介護保険適用事業所

というのが結構県内にもあるんですけど、それ

が終わって、今度はこっちのほうのサービスに

変わっていく。つまり、この介護つきの高齢者

向けの住宅は、介護は介護で、施設型の介護で

はなくて、訪問型の介護を受けるというような

内容になろうかと思います。ただ、その場合も

介護保険が使えるというのはまだ決まっていな

いみたいで、利用者が訪問介護なり看護を受け

たときには10割負担する可能性とかもあります

から、入られる方の介護度が低いというのはあ

りますけれども、かなり費用負担が大きくなる

んだろうなというふうな感じは受けています。

質問は、髙橋委員も言われていたんですが、登

録料がかなり大きくなっているというのは、何

かに準ずるような規定になっているんでしょう

か。

○伊藤建築住宅課長 登録料につきましては、

審査の時間というのを国のほうが示しておりま

す。その時間を参考にしまして出させていただ

きまして、九州各県ともほぼ同じような金額に

なっております。

それから、先ほど申しましたように、100戸の

場合は６万1,000円ですけれども、戸当たりにし

ますと610円ということですので、戸当たりにす

るとそれほど金額が大きいというふうには考え

ておりません。

それから、今、国のほうが建設の融資とか税

制の優遇等への措置をやっております。10分の

１ですから、戸当たり平均900万であれば90万ぐ

らいの補助が出るということ。税制につきまし

ても、試算ですけれども、５年間で43万ぐらい

税金的に安くなりますので、これを制度的に活

用すれば、100戸つくった場合の６万円というの

はそれほど大きな負担ではないというふうに考

えております。

○髙橋委員 関連で、今の説明で確認しますけ

ど、手数料を取るのは１戸当たり610円だからそ

んなに負担はないと。ということは、この分は

入居者に行くということなんですか。

いわゆるコストがかかりますね。安否確認は

だれがするのかというのがあるでしょう。それ

でコストがかかるということは、家賃は恐らく

ある一定程度すると思うんですよ。その家賃は

大体これぐらいですというのがあれば教えてく

ださい。

○伊藤建築住宅課長 登録申請手数料というの

は、着工する前に申請をするものですから、こ

れにつきましては、事業者が手数料を納めると

いうことになります。

それと、戸当たりの家賃ですけれども、これ

は当然、民間の賃貸住宅ということで建設され

ますので、民間業者のほうは入居されないと後
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の経営が成り立ちません。恐らくその辺を考え

られての設定になるというふうに思っておりま

す。

○髙橋委員 先ほどの説明で１戸当たり610円に

なるというのは、それなりの負担を課せるとい

う解釈を私はしたんです。実は、今、先行して

こういう形態のものはあるんですね。いわゆる

一般的な高齢者を集めた住宅の隣には訪問介護

事業所があるんですよ。隣で行き来しているん

ですね。先ほど図師委員が言ったと思うんです

けど、出張介護を想定していると思うんです。

あるいは１階が訪問介護事業所になっていて、

２階以上が高齢者住宅になっていたりとかです

ね。これは厚生労働省が一本化でやってくれた

ほうがよかったのに、縦割りだなと。最初議案

を見たとき、厚生労働省だろうと思ったら、国

土交通省だったからびっくりしました。厚生労

働省がやってくれたほうがすっきりするのにな

と思いました。

○白賀道路建設課長 先ほど丸山委員の御質問

にありました跡江川橋の落札率でございます。

率だけを申し上げますと、90.06％の落札率に

なってございます。以上でございます。

○松村委員長 それでは、質疑がないようでご

ざいますので、議案については、ここで終わり

ます。

次に、報告事項に関する説明を求めます。

○谷口道路保全課長 委員会資料の28ページを

お開きください。道路の管理瑕疵に係る損害賠

償額を定めたことについて、地方自治法第180条

第２項の規定に基づきまして、御報告いたしま

す。

今回の報告は、国道265号の枝の落下事故以

下、物損事故が５件でございます。事故内容別

の内訳は、落石事故が３件、枝の落下事故及び

穴ぼこ事故がそれぞれ１件となります。発生

日、発生場所、路線名等につきましては、資料

に記載のとおりでございます。損害賠償額の範

囲でございますが、一番少ないので３万6,182

円、一番高いので36万3,439円となっており、こ

れらは、すべて道路賠償責任保険から支払われ

ることになります。引き続き道路パトロールの

徹底など、道路施設の安全確保に努めてまいり

たいと存じます。

説明は以上でございます。

○伊藤建築住宅課長 建築住宅課であります。

委員会資料の29ページをお開きください。損害

賠償額を定めたことについて、地方自治法第180

条第２項の規定に基づき、御報告いたします。

石はね上げによる車両破損事故による損害賠

償であります。平成23年７月７日に、串間市に

あります県営上浜田団地におきまして、串間土

木事務所の職員が草刈り機で団地内の草刈りを

行っていたところ、はね上げた石で団地内に駐

車してありました車両の窓ガラスを破損したも

のであります。調査の結果、事故の責任は県に

存すると判断いたしまして、記載の相手方と和

解契約を締結したものであります。平成23年10

月24日に、専決によりまして２万6,880円を損害

賠償したものであります。

建築住宅課は以上であります。

○松村委員長 執行部の説明が終わりました。

報告事項についての質疑はございませんか。

○内村委員 道路保全課にお尋ねします。23年

６月20日と７月１日、同じ場所の同じ327号線で

起こっているんですが、これは、距離的に同じ

ところなのか、場所的に大分離れているのか、

それと、人身に対するけがとかはなかったのか

をお尋ねします。

○谷口道路保全課長 場所的には近いところで
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ございます。人身ではございません。以上で

す。

○内村委員 これは落石があったのに乗り上げ

たということでしょうか。そこをもう一回お尋

ねします。

○谷口道路保全課長 下から２番目につきまし

ては、走行車両の直前に石が落ち、車両がそれ

に乗り上げて、バンパーやオイルパンなどを損

傷したものでございます。一番下につきまして

は、車に直接石が落ちまして、フロントガラス

を破損したというような事故でございます。

○内村委員 その事故の現場は、その後、補修

とか金網なんかはどんなになったんでしょう

か。

○谷口道路保全課長 すべての落石現場にすぐ

網をかけるというのは、数が多過ぎてできない

んですが、こういった箇所につきましては、優

先的に次年度の計画に盛り込むなどして、なる

だけ早く、再度その場所で発生しないような取

り組みはしているところでございます。

○松村委員長 ほかに質疑はございませんか。

○緒嶋委員 こういう場所は「落石注意」とあ

るんですけれども、どういうふうに注意すれば

いいんですか。

○谷口道路保全課長 文字のとおりでございま

す。なるだけ前方を注視していただいて、落ち

ている石に当たらないように走行するというの

もございます。例えば、見えるところに落ちて

いる石に当たった場合は、ある程度被害者の方

の過失ということで相殺されることになってお

りますので、当たらないのが一番なんですが、

そういうことでございます。

○緒嶋委員 「落石注意」というのは注意する

ほうもなかなか難しいわけですね。だから、こ

ういうところは早く安全施設をやるというのが

必要で、東臼杵の椎葉村、諸塚村あたりは特に

道路整備がおくれておるということの証左でも

あるわけですね。こういうところはできるだけ

整備を急ぐと。「落石注意」の看板も取っても

らわないかんわけですので、よろしくお願いし

ます。

○松村委員長 ほかに質疑はございませんか。

質疑がないようです。

次に、その他の報告事項に関する説明を求め

ます。

○伊藤建築住宅課長 建築住宅課であります。

委員会資料の30ページをお開きください。子育

て世帯向け期限付き入居の募集結果等について

御報告申し上げます。

１の概要にありますように、県営住宅の期限

付き入居制度につきましては、ことし６月の定

例県議会において条例改正を行ったところであ

ります。９月には宮崎土木事務所管内の第２回

定期募集におきまして、初めて宮崎市内の小戸

団地で子育て支援の一環として、子育て世帯向

けに期限付き入居の募集を実施いたしまし

て、11月に入居したところであります｡

２の募集内容としましては、対象者は、両親

と未就学児２名以上を有する子育て世帯とし、

その他は記載のとおりであります。

３の募集結果につきましては、募集戸数16戸

に対しまして42世帯の応募があり、今回の宮崎

土木事務所管内の全体の募集倍率が6.16倍に対

しまして、2.63倍となっておりました。

４のアンケート結果の概要でありますけれど

も、31ページのアンケート調査結果をごらんい

ただきたいと思います。ことしの９月11日、12

日の両日に実施いたしました入居者募集説明会

におきまして、来場者を対象にアンケート調査

を実施いたしました。161名から回答を得たとこ
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ろであります。「子育て世帯向け期限付き入居

制度については」という項目につきましては、

「よい」「どちらかといえばよい」というのを

合わせますと約９割の方が賛同した結果になっ

ておりまして、「入居期間」につきましても、

おおむね歓迎されている結果となっておりま

す。「子育て世帯が多く入居することについ

て」は、「子供同士が遊べる」とか「交流がで

きる」など、子育て世帯の交流を評価する結果

となっております。

次に、30ページにお戻りいただきたいと思い

ます。５の今後の取り組みについてであります

けれども、募集倍率やアンケート調査結果によ

りますと、県民におおむね歓迎されていること

から、対象団地の立地条件や地域のニーズ等を

勘案の上、今後は、募集団地を県下に段階的に

拡大することとしております。また、入居後の

子育て世帯に対する支援としまして、指定管理

者との協働による出前相談会を定期的に開催す

ることとしております。また、このことから、

先日、12月４日（日）に、この小戸団地内の集

会場におきまして、子育て支援活動を行ってお

りますＮＰＯ法人ドロップインセンターなどの

協力のもとに、第１回の出前相談会を実施しま

して、子供向けのイベントを行うなど、子育て

世帯の交流が図られたところであります｡

建築住宅課は以上であります。

○松村委員長 執行部の説明は終了いたしまし

た。その他の報告事項について質疑はありませ

んか。

○丸山委員 今後、非常に県民のニーズが高い

ということで、立地条件とか地域ニーズにかか

わるので、広げていきたいということなんです

けれども、宮崎市内だけというより、もう

ちょっと人口の少ない過疎地域にしてもらうと

……。学校の維持とか、串間のほうで高校もな

くなるのではないかという非常につらい意見が

出されたときに、そういう可能性もあるという

ふうに思っていいのか。これは子育てというこ

とで、都市部を中心に今後とも引き続き検討し

ていくという方向なのか。どういう考えでい

らっしゃるのか、お伺いしたいと思います。

○伊藤建築住宅課長 子育て世帯のアンケート

を見ますと、今回は16戸ほど入れているわけで

すけれども、右の一番下のほうにアンケートが

出ていますように、子育て世帯がたくさん入る

ということは、入居者の方々からは、子供同士

の交流があるとか親同士の交流があるというこ

とで、評価がすごく高くなっております。この

ような結果を見ますと、新しい団地で建てかえ

をすると割と戸数が多くなりますので、そうい

う建てかえの団地を利用しながら、県下に拡大

を図っていきたいというふうに思っています。

現在、建てかえは、年間に１団地をやっており

ますので、これを県下それぞれに拡大しながら

ということで今後考えていきたいというふうに

思っております。

○丸山委員 要望としましては、改修する団地

というのは基本的に都市部が多いんじゃないか

と。特に高原にも昔、県営住宅があったんです

が、利用者がいないから廃止になってしまった

ということなんですけれども、そういうことを

考えると、できる限りそういった考えを今後は

地方にも持っていただきたいなということをお

願いしたいというふうに思います。

○松村委員長 ほかにございませんか。

質疑がないようでございますので、それで

は、その他について何かございませんか。

○緒嶋委員 県土整備部長はどうお考えかなと

思うんですが、宮崎県の高速道路の整備率は全
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国で最低ですね。国の整備局の職員なんかを地

方に移管して二重行政をなくそうとかいう意見

があるわけですが、そういうことをやることに

よって直轄事業がなくなれば、逆に宮崎県の道

路整備そのものはおくれるんじゃないか。職員

をそれだけ抱え込んで、人件費等もどれだけ

フォローしてもらえるかもわからん中で、特に

九州は地方分権とか地方主権の中で、宮崎県が

余りそれを急ぐことは、宮崎県のために本当に

なるのかなという気がしてならんわけです。県

の事業と直轄事業とを組み合わせて道路整備、

港湾整備、河川整備等をやったほうが、宮崎県

全体のメリットのためには効率がいいんじゃな

いかなという気がします。しかし、知事会等

は、地方分権については我々と考え方がちょっ

と違うんですが、特に福岡とかある程度整備の

進んだところはそういう意見もあっていいかと

思うけど、宮崎県の場合は、立場が全然違うわ

けだし、そういう整備がおくれておるというこ

とを考えた場合に、知事と皆さん方と、考えや

ニュアンスの違いもあるかと思うんですけど、

このあたりをどういうふうに考えておられる

か、部長の意見を聞きたいと思います。

○児玉県土整備部長 非常に難しい課題であり

ますが、まず、本県は社会基盤整備が非常にお

くれているわけですね。特に直轄でやっても

らっています高速道にしても、直轄国道、河川

にしても、整備が全国的におくれている。整備

が進んだところからだんだん地方に整備の順位

が回ってくるというか、今からやっと地方整備

してもらうという段階になって、丸ごと地方に

来たときに、同じ考え方でおくれているところ

をちゃんとやってもらえるのかどうかという枠

組みがどうなるかもさっぱりわからない。ま

た、丸ごと来たときに、費用をちゃんと見てく

れるかどうかもわからない。そういう不確定な

要素がかなりありますから、今の段階でどっち

がいいとかいう判断は非常に難しいかなと思っ

ていまして、私としては、特に高速道について

は、国の責任でしっかりやってもらいたいとい

う思いでおるところでございます。知事会とし

ては、丸ごとという話も出ていますから、それ

に対しては、私どもとしては、それによるメ

リット・デメリットというものをしっかり訴え

るといいますか、話していきたいなというふう

に考えておるところでございます。

○緒嶋委員 東九州も日南から串間、志布志の

ほうに向けてもまだ基本計画であり、また、中

央道路についても整備率はわずか数％。そうな

れば、地方分権と言われても、人と金とすべて

がこちらの思うとおりに来るはずもないわけで

すね。九州でもバランスよく整備がほとんど終

わった段階で九州は一つだというような発想は

理解できるけど、今の段階で直轄をなくして、

今度も直轄の負担金等で80億も整備が進むとい

うことはありがたいことでありますが、そうい

うことを考えた場合に、拙速に地方分権だ何だ

という中で進むことが本当にいいのかというこ

とは十分考えて進まなければ、逆にそのことで

宮崎県の整備がますますおくれる可能性のほう

が高いんじゃないか。そういうスタンスで物を

進めていくという、宮崎県はそういう姿勢で進

んだほうがいいんじゃないかなと。どちらにメ

リットがあるかといっても、先の見えない中で

はメリットがあるとは言えんわけですね。だか

ら、今の形の中で国の責任で整備を急いでくれ

ということを中心に物を考えていくほうが、私

は宮崎県民のためになるというふうに思うんで

す。そういう発想で進むべきだと思うんです

が、どうですか。
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○児玉県土整備部長 委員がおっしゃる御意見

もよく理解できるところであります。私どもも

ある意味は同じ思いでありますが、県土整備部

だけの判断でもまずいでしょうから、その辺は

県の内部でもしっかり意見交換しますし、必要

な情報もとりながら、また国のほうとも意見交

換をしていきたいと考えております。

○緒嶋委員 ぜひ、お願いします。

○原委員 最近余り話題にならなくなりまし

たが、建設業の予算が少なくなったことによる

倒産状況、たまに大口があったというようなお

話も耳にするわけです。この前のテレビの報道

では、ほかの業種も含めて倒産件数は、今まで

よりは若干減ってきたという報道はありました

けど、建設業ということに限定してどういう状

況にあるのか教えてください。

○江藤管理課長 年度別で申し上げますと、建

設業につきましては、これは民間機関の調査で

ありまして、負債総額が1,000万円以上というこ

とでとらえたときに、今年10月末現在で17件と

いう状況になっております。10月自体はゼロと

いうことであります。最近の状況で見ます

と、22年度が年度全体で22件、21年度が32件と

いう状況になっております。

○原委員 傾向としては、この３年間の様子

を見ると減る傾向にあると。今年度は少し残っ

ていますけど、そういう傾向だと認識していい

でしょうか。

○江藤管理課長 20年度が建設業で57件、21年

度が32件、22年度が22件ですけれども、23年度

に入りまして、昨年と同期比で見ると10月末現

在では３件ふえております。残りが、年度でい

きますから３月までございますので、状況とし

ては微増かなという状況であります。

○原委員 この前が商工観光労働部だったん

ですけれども、リーマンショックから、またこ

こに来て東北大震災等々いろいろありまして、

景気・雇用対策というのが大きなテーマになっ

ておるわけですけれども、県土整備部でできる

景気・雇用対策とは何なのかということをテー

マとして持っていただくべきかなというふうに

思うんです。その中で一つ、住宅リフォーム制

度は内村委員からも質問があったし、議会でも

一回、全会一致だと思っていますが、請願を採

択しているわけです。本会議の答弁を聞いてい

ると、御検討というようなことで、あと一歩の

踏み出しがないなと思うんですけれども、それ

以上突っ込みませんが、我々も内部で議論しま

すけど、県土整備部でできる景気対策とは何

か。予算の制約があるのはよくわかっていま

す。国からも減っている。その中でトリガーと

いうか、引き金というか、そういうことの景気

対策、余り予算は使えないけれども、広がりの

あるような、何かそういう呼び水政策みたいな

のがあるといいがなと思っています。そこで、

具体的に出たのが住宅リフォーム制度であっ

て、広がりが多いからということですので、そ

ういうことを考えていただくとありがたい。も

し、部長に何かこれをやりたいんだというのが

あればお聞かせいただきたい。

○児玉県土整備部長 常々思っていることであ

りますが、なかなか少ない費用で大きな効果が

出る、公共事業をふやすのが一番いいわけです

けれども、すそ野が広いですから。なかなか予

算がふえない。ではどうするか。工夫せないか

んという話ですね。そこで、今よく出ているの

が住宅リフォーム。もう一つは、住宅でいいま

すと耐震対策、そういったものを県が少しお手

伝いすることによってかなり広がる部分もある

と思います。そういったことも含めて、少ない
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投資で大きな効果があるようなことについて考

えていきたいと思います。

また、今回の議会で取り上げられました地産

地消という視点も、県内の景気ということを考

えたときに大きな視点かと思います。そういっ

たことも含めて、今、委員のほうからいろいろ

言っていただきましたけど、我々としても景気

対策にどうやったら結びついていくかというの

を今後も真剣に考えていきたいと考えておりま

す。

○松村委員長 ほかにございませんか。

ないようでございます。以上をもって県土整

備部を終了いたします。執行部の皆様、お疲れ

さまでした。

暫時休憩いたします。

午後４時39分休憩

午後４時42分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

明日午後１時30分からの再開ということで、

本日の委員会を終了いたします。

午後４時43分散会
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平成23年12月８日（木曜日）

午後１時30分再開

出席委員（８人）

委 員 長 松 村 悟 郎

副 委 員 長 渡 辺 創

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員  原 正 三

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 内 村 仁 子

委 員 髙 橋 透

委 員 図 師 博 規

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 関 谷 幸 二

議事課主任主事 野 中 啓 史

○松村委員長 委員会を再開いたします。

まず、議案の採決を行いたいと思います。採

決につきましては議案ごとがよろしいでしょう

か、一括がよろしいでしょうか。

〔｢一括｣と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは一括して採決いたしま

す。

議案第１号、第３号、第４号、第７号、第13

号、第15号、第25号から第29号、第31号、第33

号及び第36号について、原案のとおり可決する

ことに御異議ございませんか。

〔｢異議なし｣と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 御異議なしと認めます。よっ

て、議案第１号外13件につきましては、原案の

とおり可決すべきものと決定いたしました。

次に、請願の取り扱いについてであります。

請願第３号「宮崎地方最低賃金改正についての

請願」ですが、当請願につきましては取り下げ

申し出がなされております。取り下げの申し出

を承認することに御異議ございませんか。

〔｢異議なし｣と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 御異議がありませんので、取り

下げを承認することに決定いたしました。

次に、委員長報告骨子（案）についてであり

ます。委員長報告の項目として、特に御要望等

はありませんか。

暫時休憩します。

午後１時32分休憩

午後１時39分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

お諮りいたします。

委員長報告につきましては、正副委員長に御

一任いただくということで、御異議ございませ

んか。

〔｢異議なし｣と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

次に、閉会中の継続審査についてお諮りいた

します。

商工観光振興対策及び土木行政の推進に関す

る調査についてでありますが、閉会中の継続審

査といたしたいと思いますが、御異議ございま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 御異議ありませんので、この旨

議長に申し出ることといたします。

そのほか、何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 何もないようですので、以上で
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委員会を終了いたします。

午後１時40分閉会




